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第５条：津波による損傷の防止 

<目 次> 

1. 基本方針

1.1 要求事項の整理 

1.2 追加要求事項に対する適合性 

（１） 位置，構造及び設備

（２） 安全設計方針

（３） 適合性説明

1.3 気象等 

1.4 設備等（手順等含む） 

2. 津波による損傷の防止

（別添資料１） 

島根原子力発電所２号炉 耐津波設計方針について 

3. 運用，手順説明

（別添資料２） 

津波による損傷の防止 

4. 現場確認を要するプロセス

（別添資料３） 

島根原子力発電所２号炉 耐津波設計における現場確認を要するプロセスについ

て 

下線は，今回の提出資料を示す。 
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目 次 

 

Ⅰ．はじめに 

 

Ⅱ．耐津波設計方針 

1. 基本事項 

1.1 津波防護対象の選定 

l.2 敷地及び敷地周辺における地形及び施設の配置等 

1.3 基準津波による敷地周辺の遡上・浸水域 

1.4 入力津波の設定 

1.5 水位変動，地殻変動の考慮 

1.6 設計または評価に用いる入力津波 

 

2. 設計基準対象施設の津波防護方針 

2.1 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針 

2.2 敷地への浸水防止（外郭防護１） 

2.3 漏水による重要な安全機能への影響防止（外郭防護２） 

2.4 重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護） 

2.5 水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響防止 

2.6 津波監視 

 

3. 重大事故等対処施設の津波防護方針 

3.1 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針 

3.2 敷地への浸水防止（外郭防護１） 

3.3 漏水による重大事故等に対処するために必要な機能への影響防止 

（外郭防護２） 

3.4 重大事故等に対処するために必要な機能を有する施設の隔離（内郭防護） 

3.5 水位変動に伴う取水性低下による重大事故等に対処するために必要な 

機能への影響防止 

3.6 津波監視 

 

4. 施設・設備の設計・評価の方針及び条件 

4.1 津波防護施設の設計 

4.2 浸水防止設備の設計 

4.3 津波監視設備の設計 

4.4 施設・設備等の設計・評価に係る検討事項 
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（添付資料） 

１．基準津波に対して機能を維持すべき設備とその配置 

２．津波シミュレーションに用いる数値計算モデルについて 

３．地震時の地形等の変化による津波遡上経路への影響について 

４．日本海東縁部に想定される地震による発電所敷地への影響について 

５．港湾内の局所的な海面の励起について 

６．管路計算の詳細について 

７．入力津波に用いる潮位条件について 

８．入力津波に対する水位分布について 

９．津波防護対策の設備の位置付けについて 

10．内郭防護において考慮する溢水の浸水範囲，浸水量について 

11．浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策の設置位置，実施範囲及び施工例 

12．基準津波に伴う砂移動評価について 

13．島根原子力発電所周辺海域における底質土砂の分析結果について 

14．海水ポンプ軸受の浮遊砂耐性について 

15．津波漂流物の調査要領について 

16．燃料等輸送船の係留索の耐力について 

17．燃料等輸送船の喫水高さと津波高さとの関係について 

18．漂流物の評価において考慮する津波の流速・流向について 

19．津波監視設備の監視に関する考え方 

20．耐津波設計において考慮する荷重の組合せについて 

21．基準類における衝突荷重算定式及び衝突荷重について 

22．耐津波設計における余震荷重と津波荷重の組合せについて 

23．水密扉の運用管理について 

24．審査ガイドとの整合性（耐津波設計方針） 

25. 防波壁の設計方針及び構造成立性評価結果について 

26. 防波壁及び防波扉における津波荷重の設定方針について 

27. 津波流入防止対策について 

28. タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）及び取水槽循環水ポ

ンプエリアに設置する耐震Ｓクラスの設備に対する浸水影響について 

29. １号炉取水槽流路縮小工について 

30. 取水槽除じん機エリア防水壁及び取水槽除じん機エリア水密扉の設計方針

及び構造成立性の見通しについて 

31. 施設護岸の漂流物評価における遡上域の範囲及び流速について 

32. 海水ポンプの実機性能試験について 

33. 海水ポンプの吸込流速が砂の沈降速度を上回る範囲について 

34. 水位変動・流向ベクトルについて 

35. 荷揚場作業に係る車両・資機材の漂流物評価について 

36. 津波の流況を踏まえた漂流物の津波防護施設等及び取水口への到達可能性
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評価について 

37. 津波発生時の運用対応について 

38．地震後の荷揚場の津波による影響評価について 

39．防波壁通路防波扉及び１号放水連絡通路防波扉の設計及び運用対応について 

 

（参考資料） 

－１ 島根原子力発電所における津波評価について 

－２ 島根原子力発電所２号炉内部溢水の影響評価について（別添資料１第9章） 

－３ 島根原子力発電所２号炉内部溢水の影響評価について（別添資料１第10章） 

－４ 島根原子力発電所２号炉内部溢水の影響評価について（別添資料 1 補足説 

明資料 30） 

－５ 津波防護上の地山範囲における地質調査 柱状図及びコア写真集（第 762 回

審査会合 机上配布資料，第 802 回審査会合 机上配布資料，第 841 回審査

会合 机上配布資料）  

下線は，今回の提出資料を示す。 

（2.5 については，2.5.1,2.5.2(1),(2)を抜粋） 
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2.4 重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護） 

2.4.1 浸水防護重点化範囲の設定 

【規制基準における要求事項等】 

重要な安全機能を有する設備等を内包する建屋及び区画については，浸水防護

重点化範囲として明確化すること。 

【検討方針】 

設計基準対象施設の津波防護対象設備を内包する建物及び区画については，浸

水防護重点化範囲として明確化する。 

【検討結果】 

設計基準対象施設の津波防護対象設備(非常用取水設備を除く。以下，2.4 にお

いて同じ。）を内包する建物及び区画としては，原子炉建物，タービン建物，廃

棄物処理建物，制御室建物，取水槽海水ポンプエリア，取水槽循環水ポンプエリ

ア及び屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物，タービン建物

～排気筒，タービン建物～放水槽)並びに非常用ディーゼル燃料設備及び排気筒

を敷設するエリアがある。また，タービン建物については，復水器を設置するエ

リアから耐震Ｓクラスの設備を設置するエリアへの浸水対策として，復水器エリ

ア防水壁等を設置し，タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）と

タービン建物（復水器を設置するエリア）に区画する。各建物内の設計基準対象

施設の津波防護対象設備の配置は添付資料１に示すとおりである。 

このうち，耐震Ｓクラスの設備を内包する建物及び区画は，原子炉建物，ター

ビン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア），廃棄物処理建物（耐震Ｓク

ラスの設備を設置するエリア），制御室建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエ

リア），取水槽海水ポンプエリア，取水槽循環水ポンプエリア及び屋外配管ダク

ト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物，タービン建物～排気筒，タービン

建物～放水槽)並びに非常用ディーゼル燃料設備及び排気筒を敷設するエリアで

あるため，これらを浸水防護重点化範囲として設定する。 

第 2.4-1 表，第 2.4-1 図，第 2.4-2 図に浸水防護重点化範囲を示す。また，タ

ービン建物地下1階の復水器エリア防水壁と耐震Ｓクラスの設備の位置関係を第

2.4-3 図に示す。 

なお，位置が確定していない設備等に対しては，詳細設計段階で浸水防護重点

化範囲を再設定する方針である。 

5条-別添1-Ⅱ-2-49
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第 2.4-1 表 浸水防護重点化範囲 

耐震Ｓクラスの設備を内包する建物及び区画 周辺敷地高さ 

・タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア） 

・取水槽海水ポンプエリア 

・取水槽循環水ポンプエリア 

・屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

・屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 

・A,H-非常用ディーゼル燃料設備及び排気筒を敷設するエリア 

EL8.5m 

・原子炉建物 

・制御室建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア） 

・廃棄物処理建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア） 

・屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

・B-非常用ディーゼル燃料設備を敷設するエリア 

EL15.0m 

 

 第 2.4-1 図 浸水防護重点化範囲概略図  

浸水防護重点化範囲

取水槽海水ポンプエリア，
取水槽循環水ポンプエリア

原子炉建物

制御室建物（耐震Ｓクラス

の設備を設置するエリア）

廃棄物処理建物（耐震Ｓクラスの

設備を設置するエリア）B-非常用ディーゼル
燃料設備

A,H-非常用ディーゼル
燃料設備

排気筒

屋外配管ダクト
(タービン建物～排気筒)

屋外配管ダクト（ディーゼ
ル燃料貯蔵タンク～原子
炉建物）

屋外配管ダクト
(タービン建物
～放水槽）

タービン建物（耐震Ｓクラス
の設備を設置するエリア）

5条-別添1-Ⅱ-2-50
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第 2.4-2-1 図 浸水防護重点化範囲（平面図）（１／４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浸水防護重点化範囲 

制御室建物 EL1.6m 

タービン建物 EL2.6m 

原子炉建物 EL1.3m 廃棄物処理建物 EL3.0m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浸水防護重点化範囲 

制御室建物 EL8.8m 

原子炉建物 EL8.8m 廃棄物処理建物 EL8.8m 

タービン建物 EL5.5m 

5条-別添1-Ⅱ-2-51
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第 2.4-2-1 図 浸水防護重点化範囲（平面図）（２／４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浸水防護重点化範囲 

制御室建物 EL16.9m 

制御室建物 EL12.8m 

タービン建物 EL12.5m 

原子炉建物 EL15.3m 
廃棄物処理建物 EL15.3m 

廃棄物処理建物 EL12.3m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浸水防護重点化範囲 

タービン建物 EL20.6m 

原子炉建物 EL23.8m 廃棄物処理建物 EL22.1m 

5条-別添1-Ⅱ-2-52
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第 2.4-2-1 図 浸水防護重点化範囲（平面図）（３／４） 

5条-別添1-Ⅱ-2-53
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第 2.4-2-1 図 浸水防護重点化範囲（平面図）（４／４） 

 

 

第 2.4-2-2 図 浸水防護重点化範囲（断面図） 

 

第 2.4-3 図 タービン建物地下 1階の復水器エリア防水壁等の浸水防止設備と 

耐震Ｓクラスの設備の位置  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浸水防護重点化範囲 

廃棄物処理建物 EL37.5m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

廃棄物処理建物地下 2階 

U 

U 

U 

取水槽循環水ポンプエリア 

取水槽海水ポンプエリア 

U 

タービン建物地下 1階 

原子炉建物地下 2階 

U U U U 

U 

U 

U U 

U 

U 
U 

凡例 

      ：浸水防護重点範囲 

：復水器エリア防水壁 

：水密扉  

：貫通部止水処置実施箇所 

床ドレン逆止弁は浸水防護重点範囲の境界となる床面に設置 

：Ⅰ-原子炉補機海水系配管 

：Ⅱ-原子炉補機海水系配管 

：高圧炉心スプレイ補機海水系配管 

      ：非常用ディーゼル発電機系配管 

      ：高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機系配管 

      ：非常用ガス処理系配管 

      ：Ⅰ-原子炉補機海水系電路 

      ：Ⅱ-原子炉補機海水系電路 

      ：高圧炉心スプレイ補機海水系電路 

      ：高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機系電路 

    （点線部は埋設を示す） 

  Ｕ   ：上階へ 

      

タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア） 

タービン建物（復水器を設置するエリア） 

U U 

U 

耐震Ｓクラス 

 の設備 

浸水防止設備 

浸水防護重点化範囲 

5条-別添1-Ⅱ-2-54
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2.4.2 浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策 

【規制基準における要求事項等】 

津波による溢水を考慮した浸水範囲，浸水量を安全側に想定すること。 

浸水範囲，浸水量の安全側の想定に基づき，浸水防護重点化範囲への浸水の可

能性のある経路，浸水口（扉，開口部，貫通口等）を特定し，それらに対して浸

水対策を施すこと。 

 

【検討方針】 

津波による溢水を考慮した浸水範囲，浸水量を安全側に想定する。浸水範囲，

浸水量の安全側の想定に基づき，浸水防護重点化範囲への浸水の可能性のある経

路，浸水口（扉，開口部，貫通口等）を特定し，それらに対して浸水対策を実施

する。 

津波による溢水を考慮した浸水範囲，浸水量については，地震による溢水の影

響も含めて，以下の方針により安全側の想定を実施する。 

 

・地震・津波による建物内の循環水系等の機器・配管の損傷による建物内への

津波及び系統設備保有水の溢水，下位クラス建物における地震時の地下水排

水ポンプの停止による地下水の流入等の事象を考慮する。 

・地震・津波による屋外循環水配管や敷地内のタンク等の損傷による敷地内へ

の津波及び系統保有水の溢水等の事象を考慮する。 

・循環水系機器・配管等の損傷による津波浸水量については，入力津波の時刻

歴波形に基づき，津波の繰り返し襲来を考慮する。また，サイフォン効果も

考慮する。 

・機器・配管等の損傷による溢水量については，内部溢水における溢水事象想

定を考慮して算定する。 

・地下水については，地震時の地下水の流入が浸水防護重点化範囲へ与える影

響について評価する。 

・施設・設備施工上生じ得る隙間部等がある場合には，当該部からの溢水も考

慮する。 

 

【検討結果】 

前項までに述べたとおり，設計基準対象施設の津波防護対象設備を内包する建

物及び区画が設置された敷地への津波の地上部からの到達・流入に対する外郭防

護及び取水路，放水路等の経路からの流入に対する外郭防護は，津波防護施設，

浸水防止設備を設置することにより実現している。これより，津波単独事象に対

しては，浸水防護重点化範囲への浸水の可能性のある経路は存在しない。 

一方，【検討方針】に示される「地震による溢水の影響」について，２号炉に

対して「地震による溢水」を具体化すると次の各事象が挙げられる。これらの概

念図を第 2.4-4-1 図に示す。 

5条-別添1-Ⅱ-2-55
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(1) 地震による溢水の影響を含めた浸水防護重点化範囲への影響について 

a. タービン建物（復水器を設置するエリア）における溢水 

地震に起因するタービン建物（復水器を設置するエリア）に敷設する循環水

配管伸縮継手の破損及び低耐震クラス（浸水防止機能を除く）の機器及び配管

の損傷により，保有水が溢水するとともに，津波が取水槽及び放水槽から循環

水配管等に流れ込み※１，その損傷箇所を介して，タービン建物（復水器を設置

するエリア）に流入することが考えられる。 

このため，タービン建物（復水器を設置するエリア）に流入した津波により，

隣接する浸水防護重点化範囲（原子炉建物，タービン建物（耐震Ｓクラスの設

備を設置するエリア）及び取水槽循環水ポンプエリア）への影響を評価する。 

 

  b. タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）における溢水 

地震に起因するタービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）に敷

設するタービン補機海水系配管を含む低耐震クラスの機器及び配管の損傷によ

り，保有水が溢水するとともに，津波が取水槽及び放水槽からタービン補機海

水系配管に流れ込み※１，その損傷箇所を介して，タービン建物（耐震Ｓクラス

の設備を設置するエリア）に流入することが考えられる。 

このため，浸水防護重点化範囲（タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置

するエリア））への影響を評価する。 

 

c. 取水槽循環水ポンプエリアにおける溢水 

地震に起因する取水槽循環水ポンプエリアに敷設する循環水配管伸縮継手の

破損及び低耐震クラスの機器及び配管の損傷により，保有水が溢水するととも

に，津波が取水槽及び放水槽から循環水配管等に流れ込み※１，その損傷箇所を

介して，取水槽循環水ポンプエリアに流入することが考えられる。 

このため，浸水防護重点化範囲（取水槽循環水ポンプエリア）への影響を評価す

る。 

d. 取水槽海水ポンプエリアにおける溢水 

  地震に起因する取水槽海水ポンプエリアに敷設するタービン補機海水系配

管等を含む低耐震クラスの機器及び配管の損傷により，保有水が溢水するとと

もに，津波が取水槽海水ポンプエリアに流入することが考えられる。 

このため，浸水防護重点化範囲（取水槽海水ポンプエリア）への影響を評価

する。 

 

※１：取水路と放水路は配管及び復水器を介してつながっており，２号炉の取

水槽及び放水槽の水位が高い方から，循環水配管等の損傷箇所との水頭

差により海水が流入する。（第 2.4-4-2 図） 
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e. 屋外タンク等による屋外における溢水 

地震により敷地内にある低耐震クラスの機器である屋外タンク等が損傷し，

保有水が敷地内に流出する。 

  このため，浸水防護重点化範囲への影響を評価する。 

 

f. 建物外周地下部における地下水位の上昇 

地震により地下水を排出するための排水設備（地下水排水ポンプ）が停止し，

建物周辺の地下水位が上昇することが考えられる。 

  このため，浸水防護重点化範囲への影響を評価する。 
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第 2.4-4-2 図 地震による溢水の概念図 

（海域に接続する低耐震クラスの機器及び配管の経路概要） 

 

以上の各事象の中で，「津波による溢水」に該当する事象（津波襲来下におい

て海水が流入する事象），あるいは「津波による溢水」への影響が考えられる事

象（津波による溢水の浸水範囲内で，同時に起こり得る溢水事象）としては， a.，

b.，c.，d.が挙げられることから，これらの各事象について，浸水防護重点化範

囲への影響を評価した。 

上記の「地震による溢水」のうち e.，f.については，これらによる影響に対し

て「設置許可基準規則第９条（溢水による損傷の防止等）」への適合のために評

価及び対策を行うこととしており，その結果，「津波による溢水」には影響しな

い地震単独事象となっている。 

本内容については，同条に対する適合性（参考資料２第９章，参考資料３第 10

章，参考資料４補足説明資料 30）において説明しており，以下ではその概要も合

わせて示す。 

また，「b. タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）における溢

水」，「c. 取水槽循環水ポンプエリアにおける溢水」，d.「取水槽海水ポンプエリ

アにおける溢水」は，それらの区画が耐震Ｓクラスの設備を設置する浸水防護重

点化範囲であることから，「津波による溢水」に該当する事象（津波襲来下にお

いて海水が流入する事象）を生じさせない対策（低耐震クラスの機器及び配管へ

の津波流入防止対策（添付資料 27 参照））を踏まえ，浸水防護重点化範囲への影

響を評価する。 
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：循環水系配管

：除じん系配管

：原子炉補機海水系配管（放水配管）
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(2) 浸水量評価 

a. タービン建物（復水器を設置するエリア）における溢水 

本事象による浸水量評価については，「設置許可基準規則第９条（溢水による

損傷の防止等）」に対する適合性（参考資料２第９章 9.1）において「復水機エ

リアにおける溢水」として説明している。評価条件，評価結果等の具体的な内

容を添付資料 10 に抜粋して示す。 

添付資料 10 に示すとおり，本事象による浸水量は第 2.4-5 図のとおりとなる

(「設置許可基準規則第９条(溢水による損傷の防止等)」に対する適合性(第９

章 9.1)表 9-12 より転載)。また，浸水イメージは第 2.4-6 図のとおりとなる。 

 

 

 

第 2.4-5 図 タービン建物（復水器を設置するエリア）における地震起因による

溢水評価 
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（平面図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（断面図） 

第 2.4-6 図 タービン建物（復水器を設置するエリア）における浸水イメージ 

 

また，津波による溢水に対しては，「設置許可基準規則第９条（溢水による損

傷の防止等）」に対する適合性（第９章 9.1）における「復水器エリアにおける溢

水」の結果から，循環水系に追加設置するインターロック（地震大及びタービン

建物の漏えい信号で作動）により，津波襲来前に循環水ポンプの出口弁及び復水

器水室出口弁の全閉により自動隔離することから，津波はタービン建物（復水器

を設置するエリア）に浸水しない。また，当該弁は津波襲来前に閉止しているた

め，津波による荷重が作用することから，津波時にも閉止状態を保持できる設計

とし，評価方法等については，詳細設計段階で説明する。当該設備の設置位置概

要を第 2.4-7 図に示す。 
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これにより，隣接する浸水防護重点化範囲（原子炉建物，タービン建物（耐震

Ｓクラスの設備を設置するエリア）及び取水槽循環水ポンプエリア）へ津波は浸

水しない。 

 

第 2.4-7 図 循環水ポンプ出口弁及び復水器水室出口弁の設置位置概要 

 

 

  b. タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）における溢水 

  地震に起因し，タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）の低

耐震クラスの配管であるタービン補機海水系配管，原子炉補機海水系配管（放

水配管），高圧炉心スプレイ補機海水系配管（放水配管），液体廃棄物処理系配

管の破損により，津波が損傷箇所を介してタービン建物（耐震Ｓクラスの設備

を設置するエリア）に流入することを防止するため，以下の対策を実施する。

対策の詳細は添付資料 27 に示す。 

・原子炉補機海水系配管（放水配管），高圧炉心スプレイ補機海水系配管（放

水配管）の基準地震動 Ss による地震力に対してバウンダリ機能保持 

・タービン補機海水系配管，液体廃棄物処理系配管への逆止弁設置 

 

上記対策により，同区画は「津波による溢水」に該当する事象（津波襲来下

において海水が流入する事象）は生じない。 

また，タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）に設置する耐

震Ｓクラスの設備に対する浸水影響について，添付資料 28 に示す。 
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c.取水槽循環水ポンプエリアにおける溢水 

 地震に起因し，取水槽循環水ポンプエリアに敷設する循環水配管伸縮継手の

破損及び低耐震クラスの機器及び配管の損傷により，津波がその損傷箇所を介

して，取水槽循環水ポンプエリア内に流入することを防止するため，以下の対

策を実施する。対策の詳細は添付資料 27 に示す。 

・循環水系の機器及び配管の基準地震動 Ss による地震力に対してバウンダリ

機能保持 

・タービン補機海水ポンプ出口弁（インターロック動作） 

上記対策により，同区画は「津波による溢水」（津波襲来下において海水が流

入する事象）に該当する事象は生じない。 

また，取水槽循環水ポンプエリアに設置する耐震Ｓクラスの設備に対する浸

水影響について，添付資料 28 に示す。 

 

d.取水槽海水ポンプエリアにおける溢水 

地震に起因し，取水槽海水ポンプエリアに敷設するタービン補機海水系配管

を含む低耐震クラスの機器及び配管の損傷により，津波が取水槽海水ポンプエ

リアに流入することを防止するため，以下の対策を実施する。対策の詳細は添

付資料 27 に示す。 

・タービン補機海水系，除じん系の機器及び配管の基準地震動 Ss による地震

力に対してバウンダリ機能保持 

上記対策により，同区画は「津波による溢水」（津波襲来下において海水が流

入する事象）に該当する事象は生じない。 

 

e. 屋外タンク等による屋外における溢水 

本事象による浸水量評価については，「設置許可基準規則第９条（溢水による

損傷の防止等）」に対する適合性（参考資料３第 10.1）において「屋外タンク

の溢水による影響」として説明している。評価条件，評価結果等の具体的な内

容を添付資料 10 に抜粋して示す。 

添付資料 10 に示されるとおり，本事象による溢水については，溢水源として

屋外に設置されたタンク等を挙げた上で，溢水防護区画への影響評価を実施し

た結果，原子炉建物や廃棄物処理建物の各扉付近の開口部の下端高さが溢水水

位より高い位置にあること等により，浸水防護重点化範囲に影響を与えること

はないと評価している。 

屋外タンクの溢水伝播挙動を第 2.4-8 図に示す。 
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第 2.4-8-1 図 屋外タンクの溢水伝播挙動 
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第 2.4-8-2 図 屋外タンクの溢水伝播挙動 
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f. 建物外周地下部における地下水位の上昇 

本事象による浸水量評価については，「設置許可基準規則第９条（溢水による

損傷防止等）」に対する適合性（参考資料３第 10 章 10.2）において「地下水の

溢水による影響」として説明している。評価条件，評価結果等の具体的な内容

を添付資料 10 に抜粋して示す。 

添付資料 10 に示されるとおり，本事象による浸水水位（建物周囲の地下水位）

については，基準地震動 Ss による地震力に対して機能維持する地下水位低下設

備を設置することから，建物まで地下水位が上昇することはなく，地下水が溢

水防護区画に影響を与えることはないと評価している。 

その上で，安全側に地下水位をタービン建物の地表面(EL8.5m)と想定し，地

震による建物外周部からの流入について，地震による残留ひび割れを考慮した

評価を実施し，ひび割れの程度に応じた浸水量を仮定する。 

 

第 2.4-2 表 影響評価一覧表 
溢水 
事象 

事象概要 
起因 
事象 

想定事象 対策 確認条文 

a 

タービン建物

（復水器を設置

するエリア）に

おける溢水 

地震 

・内部溢水 

・津波による

溢水 

・インターロックによ

る循環水系の自動

隔離※ 

・インターロックによ

るタービン補機海

水系の自動隔離※ 

・タービン補機海水系

の放水配管等への

逆止弁設置※ 

・低耐震クラスの機器

及び配管の耐震性

評価 

設置許可基準規則 

第５条 

第９条 

b 

タービン建物

（耐震Ｓクラス

の設備を設置す

るエリア）にお

ける溢水 

地震 

c 

取水槽循環水ポ

ンプエリアにお

ける溢水 

地震 

d 

取水槽海水ポン

プエリアにおけ

る溢水 

地震 

e 

屋外タンク等に

よる屋外におけ

る溢水 

地震 ・内部溢水 

・取水槽海水ポンプエ

リアへの防水壁の

設置 

設置許可基準規則 

第９条 

f 

建物外周地下部

における地下水

位の上昇 

地震 ・内部溢水 
・地下水位低下設備の

設置※ 

設置許可基準規則 

第９条 

※ 隔離範囲については，基準地震動 Ss による地震力に対してバウンダリ機能等を保持する

設計とする。 
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(3) 浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策 

「(2)浸水量評価」で示した各事象により想定される浸水範囲，浸水量に対し，

浸水防護重点化範囲への浸水の可能性のある経路，浸水口（扉，開口部，貫通口

等）を特定し，それらに対して浸水対策を実施した。なお，浸水の可能性のある

経路，浸水口の特定にあたっては，施設・設備施工上生じうる隙間部等として，

貫通口における貫通物と貫通口（スリーブ，壁等）との間に生じる隙間部や建物

間接合部に生じる隙間部についても考慮した。 

浸水対策の実施範囲を第 2.4-9 図に，浸水経路・浸水口に応じた浸水対策の種

類を第 2.4-3 表に示す。 

各浸水対策の仕様については「4.2 浸水防止設備の設計」，その設置位置，施工

範囲については添付資料 11 に示す。 

なお，浸水防護重点化範囲のうち，その境界部に安全側に想定した浸水が及ば

ず，結果として浸水対策が不要であった範囲を建物の階層単位で整理して示すと

第 2.4-4 表となる。各津波防護対象設備において，浸水が生じ得る箇所に設置さ

れるものであるか否か（浸水対策が求められる浸水防護重点化範囲内に設置され

ているか否か）は，同表及び添付資料１「基準津波に対して機能を維持すべき設

備とその配置」により確認される。 

 

 a. タービン建物（復水器を設置するエリア）における溢水 

「浸水量評価」に示すとおり本事象による津波の浸水はない。 

 地震に起因する溢水によるタービン建物（復水器を設置するエリア）におけ

る溢水水位は，EL 約 4.8m となるため，没水水位との関係を考慮した浸水防護

重点化範囲の境界に以下のおける浸水対策を行うことから，浸水防護重点化範

囲（原子炉建物，タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）及び

取水槽循環水ポンプエリア）へ及ぼす影響はない。 

 ＜タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）に対する対策＞ 

 ・復水器エリア防水壁，水密扉，床ドレン逆止弁，貫通部止水処置 

 ＜原子炉建物及び取水槽循環水ポンプエリアに対する対策＞ 

 ・貫通部止水処置 

 

b. タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）における溢水 

 タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）における溢水につい

ては，浸水防護重点化範囲の境界に以下の浸水対策を行うことにより，浸水防

護重点化範囲であるタービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）に

津波の浸水はない。詳細は添付資料 27 に示す。 

＜タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）に対する対策＞ 

・原子炉補機海水系配管（放水配管），高圧炉心スプレイ補機海水系配管（放

水配管）の基準地震動 Ss による地震力に対してバウンダリ機能保持 

・タービン補機海水系配管，液体廃棄物処理系排水配管への逆止弁設置 
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c.取水槽循環水ポンプエリアにおける溢水 

取水槽循環水ポンプエリアにおける溢水については，浸水防護重点化範囲の

境界に以下の浸水対策を行うことにより，浸水防護重点化範囲である取水槽循

環水ポンプエリアに津波の浸水はない。なお，タービン補機海水ポンプ出口弁

に設置するインターロックについては，浸水防護重点化範囲（耐震 Sクラスの

設備を内包する建物）への津波の流入を防止する重要な設備であり，津波襲来

前に確実に閉止するため，多重化・多様化を図る。詳細は添付資料 27 に示す。 

＜取水槽循環水ポンプエリアに対する対策＞ 

・循環水ポンプ及び配管の基準地震動 Ss による地震力に対してバウンダリ機

能保持 

・タービン補機海水ポンプ出口弁（インターロック動作） 

 

  d. 取水槽海水ポンプエリアにおける溢水 

 取水槽海水ポンプエリアにおける溢水については，浸水防護重点化範囲の

境界に以下の浸水対策を行うことにより，浸水防護重点化範囲である取水槽

海水ポンプエリアに津波の浸水はない。詳細は添付資料 27 に示す。 

＜取水槽海水ポンプエリアに対する対策＞ 

・タービン補機海水ポンプ及び配管，除じんポンプ及び配管の基準地震動 Ss

による地震力に対してバウンダリ機能保持 

 

e. 屋外タンク等における溢水 

地震時の屋外タンク等による影響評価は，原子炉建物や廃棄物処理建物の各

扉付近の開口部の下端高さが溢水水位より高い位置にあること等により，浸水

防護重点化範囲に影響を与えることはないと評価している。 

 

f. 建物外周地下部における地下水位の上昇 

建物外周地下部における地下水位の上昇については，基準地震動 Ss による地

震力に対して機能維持する地下水位低下設備を設置することによって，地震時

及び地震後においても地下水を地上の雨水排水系統へ排水することが可能であ

る。また，地下水位低下設備の電源は，非常用電源系統より供給することから，

外部電源喪失時にも排水が可能となっており，水位が上昇し続けることはない

（「島根原子力発電所２号炉 地震による損傷の防止 別紙-17 地下水位低下

設備について」参照）。安全側に地下水位をタービン建物の地表面(EL8.5m)と

想定し，地震による建物外周部からの流入について，地震による残留ひび割れ

を考慮した評価を実施し，ひび割れの程度に応じた浸水量を仮定した場合にお

いても，浸水防護重点化範囲に影響を与えないように浸水対策を実施する。 

 

なお,島根２号炉の浸水防護重点化範囲であるタービン建物，制御室建物，廃

棄物処理建物（それぞれ耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）は島根１号炉タ
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ービン建物等と隣接しているため,島根１号炉にて発生した溢水による島根２号

炉の浸水防護重点化範囲への浸水が考えられるが,島根２号炉と島根１号炉の建

物境界に対しては，溢水防護の観点から止水対策を実施することから,島根２号

炉へ浸水することはない。 

 

 
（平面図） 

 

（A-A 断面） 

第 2.4-9-1 図 浸水対策概要図（EL5.3m まで） 
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（平面図） 

 

（断面図） 

第2.4-9-2図 浸水防護重点化範囲内に設置する海域と接続する低耐震クラスの

機器及び配管への対策概要図 

  

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

T

T

廃棄物処理建物より

取水槽

タービン建物

原子炉建物

原子炉建物へ

原子炉建物より

原子炉建物より

Ｃ

放水槽

ＣＳＷ排水ダクト

T

R

R

R

R

H

J

J

復
水
器

Ｃ

Ｃ

TCW熱交

注) 浸水防護機能を除く耐震クラスを記載

：耐震Ｓクラスとする範囲
：電動弁，逆止弁
：浸水防護重点化範囲
：原子炉補機海水系配管（耐震Ｓクラス）
：高圧炉心スプレイ補機海水系配管（耐震Ｓクラス）
：原子炉補機海水系放水配管（耐震Ｃクラス）
：高圧炉心スプレイ補機海水系放水配管（耐震Ｃクラス）
：タービン補機海水系配管（耐震Ｃクラス）
：循環水系配管（耐震Ｃクラス）（点線部は埋設配管を示す）
：除じん配管（耐震Ｃクラス）
：液体廃棄物処理系配管（耐震Ｃクラス）

R

H

T

C

Ｊ

：原子炉補機海水ポンプ（耐震Ｓクラス）
：高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ（耐震Ｓクラス）
：タービン補機海水ポンプ（耐震Ｃクラス）
：循環水ポンプ（耐震Ｃクラス）
：除じんポンプ（耐震Ｃクラス）

，

【凡例】

浸水防護重点化範囲

耐震Sクラスとする範囲

取水槽除じん機エリア水密扉

取水槽除じん機エリア防水壁


取水槽海水ポンプエリア防水壁

（内部溢水対策）

循環水ポンプ EL 8.8m

EL 8.5m

EL 1.1m

タービン補機海水ポンプ EL 4.0m

EL 0.4m

EL 11.3m

タービン建物

溢水水位

EL 4.8m

タービン建物 取水槽

循環水ポンプエリア 海水ポンプエリア 除じん機

エリア

EL 10.8m
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第 2.4-3 表 浸水経路・浸水口に応じた浸水対策の種類 

浸水経路・浸水口 浸水対策 

（参考） 

対象とする 

溢水事象 

通路・扉部 ・「水密扉」を設置 a 

区画 ・「防水壁」を設置 a 

貫

通

部 

配管 

・「貫通部止水処置」を実施 

a 

電線管 a 

ケーブルトレイ a 

予備スリーブ a 

床ドレン ・「逆止弁」を設置 a 

低耐震クラスの機器及

び配管 

・基準地震動 Ss による地震力に対するバ

ウンダリ機能保持 

・「電動弁」，「逆止弁」を設置 

b,c,d 

建物間接合部 ・エキスパンションジョイント e,f 

 

第 2.4-4 表 浸水防護重点化範囲境界の浸水有無（浸水対策要求有無） 

建物 

タービン建物（復水器を設置するエリア）における階層※１ 

地下１階 

(EL2.0m) 

浸水あり 

地上１階 

(EL5.5m) 

浸水なし 

地上２階 

(EL12.5m)以上 

浸水なし 

原子炉建物 対策要求あり 対策要求なし 

対策要求なし 制御室建物 
対策要求なし※２ 対策要求なし 

廃棄物処理建物 

タービン建物（耐震

Ｓクラスの設備を

設置するエリア） 

対策要求あり 対策要求なし 対策要求なし 

取水槽循環水ポン

プエリア 
対策要求あり 対策要求なし 対策要求なし 

※１ 建物によりエレベーションは異なり，ここでは代表でタービン建物のエレ

ベーションを表記 

※２ 制御室建物及び廃棄物処理建物の浸水防護重点化範囲はそれぞれ EL12.8m，

EL8.8m 以上であるため，対策要求はない。（第 2.4-2-1 図（１／４,２／４）

参照。） 
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2.5 水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響防止 

2.5.1 非常用海水冷却系の取水性 

【規制基準における要求事項等】 

非常用海水冷却系の取水性については，次に示す方針を満足すること。 

・基準津波による水位の低下に対して海水ポンプが機能保持できる設計であ

ること。

・基準津波による水位の低下に対して冷却に必要な海水が確保できる設計で

あること。

【検討方針】 

基準津波による水位の低下に対して，非常用海水冷却系の海水ポンプである原

子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプが機能保持できる設

計であることを確認する。 

また，基準津波による水位の低下に対して，非常用海水冷却系による冷却に必

要な海水が確保できる設計であることを確認する。 

具体的には，以下のとおり実施する。 

・原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ位置の評価水

位の算定を適切に行うため，取水路の特性に応じた手法を用いる。また，

取水路の管路の形状や材質，表面の状況に応じた摩擦損失を設定する。

・原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの取水可能水

位が下降側評価水位を下回る等，水位低下に対して同ポンプが機能保持で

きる設計となっていることを確認する。

・引き波時に水位が取水可能水位を下回る場合には，下回っている時間にお

いて，原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの継続

運転が可能な貯水量を十分確保できる設計となっていることを確認する。

なお,取水路または取水槽が循環水系と非常用海水冷却系で併用される場合に

おいては,循環水系運転継続等による取水量の喪失を防止できる措置が施される

方針であることを確認する。 

【検討結果】 

引き波による水位の低下に対して，原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレ

イ補機海水ポンプが機能保持でき，かつ，同系による冷却に必要な海水が確保で

きる設計とする。 

具体的には，引き波による水位低下時においても，原子炉補機海水ポンプ及び

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの取水可能水位を下回らないことを確認する。 

ここで，原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの位置に

おける津波高さの算出にあたっては，基準津波による水位の低下に伴う取水路の

 

5条-別添1-Ⅱ-2-72

30



  

特性を考慮した原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ位

置の評価水位（取水槽内の津波高さ）を適切に算定するため，開水路及び管路に

おいて非定常管路流の連続式及び運動方程式を用いて管路解析を実施する。また，

その際，取水口から取水槽に至る系をモデル化し，管路の形状，材質及び表面の

状況に応じた摩擦損失を考慮し，計算結果に潮位のばらつきの加算や安全側に評

価した値を用いる (「1.4 入力津波の設定」参照) 。 

以上のことから，管路解析により得られた基準津波による取水槽内の水位下降

側の入力津波高さは第 2.5-1-1 図に示すとおり，基準津波６（循環水ポンプ運転

時：EL-8.4m（EL-8.31m））となる。これに対して，長尺化を実施した原子炉補機

海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの取水可能水位は各々

EL-8.32m，EL-8.85m※であり，水位低下に対して裕度がない。そのため，大津波

警報が発令された場合は，プラントを停止し，復水器により崩壊熱を除去するが，

気象庁より発表される第一波の到達予想時刻の５分前までに運転員による手動

操作で循環水ポンプを停止し，サプレッションチェンバを使用した崩壊熱除去に

切り替える。循環水ポンプの停止操作については，手順の整備と運転員への教育

訓練により確実に実施し，原子炉補機海水系及び高圧炉心スプレイ補機海水系に

必要な海水の喪失を防止する。なお，海域活断層から想定される地震による津波

（基準津波４）は，敷地までの津波の到達時間が短いことから，循環水ポンプ運

転条件も考慮する。 

以上の結果，基準津波による取水槽内の水位下降側の入力津波高さは第

2.5-1-2 図に示すとおり，基準津波４（循環水ポンプ運転時：EL-6.5m）となり，

原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの取水可能水位は，

取水槽内の水位下降側の入力津波高さに対し，約 1.8m の余裕がある。なお，実

機海水ポンプを用いた試験により，海水ポンプのベルマウス下端(EL-9.3m)付近

まで取水が可能であることを確認しており，その内容を参考として添付資料 32

に示す。 

また，ポンプ長尺化に伴うベルマウス下端と取水槽下端のクリアランスについ

ては，日本機械学会基準「ポンプの吸込水槽の模型試験法」（JSME S 004-1984）

に示されるベルマウス径(750mm)の1/2以上のクリアランス(375mm以上)を満足す

るよう，500mm としている。なお，長尺化前のクリアランスは 400mm であり，ポ

ンプの取水性に関わる不具合は確認されておらず，また，砂の堆積によるクリア

ランスへの影響については，「2.5.2 津波の二次的な影響による非常用海水冷却系

の機能保持確認」に示すとおり，ベルマウス下端近傍に到達する砂はポンプに吸

込まれることから，ベルマウス下端近傍に砂の堆積はなく，クリアランスに影響

はない。 

ポンプ長尺化に伴うベルマウス下端への耐震サポート設置による影響につい

ては，実機性能試験等によりポンプ性能に影響を及ぼさないことを確認している

（添付資料 32）。 
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※ 原子炉補機海水ポンプ，高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの取水可能水位 

   原子炉補機海水ポンプ，高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの取水可能水位

は，日本機械学会基準「ポンプの吸込水槽の模型試験法」（JSME S 004-1984）

に基づき，以下の数式によって算出している（参考図参照）。 

 

Ｈ＝Ｈ0＋1.3×Ｄ0 

 

 Ｈ ：取水可能水位 

 Ｈ0：ベルマウス下端高さ 

 Ｄ0：ポンプ吸込口径（ベルマウス径） 

 

 ベルマウス 

下端高さ 

Ｈ0 

ポンプ吸込口径 

（ベルマウス径） 

Ｄ0 

取水可能水位 

Ｈ 

原子炉補機海水 

ポンプ 
EL-9.3m 0.75m EL-8.32m 

高圧炉心スプレイ

補機海水ポンプ 
EL-9.3m 0.34m EL-8.85m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

D:0.75m 

EL-9.3m 

EL-8.32m 

ベルマウス下端 

取水可能水位 

原子炉補機海水ポンプの例 

▼EL-9.8m：取水槽下端 

EL1.1m：海水ポンプエリア床面 

 

EL-8.32m：取水可能水位 

EL-6.5m：取水槽内最低水位 

 

 

参考図 非常用海水冷却系の海水ポンプの取水可能水位 
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※最大水位下降量-7.97m-地殻変動量 0.34m≒EL-8.4m 

２号炉取水槽（入力津波６，防波堤無し，循環水ポンプ運転） 

(m) 

水
位

(E
L

) 

 

第2.5-1-1図 取水槽内の水位変動 

 

 

※最大水位下降量-6.08m－地盤変動量 0.34m≒EL-6.5m 

２号炉取水槽（入力津波４，防波堤無し，循環水ポンプ運転） 

(m) 

水
位

(E
L

) 

 

第2.5-1-2図 取水槽内の水位変動 
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2.5.2 津波の二次的な影響による非常用海水冷却系の機能保持確認 

【規制基準における要求事項等】 

基準津波に伴う取水口付近の砂の移動・堆積が適切に評価されていること。 

基準津波に伴う取水口付近の漂流物が適切に評価されていること。 

非常用海水冷却系については，次に示す方針を満足すること。 

・基準津波による水位変動に伴う海底の砂移動・堆積，陸上斜面崩壊による

土砂移動・堆積及び漂流物に対して取水口及び取水路の通水性が確保でき

る設計であること。 

・基準津波による水位変動に伴う浮遊砂等の混入に対して海水ポンプが機能

保持できる設計であること。 

 

【検討方針】 

基準津波に伴う２号炉の取水口付近の砂の移動・堆積や漂流物を適切に評価す

る。その上で,非常用海水冷却系について，基準津波による水位変動に伴う海底

の砂移動・堆積,陸上斜面崩壊による土砂移動・堆積及び漂流物に対して２号炉

の取水口及び取水路の通水性が確保できる設計であること，浮遊砂等の混入に対

して非常用海水冷却系の海水ポンプである原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心

スプレイ補機海水ポンプが機能保持できる設計であることを確認する。 

 

具体的には，以下のとおり確認する。 

・遡上解析結果における取水口付近の砂の堆積状況に基づき，砂の堆積高さが取

水口下端に到達しないことを確認する。取水口下端に到達する場合は，取水口

及び取水路が閉塞する可能性を安全側に検討し，閉塞しないことを確認する。 

・混入した浮遊砂は，スクリーン等で除去することが困難なため，原子炉補機海

水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプそのものが運転時の砂の混入

に対して軸固着しにくい仕様であることを確認する。 

・基準津波に伴う取水口付近の漂流物については，遡上解析結果における取水口

付近を含む敷地前面及び遡上域の寄せ波及び引き波の方向，速度の変化を分析

した上で，漂流物の可能性を検討し，漂流物により取水口が閉塞しないことを

確認する。また，スクリーン自体が漂流物となる可能性が無いか確認する。 

 

【検討結果】 

(1) 砂の移動・堆積に対する通水性確保 

２号炉の取水口呑口下端は EL-12.5m であり，海底面(EL-18.0m)より 5.5m 高い

位置にある（第 2.5-2 図）。これに対し，数値シミュレーションにより得られた

基準津波による砂移動に伴う取水口付近の砂の堆積高さは，最大で約 0.02m（基

準津波１（防波堤有り））であることから，砂の堆積高さは取水口呑口下端に到

達しない（第 2.5-1 表）。 
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また，非常用海水冷却系の海水ポンプ下端は，原子炉補機海水ポンプ及び高圧

炉心スプレイ補機海水ポンプともに EL-9.3m であり，２号炉の取水槽底面

（EL-9.8m）より 0.5m 高い位置にある（P.5 条-別添 1-Ⅱ-2-70 参考図）。これに

対し，数値シミュレーションにより得られた基準津波による砂移動に伴う取水槽

底面における砂の堆積厚さは，大津波警報発令時の循環水ポンプ停止運用を考慮

すると最大で 0.001m 未満（基準津波１（防波堤有り，循環水ポンプ停止））であ

る（第 2.5-1 表）ことから，砂の堆積厚さは海水ポンプ下端に到達しない。なお，

通常運転中の砂移動等により除じん機エリアの一部に堆積物が確認されている

が，取水槽下部（海水ポンプ吸込エリア床面 EL-9.80m）は貯留構造となっており，

津波が流入する取水管の下端高さ（EL-7.30m）より 2.5m 深いため，津波の流入

による取水槽下部の流速への影響は十分に小さく，除じん機エリアの堆積物が海

水ポンプ吸込エリアに移動することはない（第 2.5-3 図）。 

また，ポンプ長尺化に伴う砂の移動・堆積については，以下に示すとおり有意

な影響はない。 

・島根２号炉の取水口が設置される輪谷湾の底質土砂は，岩及び砂礫で構成さ

れており，砂の分布はほとんどない（添付資料 13 参照）。 

・島根２号炉の取水口は，取水口呑口が海底面より 5.5m 高い位置にあるため，

海底面の砂が取水口に到達しにくい構造である。 

・非常用海水冷却系の海水ポンプ長尺化に伴う取水口からの取水量に変化はな

く，取水口への砂の流入量に変化はない。 

・取水槽点検において，除じん機上流側及び近傍の一部に堆積物が確認されて

いるが，海水ポンプ吸込みエリア底面には，砂等の堆積物は確認されていな

い（第 2.5-3 図）。 

・循環水ポンプの定格流量（約 3370m3/min）に対して，長尺化を実施する非常

用海水冷却系の海水ポンプの定格流量（原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心

スプレイ補機海水ポンプ合計：約 150m3/min）は５％未満であることから，

循環水ポンプの影響が支配的であり，非常用海水冷却系の海水ポンプ長尺化

による除じん機エリアの流況の変化は十分小さい。 

・非常用海水冷却系の海水ポンプ長尺化に伴う除じん機エリアの流況の変化は

十分に小さいことから，除じん機エリアで確認された堆積物が当該エリアに

流入することはない。 

・ポンプ長尺化以降は，ポンプ点検にあわせて，周辺部の堆積物の状況を確認

し，必要により清掃を行う。 

・ベルマウス下端近傍の取水槽床面では海水ポンプの吸込流速が砂の沈降速度

を上回っており，ベルマウス下端近傍に到達する砂はポンプに吸込まれるこ

とから，ベルマウス下端近傍に砂の堆積はない（添付資料 33 参照）。なお，

ベルマウス下端近傍に砂の堆積がないことから，ベルマウス下端と取水槽下

端のクリアランスへの影響はなく，砂の吸込みによる海水ポンプへの影響に

ついては，「(2) 混入した浮遊砂に対する機能保持」に示すとおり，基準津波
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襲来時の砂濃度を上回る濃度において，実機海水ポンプを用いた試験により

海水ポンプが機能を保持することを確認している。 

 

 以上より，基準津波による砂移動・堆積により取水口及び取水路が閉塞する

可能性はないと考えられ，これより，基準津波による砂移動・堆積に対して非

常用海水冷却系（原子炉補機海水系及び高圧炉心スプレイ補機海水系）に必要

な取水口及び取水路の通水性は確保できるものと評価する。 

なお，基準津波による砂の移動・堆積の数値シミュレーションによる評価は

「島根原子力発電所における津波評価」（参考資料 1）及び添付資料 12 において

説明する。 

 

第 2.5-2 図 取水口断面図 

(H.W.L)T.P.+0.58m 
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海水ポンプ吸込みエリア床面

海水ポンプ

除じん機 取水管

EL+15.0m

EL+8.8m

EL-9.80m
EL-7.30m

 
（断面図） 

 

（平面図） 

 

 

 

第 2.5-3 図 取水槽点検（C水路）における堆積状況確認結果 
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第 2.5-1 表(1) 津波による砂移動数値シミュレーションの手法及び計算条件 

 

Z ：水深変化量(m) t ：時間(s) x ：平面座標

Q ：単位幅,単位時間当たりの掃流砂量 (m3/s/m) τ＊ ：シールズ数

σ ：砂の密度(=2.76g/cm3，自社調査結果より) s ：=σ／ρ－1

d ：砂の粒径(=0.3mm，自社調査結果より) g ：重力加速度(m/s2)

U ：流速(m/s) D ：全水深(m) ρ ：海水の密度(=1.03g/cm3，国立天文台編(2017)より)
λ ：空隙率（=0.4，藤井ほか(1998)より） M ：単位幅あたりの流量(m2/s)

n ：Manningの粗度係数（=0.03m-1/3s，土木学会(2002)より）

α ：局所的な外力のみに移動を支配される成分が全流砂量に占める比率（=0.1，藤井ほか(1998)より）

w ：土粒子の沈降速度（Rubey式より算出 ）(m/s) z0 ：粗度高さ（=ks/30）(m)

kz ：鉛直拡散係数（=0.2κu＊h ，藤井ほか(1998)より）(m2/s) ks ：相当粗度(=(7.66ng1/2)6)(m)

κ ：カルマン定数（=0.4，藤井ほか(1998)より） h ：水深(m)

C，Cb ：浮遊砂濃度，底面浮遊砂濃度（藤井ほか(1998)より浮遊砂濃度から算出）(kg/m3)

Cs ：浮遊砂体積濃度

log-wake則：対数則 にwake関数（藤井ほか(1998)より）を付加した式

藤井ほか(1998)の手法 高橋ほか(1999)の手法

地盤高の連続式

浮遊砂濃度連続式

流砂量式
小林ほか(1996)の実験式 高橋ほか(1999)の実験式

巻き上げ量の算定式

沈降量の算定式

摩擦速度の計算式 log-wake則を鉛直方向に積分した式より算出

マニング則より算出

  1ln 0*  zhUu 

 
 

 

第 2.5-1 表(2) 取水口及び取水槽底面の砂の堆積高さ 

基準津波 

取水口 

原子炉補機海水ポンプ 

及び 

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ 

砂の堆積高

さの最大(m) 

海底面から取

水口呑口下端

までの高さ(m) 

砂の堆積高 

さの最大(m) 

取水槽底面から 

ポンプ下端まで 

の高さ(m) 

基準津波１ 0.02 
5.5 

0.001 未満※ 
0.5 

基準津波４ 0.001 未満 0.001 未満 

※：大津波警報時の循環水ポンプ停止運用を考慮した値 
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 (2) 混入した浮遊砂に対する機能保持 

 基準津波による浮遊砂については,スクリーン等で除去することが困難なた

め,海水ポンプそのものが運転時の砂の混入に対して軸固着等をすることがな

く機能保持できる設計であることを,以下のとおり確認した。 

 発電所周辺海域での底質土砂を分析した結果，発電所沿岸域のほとんどが岩，

礫及び砂礫で構成されており，沖合域の海底地質は砂が分布している。砂の粒

径については，各調査地点の 50%透過質量百分率粒径のうち，最も細かい粒径と

なる 0.3mm を評価に用いる砂の粒径とする（添付資料 13）。 

 原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプで取水した浮遊

砂を含む多くの海水は，揚水管内側流路を通過するが，一部の海水はポンプ軸

受の潤滑水として軸受摺動面に流入する構造である（第 2.5-4 図）。 

主軸外径と軸受内径の差である摺動面隙間（原子炉補機海水ポンプ：約 1.58mm

（許容最大），高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ：約 1.41mm（許容最大））に対

し，これより粒径の小さい砂分が混入した場合は海水とともに摺動面を通過す

るか，または主軸の回転によって異物逃がし溝（原子炉補機海水ポンプ：約 3.5mm，

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ：約 3.5mm)に導かれ連続排出される（第 2.5-4

図）。 

一方，摺動面隙間より粒径が大きい 2.0mm 以上の礫分は浮遊し難いものであ

ることに加え，砂移動に伴う取水槽の砂の最大堆積厚さは，0.001m 未満であっ

たことから，摺動面の隙間から混入することは考えにくいが，万が一，摺動面

に混入したとしても回転軸の微小なずれから発生する主軸振れ回り（歳差運動）

により，粉砕もしくは排砂機能により摺動面を伝って異物逃がし溝に導かれ排

出されることから，軸受摺動面や異物逃がし溝が閉塞することによるポンプ軸

固着への影響はない。 

また，基準津波襲来時を想定した取水路における砂移動解析を実施した結果，

取水槽地点における浮遊砂濃度は 0.25×10-3wt%（基準津波１（防波堤有り，循

環水ポンプ停止））であった。 

基準津波襲来時の浮遊砂による軸受摩耗への影響については，取水槽位置の

砂濃度を包絡する砂濃度において海水ポンプを用いた試験を実施し，基準津波

襲来時の浮遊砂による軸受摩耗への影響がないことを確認した（添付資料 14）。 

以上により，基準津波の襲来に伴う浮遊砂による海水ポンプ軸受への影響は

なく，海水ポンプの取水機能は保持できるものと評価する。 

 

 

 

 

 

5条-別添1-Ⅱ-2-81

39



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.5-4 図 海水ポンプ軸受構造図 
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また，原子炉補機海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプの揚水管内

側流路を通過し，原子炉補機海水系及び高圧炉心スプレイ補機海水系の系統に混

入した微小な浮遊砂は，海水系ストレーナを通過し熱交換器を経て放水槽へ排出

されるが，ストレーナ通過後の最小流路幅（各熱交換器の伝熱管内径）は原子炉

補機海水系で約 19.7mm，高圧炉心スプレイ補機海水系で約 16.5mm であり，砂の

粒径約 0.3mm に対し十分に大きいことから閉塞の可能性はないと考えられ，原子

炉補機海水系及び高圧炉心スプレイ補機海水系の取水機能は維持可能である（第

2.5-5 図）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.5-5 図 系統概略図（原子炉補機海水系の例） 

 

 

 

原子炉補機冷却水 

熱交換器 

（伝熱管内径 約 19.7mm） 

RSW ポンプ 

放水槽へ 

原子炉補機 

海水ストレーナ 

（7mm メッシュ） 
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4.2 浸水防止設備の設計 

【規制基準における要求事項等】 

浸水防止設備については，浸水想定範囲における浸水時及び冠水後の波圧等に

対する耐性等を評価し，越流時の耐性にも配慮した上で，入力津波に対して浸水

防止機能が十分に保持できるよう設計すること。 

【検討方針】 

浸水防止設備（屋外排水路逆止弁，防水壁，水密扉，床ドレン逆止弁，隔離弁，

ポンプ・配管及び貫通部止水処置）については，基準地震動Ssによる地震力に対

して浸水防止機能が十分に保持できるよう設計する。また，浸水時の波圧等に対

する耐性等を評価し，越流時の耐性にも配慮した上で，入力津波に対して浸水防

止機能が十分に保持できるよう設計する。 

【検討結果】 

浸水防止設備としては，「2.2 敷地への浸水防止（外郭防護１）」及び「2.3 

漏水による重要な安全機能への影響防止（外郭防護２）」に示したとおり，設計

基準対象施設の津波防護対象設備を内包する建物及び区画に津波を地上部から到

達，流入させないよう，また，取水槽，放水槽等の経路から津波が流入及び漏水

することがないよう，屋外排水路逆止弁，防水壁，水密扉及び床ドレン逆止弁を

設置し，貫通部止水処置を実施する。 

また，「2.4 重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護）」に示したとお

り安全側に想定した浸水範囲に対して，浸水防護重点化範囲内が浸水することが

ないよう，浸水防護重点化範囲の境界にある扉，開口部，貫通口等に，防水壁，

水密扉，床ドレン逆止弁及び隔離弁を設置し，貫通部止水処置を実施する。さら

に，浸水防護重点化範囲内に設置する海域に接続する低耐震クラスのポンプ・配

管のうち，破損した場合に津波の流入経路となるポンプ・配管については，基準

地震動Ssによる地震力に対してバウンダリ機能を保持する設計とする。 

浸水防止設備の種類と設置位置を整理し，第4.2-1表に示す。各浸水防止設備

の設計方針を以下に示す。 

5条-別添1-Ⅱ-4-14

42



 

第4.2-1表 浸水防止設備の種類と設置位置 

種類 設置位置 
箇所数 

（参考） 

外郭防護に 

係る浸水 

防止設備 

屋外排水路逆止弁 屋外排水路 一式 

防水壁 取水槽除じん機エリア １ 

水密扉 取水槽除じん機エリア ３ 

貫通部止水処置 取水槽除じん機エリア 一式 

床ドレン逆止弁 取水槽 一式 

内郭防護に 

係る浸水 

防止設備 

防水壁 

タービン建物（復水器を設置するエリア）と

タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置す

るエリア）との境界 

１ 

水密扉 ５ 

床ドレン逆止弁 一式 

隔離弁 

電動弁 
取水路とタービン建物（耐震Ｓクラスの設備

を設置するエリア）との境界 
４ 

逆止弁 
放水路とタービン建物（耐震Ｓクラスの設備

を設置するエリア）との境界 
２ 

ポンプ・配管 

取水槽海水ポンプエリア，取水槽循環水ポン

プエリア及びタービン建物（耐震Ｓクラスの

設備を設置するエリア） 

一式 

貫通部止水処置 

タービン建物（復水器を設置するエリア）と

原子炉建物，タービン建物（耐震Ｓクラスの

設備を設置するエリア）及び取水槽循環水ポ

ンプエリアとの境界 

一式 
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4.2.1 土木・建築構造物 

(１) 屋外排水路逆止弁 

施設護岸における入力津波高さに対して，屋外排水路出口からの敷地への

津波の到達，流入を防止するため，屋外排水路出口の排水桝に屋外排水路逆

止弁を設置する。 

 

屋外排水路逆止弁は津波荷重や地震荷重等に対して浸水防止機能が十分に

保持できるよう以下の方針により設計する。 

 

a. 構造 

屋外排水路逆止弁は，板材，補強材等の鋼製部材により構成し，排水桝に

固定する。 

屋外排水路逆止弁の位置図を第4.2-1図に，配置図を第4.2-2図に，構造例

を第4.2-3図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第4.2-1図 屋外排水路逆止弁位置図 

  

 PN
：屋外排水路逆止弁 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

⑦ 

⑨ 
⑩ ⑪ 

⑫ 

⑬ 

8-1 

8-2 

※第 4.2-6 図参照 
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平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面図（Ａ－Ａ断面） 

 

第4.2-2図 屋外排水路逆止弁⑥配置図 

 

  

Ａ 

Ａ 

屋外排水路逆止弁⑥ 

屋外排水路逆止弁⑥ 

防波壁 
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第4.2-3図 屋外排水路逆止弁構造例 

 

b. 荷重組合せ 

屋外排水路逆止弁の設計においては，以下のとおり，常時荷重，地震荷重

及び津波荷重を適切に組合せて設計を行う。 

・常時荷重＋地震荷重 

・常時荷重＋津波荷重 

・常時荷重＋津波荷重＋余震荷重 

また，設計に当たっては，その他自然現象との組合せを適切に考慮する

（添付資料20参照）。 

c. 荷重の設定 

屋外排水路逆止弁の設計において考慮する荷重は，以下のように設定する。 

(a) 常時荷重 

自重等を考慮する。 

(b) 地震荷重 

基準地震動Ssを考慮する。 

(c) 津波荷重 

設置位置における，入力津波高さに基づき算定される水圧を考慮する。 

(d) 余震荷重 

余震による地震動について検討し，余震荷重を設定する。具体的には

余震による地震動として弾性設計用地震動Sdを適用し,これによる荷重

を余震荷重として設定する。適用に当たっての考え方を添付資料22に示

す。 

d. 許容限界 

浸水防止機能に対する機能保持限界として，地震後，津波後の使用性や，

津波の繰り返し作用を想定し，当該構造物全体の変形能力に対して十分な余

裕を有するよう，構成する部材が弾性域内に収まることを確認する。 

なお，止水性能については耐圧・漏水試験で確認する。 

正面図 断面図 
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(２) 防水壁 

a. 除じん機エリア防水壁 

除じん機エリアに設置する防水壁は，２号炉取水槽での入力津波高さに対し

て，取水路から敷地への津波の到達，流入を防止し，津波防護対象設備が機能

喪失しないようにするために２号炉取水槽に設置するものであり，入力津波高

さに対して十分な高さを確保している。 

除じん機エリア防水壁は津波荷重や地震荷重に対して津波防護機能が十分に

保持できるように以下の方針により設計する。（詳細な設計方針及び構造成立

性の見通しについては，添付資料30参照） 

 

(a) 構造 

除じん機エリア防水壁は鋼製壁で構成し，基礎ボルトにより取水槽躯体に

固定する。 

除じん機エリア防水壁の配置図を第 4.2-4 図に，構造図を第 4.2-5 図に示

す。 

 

 

第4.2-4図 除じん機エリア防水壁配置図 

除じん機エリア防水壁 

循環水ポンプ EL 8.8m

EL 8.5m

EL 1.1m海水ポンプ

EL 4.0m

EL 0.4m

EL 11.3m

：除じん機エリア防水壁

：除じん機エリア水密扉

：取水槽床ドレン逆止弁

：貫通部止水処置

除じん機エリア防水壁 
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第4.2-5図 除じん機エリア防水壁構造図 

 

(b) 荷重組合せ 

除じん機エリア防水壁は防波壁内側の敷地にある２号炉取水槽の天端に設

置するものであることから，設計においてはその設置状況を考慮し，以下に

示す常時荷重，地震荷重，津波荷重の組合せを考慮する。 

・常時荷重＋地震荷重 

・常時荷重＋津波荷重 

また，設計に当たっては，その他自然現象との組合せを適切に考慮する

（添付資料20参照）。 

 

(c) 荷重の設定 

除じん機エリア防水壁の設計において考慮する荷重は，以下のように設定

する。 

ⅰ 常時荷重 

自重等を考慮する。 

ⅱ 地震荷重 

基準地震動Ssを考慮する。 

ⅲ 津波荷重 

設置位置における，入力津波高さに基づき算定される水圧を考慮する。 

ⅳ 余震荷重 

海域活断層に想定される地震による津波の影響を受けないため，余震荷

重を考慮しない。 

  

  

正面図 断面図 
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(d). 許容限界 

津波防護機能に対する機能保持限界として，地震後，津波後の使用性や，津

波の繰り返し作用を想定し，当該構造物全体の変形能力に対して十分な余裕を

有するよう，構成する部材が弾性域内に収まることを基本として，津波防護機

能を保持していることを確認する。 

 

 b. 復水器エリア防水壁 

「2.4 重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護）」に示す津波による

溢水を考慮した浸水範囲，浸水量を安全側に想定した際に，浸水防護重点化範

囲であるタービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）への浸水を防

止するため，タービン建物（復水器を設置するエリア）とタービン建物（耐震

Ｓクラスの設備を設置するエリア）の境界に復水器エリア防水壁を設置する。 

復水器エリア防水壁の設置位置を第 4.2-6 図に示す。 

復水器エリア防水壁は津波荷重や地震荷重に対して浸水防止機能が十分に保

持できるように以下の方針により設計する。 

 

(a) 構造 

復水器エリア防水壁は鋼製壁で構成し，アンカーボルトによりタービン建物

躯体に固定する。 

 

(b) 荷重組合せ 

復水器エリア防水壁の設計においては，以下のとおり，常時荷重，地震荷重，

津波荷重及び余震荷重を適切に組合せて設計を行う。 

・常時荷重＋地震荷重 

・常時荷重＋津波荷重 

・常時荷重＋津波荷重＋余震荷重 

なお，復水器エリア防水壁は，建物内に設置することから，その他自然現象

の影響が及ばないため，その他自然現象による荷重との組合せは考慮しない。

（添付資料20参照）。 

 

(c) 荷重の設定 

復水器エリア防水壁の設計において考慮する荷重は，以下のように設定する。 

ⅰ 常時荷重 

自重等を考慮する。 

ⅱ 地震荷重 

基準地震動Ssを考慮する。 

ⅲ 津波荷重 

設置位置における，入力津波高さに基づき算定される水圧を考慮する。 

ⅳ 余震荷重 
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余震による地震動について検討し，余震荷重を設定する。具体的には，

余震による地震動として弾性設計用地震動Sdを適用し，これによる荷重を

余震荷重として設定する。適用にあたっての考え方を添付資料22に示す。 

 

(d) 許容限界 

浸水防止機能に対する機能保持限界として，地震後，津波後の使用性や，津

波の繰り返し作用を想定し，当該構造物全体の変形能力に対して十分な余裕を

有するよう，構成する部材が弾性域内に収まることを基本として，浸水防止機

能を保持していることを確認する。なお，止水性能については，耐圧・漏水試

験で確認する。 

 

 

第4.2-6図 復水器エリア防水壁 設置位置 

 

  

 (３)水密扉 

a. 除じん機エリア水密扉 

除じん機エリア水密扉は，２号炉取水槽での入力津波高さに対して，敷地

への津波の到達，流入を防止するため，２号炉取水槽に設置するものであり，

入力津波高さに対して十分な高さを確保している。 
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除じん機エリア水密扉は津波荷重や地震荷重等に対して浸水防止機能が十

分に保持できるように以下の方針により設計する。（詳細な設計方針及び構

造成立性の見通しについては，添付資料30参照） 

なお，水密扉の運用管理については添付資料23に示す。 

 

(a) 構造 

除じん機エリア水密扉は鋼製部材により構成し，扉枠は基礎ボルトにより

取水槽躯体に固定する。また，扉体又は扉枠に止水ゴム等を取り付けること

で浸水を防止する構造とする。 

除じん機エリア水密扉の配置図を第4.2-7図に，構造例を第4.2-8図に示す。 

 

 

 

 

第4.2-7図 除じん機エリア水密扉配置図 

除じん機エリア水密扉 

除じん機エリア水密扉 

循環水ポンプ EL 8.8m

EL 8.5m

EL 1.1m海水ポンプ

EL 4.0m

EL 0.4m

EL 11.3m

：除じん機エリア防水壁

：除じん機エリア水密扉

：取水槽床ドレン逆止弁

：貫通部止水処置

除じん機エリア水密扉 
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第4.2-8図 除じん機エリア水密扉構造例 

 

(b) 荷重組合せ 

除じん機エリア水密扉の設計においては，以下のとおり，常時荷重，地震

荷重及び津波荷重を適切に組合せて設計を行う。 

・常時荷重＋地震荷重 

・常時荷重＋津波荷重 

また，設計に当たっては，その他自然現象との組合せを適切に考慮する

（添付資料20参照）。 

 

(c) 荷重の設定 

除じん機エリア水密扉の設計において考慮する荷重は，以下のように設定

する。 

ⅰ 常時荷重 

自重等を考慮する。 

ⅱ 地震荷重 

基準地震動Ssを考慮する。 

ⅲ 津波荷重 

設置位置における，入力津波高さに基づき算定される水圧を考慮する。 

ⅳ 余震荷重 

海域活断層に想定される地震による津波の影響を受けないため，余震荷

重を考慮しない。 

 

正面図 断面図 

平面図 
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(d) 許容限界 

浸水防止機能に対する機能保持限界として，地震後，津波後の使用性や，

津波の繰り返し作用を想定し，当該構造物全体の変形能力に対して十分な余

裕を有するよう，構成する部材が弾性域内に収まることを確認する。 

なお，止水性能については耐圧・漏水試験で確認する。 

 

 b. 復水器エリア水密扉 

「2.4 重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護）」に示す津波による

溢水を考慮した浸水範囲，浸水量を安全側に想定した際に，浸水防護重点化範

囲であるタービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）への浸水を防

止するため，タービン建物（復水器を設置するエリア）とタービン建物（耐震

Ｓクラスの設備を設置するエリア）の境界に復水器エリア水密扉を設置する。 

復水器エリア水密扉の設置位置を第 4.2-9 図に示す。 

復水器エリア水密扉は津波荷重や地震荷重に対して浸水防止機能が十分に保

持できるように以下の方針により設計する。なお，水密扉の運用管理について

は，添付資料23に示す。 

 

(a) 構造 

復水器エリア水密扉は板材，補強材，扉枠等の鋼製部材により構成し，扉

枠はアンカーボルトにより建物躯体等に固定する。また，扉枠にパッキンを

取りつけることで浸水を防止する構造とする。水密扉の構造例を第 4.2-10 図

に示す。 
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第4.2-9図 復水器エリア水密扉 設置位置 

 
第4.2-10図 水密扉の構造例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

タービン建物（復水器を設置するエリア） 

凡例 

   ：浸水範囲 

   ：復水器エリア防水壁 

   ：貫通部止水処置 

   ：水密扉 

復水器 
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(b) 荷重組合せ 

復水器エリア水密扉の設計においては，以下のとおり，常時荷重，地震荷重，

津波荷重及び余震荷重を適切に組合せて設計を行う。 

 

・常時荷重＋地震荷重 

・常時荷重＋津波荷重 

・常時荷重＋津波荷重＋余震荷重 

なお，復水器エリア水密扉は，建物内に設置することから，その他自然現象

の影響が及ばないため，その他自然現象による荷重との組合せは考慮しない。

（添付資料20参照）。 

 

(c) 荷重の設定 

復水器エリア水密扉の設計において考慮する荷重は，以下のように設定する。

ⅰ 常時荷重 

自重等を考慮する。 

ⅱ 地震荷重 

基準地震動Ssを考慮する。 

ⅲ 津波荷重 

設置位置における，入力津波高さに基づき算定される水圧を考慮する。 

ⅳ 余震荷重 

余震による地震動について検討し，余震荷重を設定する。具体的には，

余震による地震動として弾性設計用地震動Sdを適用し，これによる荷重

を余震荷重として設定する。適用にあたっての考え方を添付資料22に示

す。 

 

(d) 許容限界 

浸水防止機能に対する機能保持限界として，地震後，津波後の使用性や，津

波の繰り返し作用を想定し，当該構造物全体の変形能力に対して十分な余裕を

有するよう，構成する部材が弾性域内に収まることを基本として，浸水防止機

能を保持していることを確認する。なお，止水性能については耐圧・漏水試験

で確認する。 

 

(４) 床ドレン逆止弁 

津波防護対象設備を設置する区画である取水槽の床面高さEL1.1mに対し，

取水槽の入力津波高さがEL10.5mであることから，取水槽海水ポンプエリア

及び循環水ポンプエリアへの津波の流入を防止するため，浸水防止設備とし

て逆止弁を設置する。 

また，「2.4 重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護）」に示す津

波による溢水を考慮した浸水範囲，浸水量を安全側に想定した際に，浸水防
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護重点化範囲であるタービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）

への浸水を防止するため，浸水防護重点化範囲への浸水経路，浸水口となり

得る床ドレンライン部に対して，浸水防止設備として逆止弁を設置する。 

床ドレン逆止弁の設計においては，以下のとおり，常時荷重，地震荷重，

津波荷重及び余震荷重を適切に組合せて設計を行う。 

・常時荷重＋地震荷重 

・常時荷重＋津波荷重 

・常時荷重＋津波荷重＋余震荷重 

また，設計にあたっては，その他自然現象との組合せを適切に考慮する

（添付資料20参照）。 

 

床ドレン逆止弁の設計において考慮する荷重は，以下のように設定する。 

ⅰ 常時荷重 

自重等を考慮する。 

ⅱ 地震荷重 

基準地震動Ssを考慮する。 

ⅲ 津波荷重 

設置位置における，入力津波高さに基づき算定される水圧を考慮する。 

ⅳ 余震荷重 

余震による地震動について検討し，余震荷重を設定する。具体的には，

余震による地震動として弾性設計用地震動Sdを適用し，これによる荷重

を余震荷重として設定する。適用にあたっての考え方を添付資料22に示

す。 

 

  また，上記荷重の組合せに対して，床ドレン逆止弁の浸水防止機能が十分

に保持できるよう，それぞれ以下の方針により設計する。 

 

 a. 構造 

床ドレン逆止弁は，鋼製の構造物であり，フロートが水の浮力により上昇

し，開口部を閉鎖することで津波の流入を防止する構造とする。 

構造例を第4.2-11図に示す。 
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第4.2-11図 床ドレン逆止弁の構造の例 

b. 耐圧性及び水密性

床ドレン逆止弁は，床面下部からの流入に対してフロートが押し上げられ，

弁座に密着することで漏水を防止する。 

また，溢水時には溢水を当該エリア外へ排出する。逆止弁が十分な水密性を

もっていることを試験で確認する。試験概要を第4.2-12図に示す。 

第 4.2-12 図 逆止弁の試験概要 

c. 耐震性

基準地震動Ssに対して，浸水防止機能が保持できることを評価または加振試

験により確認する。 

加振試験の例を第4.2-13図に示す。 
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第 4.2-13 図 加振試験例（逆止弁） 

 

  

■加振試験条件 

・水平方向振動周波数：20Hz 

・水 平 方 向 加 速 度：6.0G 

・鉛直方向振動周波数：20Hz 

・鉛 直 方 向 加 速 度：6.0G 

・加 振 時 間：５分間 
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4.2.2 機器・配管等の設備 

（１）隔離弁 

 a.電動弁 

  「2.4 重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護）」に示す地震によ

る配管損傷後に，浸水防護重点化範囲への浸水経路となり得るタービン補機

海水ポンプ出口に電動弁（以下「タービン補機海水ポンプ出口弁」という。）

を設置する。電動弁は，インターロックの動作による自動閉とし，インター

ロックに係る設備は，浸水防護重点化範囲（耐震Sクラスの設備を内包する建

物）への津波の流入を防止する重要な設備であり，津波襲来前に確実に閉止

するため，多重化・多様化を図る。 

  タービン補機海水ポンプ出口弁は津波荷重や地震荷重に対して浸水防止機

能が十分に保持できるように以下の方針により設計する。 

 

(a) 構造 

 タービン補機海水ポンプ出口弁は，当該配管損傷後，取水路から浸水防護

重点化範囲であるタービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）に

津波が浸水することを防止するため，タービン補機海水ポンプ出口に設置す

る。設置位置を第4.2-14図に示す。 

  

  
第4.2-14図 タービン補機海水ポンプ出口弁 設置位置 

 

：ＴＳＷポンプ出口弁
：配管（点線部は埋設配管を示す）

R

H

T

C

Ｊ

：原子炉補機海水ポンプ
：高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ
：タービン補機海水ポンプ
：循環水ポンプ
：除じんポンプ
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(b) 荷重組合せ 

タービン補機海水ポンプ出口弁の設計においては，以下のとおり，常時荷重，

地震荷重，津波荷重及び余震荷重を適切に組合せて設計を行う。 

・常時荷重＋地震荷重 

・常時荷重＋津波荷重 

・常時荷重＋津波荷重＋余震荷重 

また，設計に当たっては，その他自然現象との組合せを適切に考慮する

（添付資料20参照）。 

 

(c) 荷重の設定 

タービン補機海水ポンプ出口弁の設計において考慮する荷重は，以下のとお

り設定する。 

ⅰ 常時荷重 

自重等を考慮する。 

ⅱ 地震荷重 

基準地震動Ssを考慮する。 

ⅲ 津波荷重 

設置位置における，入力津波高さに基づき算定される水圧を考慮する。 

ⅳ 余震荷重 

余震による地震動について検討し，余震荷重を設定する。具体的には

余震による地震動として弾性設計用地震動Sdを適用し,これによる荷重

を余震荷重として設定する。適用に当たっての考え方を添付資料22に示

す。 

 

(d) 許容限界 

地震荷重に対しては，浸水防止機能に対する機能保持限界として，地震後の

使用性を考慮し，当該設備全体の変形能力に対して十分な裕度を有するよう，

塑性ひずみが生じる場合であってもその量が小さなレベルにとどまることを基

本とし，浸水防止機能を保持していることを確認する。 

津波荷重（余震荷重含む）に対しては，浸水防止機能に対する機能保持限界

として，津波後の使用性や，津波の繰返し作用を想定し，止水性の面も踏まえ

ることにより，当該設備全体の変形能力に対して十分な余裕を有するよう，各

施設・設備を構成する材料が弾性域内に収まることを基本とし，浸水防止機能

を保持していることを確認する。なお，止水性能については耐圧・漏水試験で

確認する。 

 

 b.逆止弁 

  「2.4 重量な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護）」に示す地震によ

る配管損傷後に，浸水防護重点化範囲への浸水経路となり得るタービン補機
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系放水配管及び液体廃棄物処理系配管に浸水防止設備として逆止弁を設置す

る。 

タービン補機系放水配管及び液体廃棄物処理系配管逆止弁は津波荷重や地

震荷重に対して浸水防止機能が十分に保持できるように以下の方針により設

計する。 

 

(a) 構造 

 タービン補機系放水配管及び液体廃棄物処理系配管逆止弁は，当該配管損

傷後，放水路から浸水防護重点化範囲であるタービン建物（耐震Ｓクラスの

設備を設置するエリア）に津波が浸水することを防止するため，タービン補

機海水系放水配管及び液体廃棄物処理系配管に設置する。設置位置を第4.2-1

5図に示す。 

 

 

 

 

 

第4.2-15図 タービン補機海水系放水配管逆止弁及び液体廃棄物処理系配管逆

止弁 設置位置 

 

(b) 荷重組合せ 

 タービン補機海水系放水配管及び液体廃棄物処理系配管逆止弁の設計にお

いては，以下のとおり，常時荷重，地震荷重，津波荷重及び余震荷重を適切

に組合せて設計を行う。 

：逆止弁
：原子炉補機海水系放水配管
：タービン補機海水系配管
：液体廃棄物処理系排水配管

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

放水槽
タービン建物

原子炉建物

原子炉建物へ

原子炉建物より

原子炉建物より

復
水
器

TCW熱交
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・常時荷重＋地震荷重 

・常時荷重＋津波荷重 

・常時荷重＋津波荷重＋余震荷重 

また，設計に当たっては，その他自然現象との組合せを適切に考慮する

（添付資料20参照）。 

 

(c) 荷重の設定 

 タービン補機海水系放水配管及び液体廃棄物処理系配管逆止弁の設計にお

いて考慮する荷重は，以下のとおり設定する。 

 

ⅰ 常時荷重 

自重等を考慮する。 

ⅱ 地震荷重 

基準地震動Ssを考慮する。 

ⅲ 津波荷重 

設置位置における，入力津波高さに基づき算定される水圧を考慮する。 

ⅳ 余震荷重 

余震による地震動について検討し，余震荷重を設定する。具体的には

余震による地震動として弾性設計用地震動Sdを適用し,これによる荷重

を余震荷重として設定する。適用に当たっての考え方を添付資料22に示

す。 

 

(d)  許容限界 

地震荷重に対しては，浸水防止機能に対する機能保持限界として，地震後の

使用性を考慮し，塑性ひずみが生じる場合であってもその量が小さなレベルに

とどまることを基本とし，浸水防止機能を保持していることを確認する。 

津波荷重（余震荷重含む）に対しては，浸水防止機能に対する機能保持限界

として，津波後の使用性や，津波の繰返し作用を想定し，止水性の面も踏まえ

ることにより，当該設備全体の変形能力に対して十分な余裕を有するよう，各

施設・設備を構成する材料が弾性域内に収まることを基本とし，浸水防止機能

を保持していることを確認する。なお，止水性能については耐圧・漏水試験で

確認する。 

 

（２）ポンプ・配管 

「2.4 重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護）」に示す地震による

配管損傷後に，浸水防護重点化範囲への浸水経路となり得る循環水ポンプ及び

配管，タービン補機海水ポンプ及び配管，除じんポンプ及び配管，原子炉補機

海水配管（放水配管）及び高圧炉心スプレイ補機海水配管（放水配管）につい
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て，基準地震動Ｓｓによる地震力に対してバウンダリ機能を保持する設計とす

る。 

  

(a) 荷重組合せ 

 ポンプ・配管においては，以下のとおり，常時荷重，地震荷重，津波荷重

及び余震荷重を適切に組合せて設計を行う。 

・常時荷重＋地震荷重 

・常時荷重＋津波荷重 

・常時荷重＋津波荷重＋余震荷重 

また，設計に当たっては，その他自然現象との組合せを適切に考慮する

（添付資料20参照）。 

 

(b) 荷重の設定 

 ポンプ・配管の設計において考慮する荷重は，以下のとおり設定する。 

 

ⅰ 常時荷重 

自重等を考慮する。 

ⅱ 地震荷重 

基準地震動Ssを考慮する。 

ⅲ 津波荷重 

設置位置における，入力津波高さに基づき算定される水圧を考慮する。 

ⅳ 余震荷重 

余震による地震動について検討し，余震荷重を設定する。具体的には余

震による地震動として弾性設計用地震動Sdを適用し,これによる荷重を余

震荷重として設定する。適用に当たっての考え方を添付資料22に示す。 

 

(c)  許容限界 

地震荷重に対しては，浸水防止機能に対する機能保持限界として，地震後の

使用性を考慮し，塑性ひずみが生じる場合であってもその量が小さなレベルに

とどまることを基本とし，浸水防止機能を保持していることを確認する。 

津波荷重（余震荷重含む）に対しては，浸水防止機能に対する機能保持限界

として，津波後の使用性や，津波の繰返し作用を想定し，止水性の面も踏まえ

ることにより，当該設備全体の変形能力に対して十分な余裕を有するよう，各

施設・設備を構成する材料が弾性域内に収まることを基本とし，浸水防止機能

を保持していることを確認する。なお，止水性能については耐圧・漏水試験で

確認する。 
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(３) 貫通部止水処置 

２号炉取水槽での入力津波高さに対して，敷地への津波の到達，流入を防

止するため，津波防護対象設備を設置する区画への浸水経路，浸水口となり

得る貫通口部等に対して，浸水防止設備として貫通部止水処置を実施する。 

また，「2.4重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護）」に示す浸

水防護重点化範囲への浸水経路，浸水口となり得る貫通口部等に対して，浸

水防止設備として貫通部止水処置を実施する。貫通部止水処置の実施範囲及

び実施例は添付資料11に示す。 

   

貫通部止水処置は，第4.2-2表に示す充てん構造（シリコン），ブーツ構

造（ラバーブーツ），及び充てん構造（モルタル）に分類でき，貫通部の形

状等に応じて適切な止水構造を選択し実施する。 

これらの止水処置の設計においては，以下に示すとおり，常時荷重，地震

荷重，津波荷重及び余震荷重を適切に組合せて設計を行う。 

・常時荷重＋地震荷重 

・常時荷重＋津波荷重 

・常時荷重＋津波荷重＋余震荷重 

また，設計に当たっては，その他自然現象との組合せを適切に考慮する。

（添付資料20参照） 

 

ここで，貫通部止水処置の設計において考慮する荷重は，以下のように設

定する。 

(a)常時荷重 

自重等を考慮する。 

(b)地震荷重 

基準地震動Ssを考慮する。 

(c)津波荷重 

設置位置における，入力津波高さに基づき算定される水圧を考慮する。 

(d)余震荷重 

余震による地震動について検討し，余震荷重を設定する。具体的には

余震による地震動として弾性設計用地震動Sdを適用し，これによる荷重

を余震荷重として設定する。適用に当たっての考え方を添付資料22に示

す。 

また，上記荷重の組合せに対して，各止水構造の浸水防止機能が十分

に保持できるよう，それぞれ以下の方針により設計する。 
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第 4.2-2 表 止水構造 

貫通物 止水処理 
施工内容 

説明 
断面図 写真 

低温配管 

モルタル 

 
 
 
 
 
 

 
貫通スリーブ

と配管の間に

モルタルを充

填する 

シリコン 

 
 

 
 
 
 

 
貫通スリーブ

と配管の間に

シリコンを充

填する 

高温配管 
ラバー 

ブーツ 

 
 
 
 
 
 

 
貫通スリーブ

と配管にラバ

ーブーツの端

部を固定する 

ケーブル 

トレイ 

シリコン 

 
 
 
 
 
 

 貫通スリーブ

とケーブルト

レイの間，ケ

ーブルトレイ

内にシリコン

を充填する 

電線管 

 
 
 
 
 

 

 
電線管が接続

するプルボッ

クス内にシリ

コンを充填す

る 

 

 

a. 充てん構造（シリコン） 

 

(a) 構造 

充てん構造（シリコン）は貫通口と貫通物の間の隙間に，鋼板による補強

板を設けた上でシリコンを充てんすることにより止水する構造である。 

本構造の概要を第4.2-16図に示す。 

 

 

壁 モルタル 

保温 

配管 

貫通スリーブ 

壁 

保温 

シリコン 

貫通スリーブ 

配管 

ラバーブーツ 

配管 

貫通スリーブ 

保温 

壁 

シリコン 

電線管 

ダム材 

貫通スリーブ 

シリコン 

ケーブルトレイ 

壁 

壁 
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第4.2-16図 充てん構造（シリコン）の概要 

 

(b) 水密性 

耐圧性は補強板及びシリコンが担い，シリコンにより水密性を確保するこ

とを基本としており，設置箇所で想定される浸水に対して，浸水防止機能が

保持できることを，実機を摸擬した耐圧・漏水試験により確認する。 

実機模擬試験の例を第4.2-17図に示す。 

 

 
【試験体寸法】 

スリーブ径［A］50,150,250 

施工幅[mm] 40,150 

【試験体数】 

    各組合せ6体  

【試験方法】 

試験装置に注水後，水により加圧 

試験圧力（0.11MPa），保持時間15分 

 

第 4.2-17 図 実機模擬試験例 
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(c) 耐震性 

シリコンは伸縮性に優れたシール材であり，配管の貫通部に適用するシー

ル材の耐震性を満足させるために，貫通部近傍に支持構造物を設置すること

としており，配管等の変位追従性に優れた構造となっていることから，地震

によりシリコンの健全性が損なわれることはない。 

 

b. ブーツ構造（ラバーブーツ） 

(a) 構造 

ブーツ構造（ラバーブーツ）はブーツと締付バンドにて構成され，高温配

管等の熱膨張変位及び地震時の変位を吸収できるよう伸縮性ゴムを用い，壁

面に溶接した取付用座と配管に締付バンドにて締結する。 

本構造の概要を第4.2-18図に示す。 

 

 

 

第4.2-18図 ブーツ構造の概要 

 

 

(b) 水密性 

伸縮性のあるシールカバーを貫通口と貫通物の隙間に設置することで，耐

圧性及び水密性を確保することを基本としており，設置箇所で想定される浸

水に対して，浸水防止機能が保持できることを，第4.2-19図に示す実機を模

擬した耐圧・漏水試験により確認する。 

実機模擬試験の例を第4.2-3表，第4.2-4表に示す。 
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【試験方法】 

ラバーブーツ内側・外側から水により加圧 

 

第4.2-19図 実機模擬試験例 

 

第4.2-3表 実機模擬試験（型式１） 

No. 
呼び寸法 水圧[MPa] 

配管径[A] スリーブ径[A] 内圧 外圧 

1 400 550 0.04 0.03 

2 80 250 0.03 0.02 

 

第4.2-4表 実機模擬試験（型式２） 

No. 
呼び寸法 水圧[MPa] 

配管径[A] スリーブ径[A] 内圧 外圧 

1 25 200 0.20 0.20 

2 350 650 0.20 0.20 

3 750 1000 0.20 - 

 

 

(c) 耐震性 

ラバーブーツについては，伸縮性ゴムを使用しており，配管等の変位追従

性に優れた構造となっていることから，地震によりラバーブーツの健全性が

損なわれることはない。 
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ｃ. 充てん構造（モルタル） 

(a) 構造 

モルタルは，貫通口と貫通物の間の隙間にモルタルを充てんすることによ

り止水する構造とし，充てん硬化後は，貫通部内面，配管等の外面と一定の

付着力によって結合される。 

本構造の概要を第4.2-20図に示す。 

 

 

第4.2-20図 充てん構造（モルタル）の概要 

 

(b) 水密性 

貫通部の止水処置として使用するモルタルについて，性能試験等により，

止水性能を確認した。 

貫通部の止水処置に用いるモルタルについては，以下のとおり静水圧に対

し十分な耐性を有していることを確認している。モルタルの評価概要を第

4.2-21図に示す。 

 

【検討条件】 

 ・スリーブ径：D［mm］ 

 ・モルタルの充填深さ：L［mm］ 

 ・配管径：d［mm］ 

 ・モルタル許容付着強度※：2.0［N/mm2］ 

 ・静水圧：0.2［N/mm2］（保守的に 20m 相当の静水圧を想定） 

 ※「鉄筋コンクリート構造計算基準・同解説 2010」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貫通物 
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第 4.2-21 図 モルタル評価概要図 

 

○評価方法 

① モルタル部分に作用する水圧荷重（P1） 

静水圧がモルタル部分に作用したときに生じる荷重は以下のとお

り。 

 

P1［N］＝0.2［N/mm2］×（π×（D2-d2）／4）［mm2］ 

 

② モルタルの許容付着荷重（P2） 

静水圧がモルタル部分に作用したときに，モルタルが耐える限界

の付着荷重は以下のとおり。 

 

P2［N］＝2.0［N/mm2］×（π×（D+d）×L）［mm2］ 

 

モルタルの付着強度は，付着面積及び充填深さに比例するため，ここ

では，保守的に貫通部に配管がない状態（d=0）を想定し評価を行った。 

 

 

 

静水圧に対して止水性能を確保するためには，P1≦P2 であるため，以

下のように整理できる。 

 

0.03×D［mm］≦ L［mm］ 
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上式より，モルタル施工個所が止水性能を発揮するためには，貫通スリー

ブ径の3％以上の充填深さが必要である。 

例えば400mmの貫通スリーブに対して，約12mm以上の充填深さが必要であ

るが，実機における対象貫通部の最小厚さ200mmに対し，モルタルは壁厚さ

と同程度の厚さで充填されていることを踏まえると，止水性能は十分に確保

できる。 

 

(c) 耐震性 

貫通口内に貫通部が存在する構造では，基準地震動Ssによりモルタル充て

ん部に発生する配管反力がモルタルの許容圧縮強度及び許容付着強度以下で

あることを確認する。 
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添付資料 10 

内郭防護において考慮する溢水の浸水範囲，浸水量について 

１．はじめに 

 「2.4 重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護）」では，規制基準に

おける要求事項「津波による溢水を考慮した浸水範囲，浸水量を安全側に想定

すること」に関し，審査ガイドに従い，２号炉で考慮すべき具体的な溢水事象

として以下の６事象を挙げている。（図１） 

a. タービン建物（復水器を設置するエリア）における溢水

b. タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）における溢水

c. 取水槽循環水ポンプエリアにおける溢水

d. 取水槽海水ポンプエリアにおける溢水

e. 屋外タンク等による屋外における溢水

f. 建物外周地下部における地下水位の上昇

原子炉建物
タービン建物

屋外タンク

RSWP TSWP
CSWP

取水槽
循環水ポンプエリア海水ポンプエリア

地下水排水ピット

タービン建物（復水器を設置するエリア）
タービン建物（耐震Ｓクラスの
設備を設置するエリア）

a.タービン建物（復水器を設
置するエリア）における溢水

b.タービン建物（耐震Ｓクラスの設備
を設置するエリア）における溢水

c.取水槽循環水ポンプ
エリアにおける溢水

d.取水槽海水ポンプエ
リアにおける溢水

f.建物外周地下部

における地下水の

e.屋外タンク等による
屋外における溢水

RSW配管（放水
配管）

TSW配管TSW配管TSW配管

図１ 地震による溢水の概念図 

 これらの各事象による浸水範囲，浸水量については，「設置許可基準規則第９

条（溢水による損傷の防止等）」に対する適合性において説明されており，本書

ではその該当個所を抜粋する形で，その評価条件，評価結果等の具体的な内容

を示す。 
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２．タービン建物（復水器を設置するエリア）における溢水（事象 a.） 

5条-別添1-添付10-2

73



   

 

 

5条-別添1-添付10-3

74



 

 

 

5条-別添1-添付10-4

75



5条-別添1-添付10-5

76



5条-別添1-添付10-6

77



 

   

 

5条-別添1-添付10-7

78



 

  

 

5条-別添1-添付10-8

79



5条-別添1-添付10-9

80



 

 

 

5条-別添1-添付10-10

81
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３．タービン建物（耐震Ｓクラスの設備を設置するエリア）における溢水（事

象 b.） 
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４．取水槽循環水ポンプエリアにおける溢水（事象 c.） 
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５．取水槽海水ポンプエリアにおける溢水（事象 d.） 
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６．屋外タンク等による屋外における溢水（事象 e.） 
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７．建物外周地下部における地下水位の上昇（事象 f. ） 
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添付資料 11 

浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策の設置位置，実施範囲及び施工例 

１．はじめに 

浸水防護重点化範囲については，浸水を防止するため浸水防止設備を設置して

いる。 

浸水防護重点化範囲であるタービン建物（耐震 Sクラスの設備を設置するエリ

ア），取水槽海水ポンプエリア，取水槽循環水ポンプエリアに浸水対策として実施

している浸水防止設備については，内郭防護として整理する。 

２．浸水対策の位置 

（１）タービン建物（耐震 Sクラスの設備を設置するエリア）

タービン建物（耐震 S クラスの設備を設置するエリア）に対する浸水対策に

ついては，タービン建物（耐震 S クラスの設備を設置するエリア）とタービン

建物（復水器を設置するエリア）との境界における浸水対策及びタービン建物

（復水器を設置するエリア）と海域との境界における対策があることから，以

下にそれぞれの内容について示す。 

a.タービン建物（耐震 S クラスの設備を設置するエリア）とタービン建物（復

水器を設置するエリア）との境界における浸水対策 

  浸水防護重点化範囲であるタービン建物（耐震 S クラスの設備を設置するエ

リア）への浸水対策として実施している浸水防止設備の設置位置，浸水防止設

備リストを示す（図１，表１）。 
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図１ タービン建物（耐震 Sクラスの設備を設置するエリア）の浸水対策の概要

（タービン建物（復水器を設置するエリア）との境界） 

 

表１ タービン建物（耐震 Sクラスの設備を設置するエリア）の浸水対策設備リ

スト（タービン建物（復水器を設置するエリア）との境界） 

番

号 

設置 

高さ 
名称 種類 

寸法 

縦 横 

① EL2.0m 
復水器エリア防水壁 

防水壁 

設計中 

② EL0.25m 防水壁 

③ EL2.0m 

復水器エリア水密扉 

水密扉 

④ EL2.0m 水密扉 

⑤ EL2.0m 水密扉 

⑥ EL2.0m 水密扉 

⑦ EL2.0m 水密扉 

⑧ EL2.0m 床ドレン逆止弁 逆止弁 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧は床面に設置 
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b.タービン建物（耐震 Sクラスの設備を設置するエリア）と海域との境界におけ

る浸水対策 

  浸水防護重点化範囲であるタービン建物（耐震 S クラスの設備を設置するエ

リア）への浸水対策として実施している浸水防止設備の設置位置，浸水防止設

備リストを示す（図２，表２）。 

 

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

T

T

廃棄物処理建物より

取水槽

タービン建物

原子炉建物

原子炉建物へ

原子炉建物より

原子炉建物より

Ｃ

放水槽

ＣＳＷ排水ダクト

T

R

R

R

R

H

J

J

復
水
器

Ｃ

Ｃ

TCW熱交

注) 浸水防護機能を除く耐震クラスを記載

：耐震Ｓクラスとする範囲
：電動弁，逆止弁
：浸水防護重点化範囲
：原子炉補機海水系配管（耐震Ｓクラス）
：高圧炉心スプレイ補機海水系配管（耐震Ｓクラス）
：原子炉補機海水系放水配管（耐震Ｃクラス）
：高圧炉心スプレイ補機海水系放水配管（耐震Ｃクラス）
：タービン補機海水系配管（耐震Ｃクラス）
：循環水系配管（耐震Ｃクラス）（点線部は埋設配管を示す）
：除じん配管（耐震Ｃクラス）
：液体廃棄物処理系配管（耐震Ｃクラス）

R

H

T

C

Ｊ

：原子炉補機海水ポンプ（耐震Ｓクラス）
：高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ（耐震Ｓクラス）
：タービン補機海水ポンプ（耐震Ｃクラス）
：循環水ポンプ（耐震Ｃクラス）
：除じんポンプ（耐震Ｃクラス）

，

【凡例】

 

図２ 浸水対策の概要 

 

表２ タービン建物（耐震 Sクラスの設備を設置するエリア）の浸水対策設備リ

スト（海域との境界） 

番号 
設置 

高さ※ 
名称 種類 

寸法 

縦 横 

①－１ 
EL4.7m 

（屋外配管ダクト） 

タービン補機海水系配管 

逆止弁 
逆止弁 φ750 

①－２ 
EL2.7m 

（屋外配管ダクト） 

液体廃棄物処理系配管 

逆止弁 
逆止弁 φ80 

①－３ － 原子炉補機海水系配管 配管 － 

①－４ － 
高圧炉心スプレイ補機 

海水系配管 
配管 － 

※ 設置高さが複数にまたがる場合等には「－」を記載する。 

 

 

 

 

 

①－１ ①－２ 

①－３，①－４ 

②－２ 

②－１，②－３，③－４ 

②－４，②－５ 

③－３ 

③－１，③－２ 
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（２）取水槽海水ポンプエリア 

  浸水防護重点化範囲である取水槽海水ポンプエリアに浸水対策として実施し

ている浸水防止設備の設置位置，浸水防止設備リストを示す（図２，表３）。 

 

表３ 取水槽海水ポンプエリアの浸水対策設備リスト 

番号 
設置 

高さ※ 
名称 種類 

寸法 

縦 横 

②－１ EL1.1m タービン補機海水ポンプ ポンプ － 

②－２ EL4.1m 
タービン補機海水ポンプ 

出口弁 
電動弁 φ550 

②－３ － タービン補機海水系配管 配管 － 

②－４ EL4.0m 除じんポンプ ポンプ － 

②－５ － 除じん系配管 配管 － 

※ 設置高さが複数にまたがる場合等には「－」を記載する。 

 

（３）取水槽循環水ポンプエリア 

  浸水防護重点化範囲である取水槽循環水ポンプエリアに浸水対策として実施

している浸水防止設備の設置位置，浸水防止設備リストを示す（図２，表４）。 

 

表４ 取水槽海水ポンプエリアの浸水対策設備リスト 

番号 
設置 

高さ※ 
名称 種類 

寸法 

縦 横 

③－１ EL1.1m 循環水ポンプ ポンプ － 

③－２ － 循環水系配管 配管 － 

③－３ EL4.0m 
タービン補機海水系配管 

第二出口弁 
電動弁 φ750 

③－４ － タービン補機海水系配管 配管 － 

※ 設置高さが複数にまたがる場合等には「－」を記載する。 
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３．貫通部止水処置の施工例 

 浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策として実施する貫通部止水処置の

施工例を以下に示す。 

 

 

施工例① 

シリコンシール 

施

工

前 

 

施

工

後 

 

施工状況 

 

 

壁 シリコン 

貫通スリーブ 

配管 
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施工例② 

シリコンシール 

施

工

前 

 

施

工

後 

 

施工状況 

 

 

 

 

 

 

 

壁 

シリコン 

電線管 

ダム材 
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施工例③ 

モルタル 

施

工

前 

 

施

工

後 

 

施工状況 
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添付資料 14 

海水ポンプ軸受の浮遊砂耐性について 

１．はじめに 

  海水ポンプは，取水時に浮遊砂の一部が軸受潤滑水とともにポンプ軸受に混

入したとしても，図１に示すとおり，軸受に設けられた異物排出溝(溝深さ約

3.5mm)から連続排出される構造となっているため，取水機能は維持できる設計

となっている。これまでの運転実績においても，浮遊砂混入による軸受損傷は

発生していないが，ここでは，発電所周辺の細かな砂（粒径 O.3mm 程度）が軸

受に混入した場合の軸受の耐性について評価する。 

 

図１ 海水ポンプ軸受構造図 

テフロン軸受断面図

軸受 

軸受 

軸受 

軸受 

軸受 

：テフロン軸受 

吸込 

吐出 
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２．軸受摩耗試験 

（１）試験方法 

   試験ピット内に粒径 0.3mm 程度の砂を入れ，実機海水ポンプを用い軸受の

摩耗量を測定した。試験における砂濃度は，島根２号炉の取水槽位置におけ

る砂濃度を包絡し，また，濃度の違いによる摩耗の傾向を把握するため２点

設定した。試験条件を表１に，海水ポンプ軸受摩耗試験装置の概要を図２に

示す。 

 

表１ 試験条件 

項目 試験条件 備考 

砂濃度 
１回目 0.016wt% 島根２号炉取水槽位置における砂濃度を包

絡し，傾向把握のため２点設定。 ２回目 0.100wt% 

吐出量 2040m3/h ポンプの定格流量。 

砂仕様 宇部珪砂（６号） 
発電所周辺の細かな砂（粒径 0.3mm 程度）が

多く含まれる砂を採用。 

試験時間 
１回目 ２時間 試験時間：2時間 2分（122 分） 

２回目 ２時間 試験時間：2時間 22 分（142 分） 
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図２ 海水ポンプ軸受摩耗試験装置概要 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（２）試験結果

砂濃度 0.016wt%及び 0.1wt%における実機海水ポンプの軸受摩耗結果から１

時間あたりの摩耗量を算出した。試験結果より確認された軸受の１時間当たり

の摩耗量を表２に，濃度と摩耗量の関係を図３に示す。 

表２ 試験における軸受の摩耗量 

図３ 試験における濃度(wt％)と摩耗量(mm)の関係 

３．砂濃度評価 

島根２号炉の取水槽位置の砂濃度は表３に示す条件にて解析を実施し算出

している。取水槽位置での砂濃度は図４に示すとおりであり，取水槽で砂濃度

の変化が見られる12000秒から砂濃度が下降傾向を示す19800秒間の平均砂濃

度 0.25×10-3wt%を評価に用いることとする。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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表３ 基準津波による砂移動の解析条件 

波源 鳥取県（2012）が日本海東縁部に想定した地震による津波 

砂移動モデル 高橋ほか（1999）の手法による検討結果 

算出点 取水槽位置 浮遊砂体積濃度上限値 1% 

 

 

 

 

 

 

図４ 基準津波１（防波堤有り,循環水ポンプ停止）による砂濃度の評価結果 

浮
遊
砂
質
量
濃
度
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w
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）
 

時間（秒） 
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４．軸受耐性評価結果 

（１）軸受評価方法

軸受評価の方法については，砂濃度 0.016wt%及び 0.1wt%の試験で求められ

た濃度と摩耗量の関係から，砂濃度が低いときに摩耗量は低くなる傾向にあ

る。島根２号炉の取水槽位置の砂濃度は，0.25×10-3wt%であるため，砂濃度

0.016wt%の試験で確認された摩耗量より低くなると考えられるが，ここでは

保守的に，試験結果から得られた 0.016wt%の砂濃度における摩耗量                                  
            を用いることとする。評価に用いる摩耗量を図５に示す。 

図５ 評価に用いる摩耗量 

（２）軸受評価結果

隙間管理値に達するまでの許容寸法 に対し，１時間あたりの摩耗

量を               とすると，運転可能時間は約 82 時間と評価される。 

５．まとめ 

  津波襲来による浮遊砂濃度が上昇する時間は長くても３時間程度であり，津

波襲来時に海水ポンプ軸受部に浮遊砂が混入したとしても海水ポンプ軸受耐性

は十分にあり，取水性に問題はない。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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添付資料 16 

 

燃料等輸送船の係留索の耐力について 

 

1. 概要 

 燃料等輸送船（以下，「輸送船」という。）は，津波襲来までに時間的余裕が

ある津波の場合は，緊急退避するが，津波襲来までに時間的余裕がない津波の

場合は，荷揚場に係留することとなる。そのため，ここでは，係留索の耐力に

ついて評価を実施する。また，耐津波設計における係留索を固定する係船柱及

び係船環の必要性及び評価方針について別紙に示す。 

 係留索については，船舶の大きさから一定の算式によって計算される数値（艤

装数）に応じた仕様（強度，本数）を有するものを備えることが，日本海事協

会（NK）の鋼船規則において定められている。 

 本書では，輸送船が備えている係留索の係留力，及び津波による流圧力を石

油会社国際海事評議会 OCIMF（Oil Companies International Maritime Forum）

刊行“Mooring Equipment Guidelines”の手法を用いて算出し，耐力評価を行

う。なお，同書は船舶の係留方法・係留設備に関わる要求事項を規定するもの

であり，流圧力の評価については大型タンカーを主たる適用対象とするもので

あるが，輸送船は大型タンカーと同じ 1 軸船であり，水線下の形状が類似して

いるため，同評価を輸送船に適用することは可能と考える。 

 なお，荷揚場については，岩着構造であり，基準地震動 Ss に対して損傷する

ことはなく，本係留索の耐力評価に影響を及ぼさない（添付資料 38 参照）。 

 

2. 評価 

(1)輸送船，係留索，係船柱及び係船環の仕様 

 輸送船，係留索，係船柱及び係船環の仕様を表１に，輸送船の配置例及び係

船柱，係船環の位置を図１に示す。係留に当たっては，輸送船の位置及び係留

索の水平角を固定するため，船首側及び船尾側に各 2本ずつ（計 4本）で係留

索を使用する。なお，上記に伴い，係船柱を 2本追設するが，追設する係船柱

は設計中であり，位置や構造については，詳細設計段階で説明する。 
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表１ 輸送船，係留索，係船柱及び係船環の仕様 

項目 仕様 

輸送船 

総トン数 約 5,000 トン 

載貨重量トン 約 3,000t 

喫水 約 5m 

全長 100.0m（垂線間長：94.4m） 

型幅 16.5m 

形状 （図１参照） 

係留索 

直径 60mm（ノミナル値） 

素材種別 Polyethylene Rope Grade 1 

破断荷重 279kN（キロニュートン）=28.5tonf 

係船機ブレーキ力 28.5tonf×0.7≒20.0tonf 

係船柱※ 

及び 

係船環 

形状 （図１参照） 

ビット数，位置 （図１参照） 

係留状態 （図１参照） 

強度 25t 

※ 追設する係船柱については設計中であり，位置・強度については変更となる可能性

がある。
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 (2)津波条件（流向，水位，流速） 

  襲来までに時間的余裕がなく，輸送船を離岸できない海域活断層から想定

される地震による津波を評価条件とする。 

  海域活断層から想定される地震による津波による荷揚場近傍の流向は，図

２に例示するとおり，荷揚場に対する接線方向の成分が支配的となる。これ

に対し，輸送船は荷揚場と平行して接岸されることから，評価は輸送船の船

首及び船尾方向の流圧力に対する係留索の耐力について実施する。 
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（地震発生後５分 50 秒後） 

 
（地震発生後６分 10 秒後） 

 

図２－１ 基準津波４の流向 
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（地震発生後６分 50 秒後） 

 

図２－２ 基準津波４の流向  
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 一方，海域活断層から想定される地震による津波の荷揚場位置における水位

及び接線方向成分の流速は，図３－１のとおりとなる。 

 図３－１に示すとおり，地震発生後，押し波が５分程度継続した後，引き波

に転じ約６分で第一波の最低点に達し，流速は第１波の最低点と同時刻に最大

の 2.3m/s に達する。 

 

 

図３－１ 基準津波４の流速（荷揚場近傍）  
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なお，図３－１に示した津波の流速は，防波堤の損傷を想定した場合におけ

る流速であり，防波堤の損傷を想定しない場合（防波堤健全の条件）でも，接

線方向成分の流速は，図３－２に示すとおり，流速条件は防波堤損傷状態にお

ける流速と同程度である。 

 

 

 

 

 

図３－２ 防波堤健全時における基準津波４の流速（荷揚場近傍） 
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 (3)係留力 

 係留力の計算方法を表２に，計算結果を表３，図４，５に示す。 

 

表２ 係留力の計算方法 

【各索の係留力計算式】 

𝑅𝑥 = T × (
𝑐𝑜𝑠2𝛽 × 𝑐𝑜𝑠2𝜃

L
)

× (
L𝑐

cosβc × cosθc
) 

仰角θ

β

α係船索長：L

 

Rx：前後係留力[tonf]（前方は添字 f，後報は添字 a） 

T ：係留索１本に掛けることができる最大張力[tonf] 

β：係留索水平角（岸壁平行線となす角度）[deg] 

θ：係留索の仰角[deg] 

L ：係留索の長さ（船外＋船内）[m] 

βc：各グループ※で最も負荷の大きい係留索の係留索水平角（岸壁平行線と

なす角度）[deg] 

θc：各グループ※で最も負荷の大きい係留索の仰角（岸壁平行線となす角度）

[deg] 

Lc ：各グループ※で最も負荷の大きい係留索の長さ（船外＋船内）[m] 

  ※係留索の機能別グループ（前方係留力または後方係留力） 

（出典：係留設備に関する指針 OCIMF 刊行） 

 

係留索長さ：L 
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(4)流圧力 

 流圧力の計算方法を表４に示す。計算結果について，前項で求めた係留力と

の比較結果を図６に示す。 

 

表４ 流圧力の計算方法 

【流圧力計算式】 

𝐹𝑥𝑐 =
1

2
× 𝐶𝑥𝑐 × 𝜌𝑐 × 𝑉𝑐

2 × 𝐿𝑝𝑝 × 𝑑 

Fxc：縦方向流圧力[kgf] 

Cxc：縦方向流圧力計数 

Vc ：流速[m/s] 

Lpp：垂線間直[m] 

d  ：喫水[m] 

ρc：水密度[kg・sec2/m4] 

    （＝104.5 sec2/m4） 

（出典：係留設備に関する指針 OCIMF 刊行） 

 

（出典：VLCC における風圧及び流圧の予測 OCIMF 刊行） 

 

縦方向流圧力係数[Cx] 
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船尾方向の流圧力と 

船尾方向の係留力 

船首方向の流圧力と 

船首方向の係留力 

  

   

・最大津波流速 2.3m/s による船尾方

向への流圧力約 18tonf に対し，船

尾側係留索の係留力は約 25.9tonf

であり，対抗可能である 

・最大津波流速 2.3m/s による船首方

向への流圧力約 12tonf に対し，船

首側係留索の係留力は約 23.5tonf

であり，対抗可能である 

 

図６ 流圧力と係留力の比較 
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FL1 FL4

B1
B15

船体移動

23.5tonf

流圧力 12tonf 
（最大流速 2.3m/s） 

流圧力 18tonf 
（最大流速 2.3m/s） 

係留力 23.5tonf 

係留力 25.9tonf 
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3.結論

津波（最大流速 2.3m/s）による流圧力に対し，係留力（約 25.9tonf，約

23.5tonf）が上回ることを確認した。 

 なお，追設する係船柱の位置によっては，係留索の長さ及び角度が変わるこ

とから，係留力は変化するが，追設する係船柱の位置は，その位置における係

留索の長さ及び角度を考慮しても，津波による流圧力に対して係留力が上回る

ように設計する。 
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別紙 

耐津波設計における係船柱及び係船環の必要性及び評価方針について 

１．概要 

 燃料等輸送船は，津波襲来までに時間的余裕がある津波の場合は，緊急退避

するが，津波襲来までに時間的余裕がない津波の場合は，荷揚場に係留する。 

ここでは，係留索が機能しない場合，燃料等輸送船は輪谷湾内を漂流し，取

水口へ到達する可能性があるため，取水口への到達可能性評価を踏まえ，係留

索を固定する係船柱及び係船環の必要性等について示す。 

２．係船柱及び係船環の必要性について 

燃料等輸送船が係留索がない状態において取水口上部に漂流した場合，基準

津波４の取水口における最低水位 EL-4.3m に対して，喫水高さは３m～５mであ

ることから，取水口（上端 EL-9.0m）に到達する可能性がある。 

３．係船柱及び係船環の位置付けについて 

 係留索を固定する係船柱及び係船環について，漂流防止装置と位置付け設計

を行う。 

４．漂流防止装置の評価方針について 

海域活断層に想定される地震による津波の襲来に伴い，荷揚場に係留された

燃料等輸送船を漂流させないため，荷揚場の係船柱・係船環及び追設する係船

柱を漂流防止装置として設計する。なお，追設する係船柱は設計中であり，位

置や構造については，詳細設計段階で説明する。 

【規制基準における要求事項等】 

津波防護施設の外側の発電所敷地内及び近傍において建物・構築物，設置物

等が破損，倒壊，漂流する可能性について検討すること。上記の検討の結果，

漂流物の可能性がある場合は，防潮堤等の津波防護施設，浸水防止設備に波及

的影響を及ぼさないよう，漂流防止装置または津波防護施設，浸水防止設備へ

の影響防止措置を施すこと。 

係船柱及び係船環の配置を図１に，荷揚護岸の断面図を図２に，構造概要を

表１に示す。 
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Ｎ

荷揚場

係船柱

係船環

凡例

荷揚護岸の岩着範囲

拡大

 

図１ 係船柱及び係船環配置図 

 

 

海陸

 

図２ 荷揚護岸の断面図 
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表１ 係船柱及び係船環の構造概要 

名称 係船柱 係船環

構造

基数 2基 11基

設計けん引
耐力 25t

海海 陸陸

係船柱

係船環

アンカーボルト

単位：mm 単位：mm

荷揚護岸 荷揚護岸

 

 

 

漂流防止装置とする係船柱及び係船環は，海域活断層に想定される地震によ

る津波の流れにより作用する燃料等輸送船の係留力に対して，係留機能を損な

うおそれのないよう，構造強度を有することを確認する。また，基準地震動Ｓ

ｓに対して，係留機能を損なうおそれのないよう，構造強度を有することを確

認する。 

係船柱及び係船環の基礎（アンカー）となる荷揚護岸は，係船柱及び係船環

の支持機能を損なうおそれのないよう，安定性を確保する。 

係船柱，係船環及び荷揚護岸の要求機能と評価方針を表２に示す。 
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表
２
 
係
船
柱
，
係
船
環
及
び
荷
揚
護
岸
の
要
求
機
能
と
評
価
方
針

 

装
置
名

係
船
柱

係
船
環

荷
揚
護
岸

要
求
機
能

係
留
機
能

・
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
に
対
し
，
漂
流
防
止
装
置
に
要
求
さ
れ
る
機
能
を
損
な
う
お
そ
れ
の
な
い
よ
う
，
構
造
強
度
を
有
す
る
こ
と
。

・
海
域
活
断
層
に
想
定
さ
れ
る
地
震
に
よ
る
津
波
の
流
れ
に
よ
り
作
用
す
る
燃
料
等
輸
送
船
の
引
張
荷
重
（
係
留
力
）
に
対
し
，
漂
流
防

止
装
置
に
要
求
さ
れ
る
機
能
を
損
な
う
お
そ
れ
の
な
い
よ
う
，
構
造
強
度
を
有
す
る
こ
と
。

評 価 方 針

性
能
目
標

・
終
局
状
態
に
至
ら
な
い
こ
と
。

・
係
留
機
能
を
喪
失
す
る

変
形
に
至
ら
な
い
こ
と
。

照
査
部
位

・
係
船
柱
本
体

・
ア
ン
カ
ー
ボ
ル
ト

・
ア
ン
カ
ー
ボ
ル
ト

定
着
部

・
係
船
環
本
体

・
係
船
環
定
着
部

・
荷
揚
護
岸

照
査
項
目

曲
げ
及
び

せ
ん
断
破
壊

曲
げ
破
壊

せ
ん
断
破
壊

せ
ん
断
破
壊

曲
げ
破
壊

せ
ん
断
破
壊

せ
ん
断
破
壊

残
留
変
形
量

許
容
限
界

・
短
期
許
容
応
力
度

・
許
容
残
留
変
形
量

留
意
事
項

・
燃
料
等
輸
送
船
の
浸
水
深
に
応
じ
た
浮
力
，
燃
料
等
輸
送
船
の
形
状
及
び
津
波
の
速
度
に
応
じ
た
波
圧
を
荷
重
と
し
て
考
慮
す
る
。

荷
重

組
合
せ

係
船
柱
及
び
係
船
環
の
設
計
に
お
い
て
は
，
常
時
荷
重
，
地
震
荷
重
及
び
係
留
力
を
適
切
に
組
合
せ
て
設
計
を
行
う
。
な
お
，
海
域

活
断
層
か
ら
想
定
さ
れ
る
地
震
に
よ
る
津
波
は
荷
揚
場
に
遡
上
し
な
い
こ
と
か
ら
，
津
波
荷
重
は
考
慮
し
な
い
。

荷
揚
護
岸
の
設
計
に
お
い
て
は
，
海
域
活
断
層
に
想
定
さ
れ
る
地
震
に
よ
る
津
波
が
到
達
す
る
。
し
た
が
っ
て
，
津
波
荷
重
を
考
慮
す
る

必
要
が
あ
る
が
，
安
定
性
の
観
点
で
は
津
波
荷
重
と
漂
流
物
衝
突
荷
重
は
係
留
力
と
逆
方
向
に
作
用
す
る
た
め
，
考
慮
し
な
い
設
計
と
す

る
。 ・
常
時
荷
重
＋
地
震
荷
重

・
常
時
荷
重
＋
係
留
力
＋
余
震
荷
重
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添付資料 20 

耐津波設計において考慮する荷重の組合せについて 

1. 概要

島根原子力発電所において設置する津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備に

ついては，設置許可基準規則及び関連審査ガイドに記載される下記事項（表１）を考慮

した上で荷重の組合せを設定する。 

表１ 設置許可基準規則等の荷重組合せに関する要求事項 

記載箇所 記載内容 考慮する荷重 

① 
耐震審査ガイド※１ 

6.3.1 及び 6.3.2 

常時作用している荷重及び運転時に作

用する荷重と基準地震動による地震力

を組み合わせる。 

・常時荷重

・地震荷重

② 
耐震審査ガイド※１ 

6.3.3 

荷重の組合せに関しては，地震と津波が

同時に作用する可能性について検討し，

必要に応じて基準地震動による地震力

と津波による荷重の組合せを考慮する

こと。 

・地震荷重

・津波荷重

③ 
耐津波審査ガイド※２ 

5.1 

耐津波設計における荷重の組合せとし

て，余震が考慮されていること。 

・常時荷重

・津波荷重

・余震荷重

④ 
耐津波審査ガイド※２ 

5.4.2 

漂流物の衝突による荷重の組合せを適

切に考慮して設計すること。 
・漂流物衝突荷重

⑤ 
耐津波審査ガイド※２ 

5.3 

津波監視設備については，地震荷重・風

荷重の組合せを考慮すること。 

・地震荷重

・風荷重

⑥ 
設置許可基準規則 

第 6条 

安全施設は，想定される自然現象（地震

及び津波を除く。）が発生した場合にお

いても安全機能を損なわないものでな

ければならない。※３ 

・積雪荷重

※１ 「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」を指す。

※２ 「基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイド」を指す。

※３ 安全施設に対する要求事項であるが，津波防護施設等の設計において準用する。
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2. 考慮する荷重について

(1) 常時荷重

常時作用している荷重として，自重，土圧，積載荷重及び海中施設に対する静水圧等

を考慮する。なお，当該施設・設備に運転時の荷重が作用する場合は，運転時荷重を考

慮する。 

(2) 地震荷重

基準地震動Ｓｓによる地震力を考慮する。

(3) 余震荷重

余震荷重として，弾性設計用地震動Ｓｄ-Ｄによる地震力を考慮する。（添付資料 22 参

照）なお，施設が浸水した状態で余震が発生した場合における，施設内滞留水に生じる

動水圧荷重（スロッシングによる荷重等）も併せて考慮する。 

(4) 静的荷重（静水圧）

津波又は低耐震クラス機器の損傷による保有水の溢水により施設・設備に作用する静

的荷重として，静水圧を考慮する。 

(5) 動的荷重（波力）

津波により施設・設備に作用する動的荷重として，津波の波力による荷重を考慮する。

(6) 動的荷重（突き上げ）

津波により施設・設備に作用する動的荷重として，突き上げ荷重（経路からの津波が

鉛直上向き方向に作用する場合の津波荷重）を考慮する。 

(7) 漂流物衝突荷重

漂流物の衝突荷重を考慮する。（添付資料 18参照）

(8) 風荷重

自然現象による荷重であり，「第６条 外部からの衝撃による損傷の防止」において規

定する設計基準風速に伴う荷重を考慮する。 

(9) 積雪荷重

自然現象による荷重であり，「第６条 外部からの衝撃による損傷の防止」において規

定する建築基準法の考え方を参考とし設計積雪深（100cm）に係数 0.35 を考慮した荷重

を組み合わせる。 
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3. 荷重の組合せ

3.1 設置状況等に応じて考慮する荷重について 

  荷重の組合せの設定に当たっては，施設・設備の設置状況や構造（形状）等を考慮し，

各荷重の組合せ要否を以下のとおり整理する。 

(1) 設置場所及び構造（形状）条件

設置場所が屋外の施設・設備については，構造（形状）も踏まえて自然現象による荷

重（風荷重及び積雪荷重）を考慮する。なお，設置場所が屋内，敷地地下及び水路部の

施設・設備については，当該箇所における自然現象の影響の有無を整理したうえで，影

響の無い自然現象による荷重を考慮不要と整理する。 

(2) 津波荷重の種別

津波の直接的な影響を受けない場所に設置する施設・設備については，津波荷重とし

て「静的荷重（静水圧）」を考慮する。 

津波の直接的な影響を受ける場所に設置する施設・設備については，津波荷重とし

て動的荷重を考慮し，経路からの津波が鉛直上向きに作用する施設・設備については，

「動的荷重（突き上げ）」を考慮する。それ以外の施設・設備については，「動的荷重

（波力）」を考慮する。なお，「動的荷重（波力）」における津波荷重は，敷地高以上は

朝倉式に基づき算定し，敷地高以深については谷本式に基づき算定する。 

(3) 漂流物衝突の影響

漂流物の衝突が想定される施設・設備については，「漂流物衝突荷重」を考慮する。

なお，漂流物衝突荷重は，施設・設備の設置高さに応じて，海域活断層から想定され

る地震による津波が到達する部位と日本海東縁部に想定される地震による津波が到達

する部位とで個別に評価を行う。 

(4) 津波の波源の活動の影響

地震に起因する津波の影響を受ける施設・設備について，以下のとおり整理する。

海域活断層から想定される地震による津波の影響を受ける場所に設置する施設・設

備について，海域活断層から想定される地震による津波荷重に「余震荷重」を考慮す

る。 

なお，日本海東縁部に想定される地震による津波の影響を受ける場所に設置する施

設・設備については，日本海東縁部に想定される地震による「余震荷重」は敷地への

影響が明らかに小さいことから，「余震荷重」を考慮しない。（添付資料 22参照） 
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ここで，常時荷重及び自然現象による荷重（風荷重，積雪荷重）の組合せは，施設・

設備の設置状況や構造（形状）等の条件を踏まえて，図１の通り分類する。 

なお，地震時の検討は，全ての施設・設備において，以下で分類した常時荷重（自然

現象による荷重含む）に地震荷重（Ｓｓ）を組み合わせて行う。 

 

 

設置場所

地中部分が
存在するか

積雪が考えられる
位置及び構造か

自重+土圧
＋風荷重+積雪荷重

自重+土圧
＋風荷重

自重
+風荷重＋積雪荷重

自重
＋風荷重

屋外に設置

屋内，敷地地下及び水路部に設置

YES

No

YES

No

YES

No

自重
＋積雪荷重

START

自重

YES

No

【判別項目】

施
設
・設

備
の

設
置
状
況

施
設
・設

備
の

構
造
（
形
状
）

積雪が考えられる
位置及び構造か

積雪が考えられる
位置及び構造か

 

図１ 常時荷重及び自然現象による荷重（風荷重，積雪荷重）の組合せ選定フロー 

 

 

津波時及び重畳時の検討は，図１で分類した常時荷重及び自然現象による荷重（風荷

重，積雪荷重）に，津波波源，津波の作用状態及び漂流物衝突の可能性を踏まえて分類

した図２及び図３の荷重を組み合わせて行う。 

なお，低耐震クラス機器の損傷による保有水の溢水の影響を受ける施設・設備につい

ては，静的荷重（静水圧）及び余震荷重を考慮する。 
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図２ 津波時における荷重の組合せ選定フロー 
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図３ 重畳時における荷重の組合せ選定フロー 
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3.2 各施設・設備の設計において考慮する荷重の組合せ 

  3.1 に示す考え方を各施設・設備に展開し，津波防護施設，浸水防止設備及び津波監

視設備の設計に当たって考慮する荷重の組合せを以下のとおり整理する。 

(1) 防波壁 

  防波壁の設計において考慮する荷重は，防波壁の設置状況より以下のとおり整理され

る。 

 

a. 設置場所及び構造（形状）条件 

屋外に設置するため，「風荷重」及び「積雪荷重」を考慮する。また，地中部に存

在する部位については土圧を考慮する。 

b. 津波荷重の種別 

津波の直接的な影響を受ける場所に設置する施設であるため，津波荷重として「動

的荷重（波力）」を考慮する。なお，海域活断層から想定される地震による津波にお

いては入力津波高さ以深の防波壁の部位においても漂流物が衝突するものとして照

査を実施する。 

c. 漂流物衝突の影響 

漂流物の衝突が想定されるため，「漂流物衝突荷重」を考慮する。 

d. 余震荷重の影響 

海域活断層から想定される地震による津波が到達する防波壁（波返重力擁壁）の

ケーソン部等については海域活断層から想定される地震による津波に対する評価を

実施する。 

 

上記を考慮し，以下の荷重の組合せに対して構造設計を行う。 

・ 常時荷重＋地震荷重（Ｓｓ） 

・ 常時荷重＋動的荷重（波力） 

・ 常時荷重＋動的荷重（波力）＋漂流物衝突荷重 

・ 常時荷重＋動的荷重（波力）＋余震荷重 

 

(2) 防波壁通路防波扉及び１号放水連絡通路防波扉 

防波壁通路防波扉及び１号放水連絡通路防波扉の設計において考慮する荷重は，防波

壁通路防波扉及び１号放水連絡通路防波扉の設置状況より以下のとおり整理される。 

 

a. 設置場所及び構造（形状）条件 

屋外に設置するため，「風荷重」を考慮するが，防波壁通路防波扉及び１号放水連

絡通路防波扉は薄い鋼材等で構成されており，積雪が考えられる構造ではないため，

「積雪荷重」は考慮不要である。 
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b. 津波荷重の種別 

津波の直接的な影響を受ける場所に設置する設備であるため，津波荷重として「動

的荷重（波力）」を考慮する。 

c. 漂流物の衝突の影響 

漂流物の衝突が想定されるため，「漂流物衝突荷重」を考慮する。 

d. 余震荷重の影響 

海域活断層から想定される地震による津波の影響を受けないため，「余震荷重」は

考慮不要である。 

   上記を考慮し，以下の荷重の組合せに対して構造設計を行う。 

   ・ 常時荷重＋地震荷重（Ｓｓ） 

   ・ 常時荷重＋動的荷重（波力） 

   ・ 常時荷重＋動的荷重（波力）＋漂流物衝突荷重 

 

(3) １号炉取水槽流路縮小工 

  １号炉取水槽流路縮小工の設計において考慮する荷重は，１号炉取水槽流路縮小工の

設置状況より以下のとおり整理される。 

 

a. 設置場所及び構造（形状）条件 

屋外に設置するが，水路部（１号炉取水管端部）に設置されることから，「風荷重」

及び「積雪荷重」は考慮不要である。 

b. 津波荷重の種別 

津波の直接的な影響を受ける場所に設置する施設であるため，津波荷重として「動

的荷重（波力）」を考慮する。なお，津波荷重（津波波力）は，津波時の静水圧，流

水圧及び流水の摩擦による推力を考慮する。 

c. 漂流物衝突の影響 

漂流物の衝突が想定されないため，「漂流物衝突荷重」は考慮不要である。 

d. 余震荷重の影響 

１号炉取水槽流路縮小工に対しては，海域活断層から想定される地震による津波

の影響を受けるため，「余震荷重」を考慮する。 

 

上記を考慮し，以下の荷重の組合せに対して構造設計を行う。 

・ 常時荷重＋地震荷重（Ｓｓ） 

・ 常時荷重＋動的荷重（波力） 

・ 常時荷重＋動的荷重（波力）＋余震荷重 
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(4) 屋外排水路逆止弁 

  屋外排水路逆止弁の設計において考慮する荷重は，図４～図６に示す屋外排水路逆止

弁の設置状況より以下のとおり整理される。 

 

a. 設置場所及び構造（形状）条件 

屋外に設置するが，敷地地下に設置されることから，「風荷重」及び「積雪荷重」

は考慮不要である。 

b. 津波荷重の種別 

津波の直接的な影響を受けない場所に設置する設備であるため，津波荷重として

「静的荷重（静水圧）」を考慮する。 

c. 漂流物衝突の影響 

漂流物の衝突が想定されないため，「漂流物衝突荷重」は考慮不要である。 

d. 余震荷重の影響 

屋外排水路逆止弁に対しては，海域活断層から想定される地震による津波の影響

を受けるため，「余震荷重」を考慮する。 

 

上記を考慮し，以下の荷重の組合せに対して構造設計を行う。 

・ 常時荷重＋地震荷重（Ｓｓ） 

・ 常時荷重＋静的荷重（静水圧） 

・ 常時荷重＋津波荷重（静水圧）＋余震荷重 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 屋外排水路逆止弁位置図 

 PN
：屋外排水路逆止弁 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

⑦ 

⑨ 
⑩ ⑪ 

⑫ 

⑬ 

8-1 

8-2 

※図５参照 

※図６参照 
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 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  断面図（Ａ－Ａ断面） 

 

図５ 屋外排水路逆止弁⑥配置図 
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断面図（Ａ－Ａ断面） 

 

図６ 屋外排水路逆止弁⑦配置図 
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(5) 防水壁 

ａ．除じん機エリア防水壁 

除じん機エリアの防水壁の設計において考慮する荷重は，除じん機エリア防水壁

の設置状況より以下のとおり整理される。 

 

(a) 設置場所及び構造（形状）条件 

屋外に設置するため，「風荷重」を考慮するが，除じん機エリア防水壁は薄い鋼材

等で構成されており，積雪が考えられる構造ではないため，「積雪荷重」は考慮不要

である。 

(b) 津波荷重の種別 

津波の直接的な影響を受けない場所に設置する施設であるため，津波荷重として

「静的荷重（静水圧）」を考慮する。 

(c)漂流物衝突の影響 

漂流物の衝突が想定されないため，「漂流物衝突荷重」は考慮不要である。 

(d)余震荷重の影響 

海域活断層から想定される地震による津波の影響を受けないため，「余震荷重」は

考慮不要である。 

 

上記を考慮し，以下の荷重の組合せに対して構造設計を行う。 

・ 常時荷重＋地震荷重（Ｓｓ） 

・ 常時荷重＋静的荷重（静水圧） 

 

b. 復水器エリア防水壁 

復水器エリア防水壁の設計において考慮する荷重は，復水器エリア防水壁の設置

状況より以下のとおり整理される。 

 

(a) 設置場所及び構造（形状）条件 

屋内に設置するため，「風荷重」及び「積雪荷重」は考慮不要である。 

(b) 津波荷重等の種別 

津波の直接的な影響を受けない場所に設置する設備であるが，低耐震クラス機器

の損傷による保有水の溢水の影響を受けることから，「静的荷重（静水圧）」を考慮

する。 

(c) 漂流物衝突の影響 

漂流物の衝突が想定されないため，「漂流物衝突荷重」は考慮不要である。 

(d) 余震荷重の影響 

復水器エリア防水壁に対しては，低耐震クラス機器の損傷による保有水の溢水の
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影響を受けることから，「余震荷重」を考慮する。 

上記を考慮し，以下の荷重の組合せに対して構造設計を行う。 

・ 常時荷重＋地震荷重（Ｓｓ） 

・ 常時荷重＋静的荷重（静水圧） 

・ 常時荷重＋静的荷重（静水圧）＋余震荷重 

 

(6) 水密扉 

a. 除じん機エリア水密扉 

除じん機エリア水密扉の設計において考慮する荷重は，除じん機エリア水密扉の

設置状況より以下のとおり整理される。 

 

(a) 設置場所及び構造（形状）条件 

屋外に設置するため，「風荷重」を考慮するが，除じん機エリア水密扉は薄い鋼材

等で構成されており，積雪が考えられる構造ではないため，「積雪荷重」は考慮不要

である。 

(b) 津波荷重の種別 

津波の直接的な影響を受けない場所に設置する設備であるため，津波荷重として

「静的荷重（静水圧）」を考慮する。 

(c) 漂流物衝突の影響 

漂流物の衝突が想定されないため，「漂流物衝突荷重」は考慮不要である。 

(d) 余震荷重の影響 

海域活断層から想定される地震による津波の影響を受けないため，「余震荷重」は

考慮不要である。 

 

上記を考慮し，以下の荷重の組合せに対して構造設計を行う。 

・ 常時荷重＋地震荷重（Ｓｓ） 

・ 常時荷重＋静的荷重（静水圧） 

 

b. 復水器エリア水密扉 

復水器エリア水密扉の設計において考慮する荷重は，復水器エリア水密扉の設置

状況より以下のとおり整理される。 

 

(a) 設置場所及び構造（形状）条件 

屋内に設置するため，「風荷重」及び「積雪荷重」は考慮不要である。 

(b) 津波荷重等の種別 

津波の直接的な影響を受けない場所に設置する設備であるが，低耐震クラス機器
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の損傷による保有水の溢水の影響を受けることから，「静的荷重（静水圧）」を考慮

する。 

(c) 漂流物衝突の影響 

漂流物の衝突が想定されないため，「漂流物衝突荷重」は考慮不要である。 

(d)余震荷重の影響 

復水器エリア水密扉に対しては，低耐震クラス機器の損傷による保有水の溢水の

影響を受けることから，「余震荷重」を考慮する。 

  

上記を考慮し，以下の荷重の組合せに対して構造設計を行う。 

・ 常時荷重＋地震荷重（Ｓｓ） 

・ 常時荷重＋静的荷重（静水圧） 

・ 常時荷重＋静的荷重（静水圧）＋余震荷重 

 

(7) 床ドレン逆止弁 

a. 取水槽床ドレン逆止弁 

取水槽床ドレン逆止弁の設計において考慮する荷重は，取水槽床ドレン逆止弁の

設置状況より以下のとおり整理される。 

 

(a) 設置場所及び構造（形状）条件 

屋外に設置するため，「積雪荷重」は考慮するが，敷地地下に設置されることから，

「風荷重」は考慮不要である。 

(b) 津波荷重の種別 

津波の直接的な影響を受ける場所に設置する設備であり，波圧が鉛直上向きに作

用する設備であるため，「動的荷重（突き上げ）」を考慮する。 

(c) 漂流物衝突の影響 

漂流物の衝突が想定されないため，「漂流物衝突荷重」は考慮不要である。 

(d) 余震荷重の影響 

取水槽床ドレン逆止弁に対しては，海域活断層から想定される地震による津波の

影響を受けるため，「余震荷重」を考慮する。 

  

上記を考慮し，以下の荷重の組合せに対して構造設計を行う。 

・ 常時荷重＋地震荷重（Ｓｓ） 

・ 常時荷重＋動的荷重（突き上げ） 

・ 常時荷重＋動的荷重（突き上げ）＋余震荷重 
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b. タービン建物床ドレン逆止弁 

タービン建物床ドレン逆止弁の設計において考慮する荷重は，タービン建物床ド

レン逆止弁の設置状況より以下のとおり整理される。 

(a) 設置場所及び構造（形状）条件 

屋内に設置するため，「風荷重」及び「積雪荷重」は考慮不要である。 

(b) 津波荷重等の種別 

津波の直接的な影響を受けない場所に設置する設備であるが，低耐震クラス機器

の損傷による保有水の溢水の影響を受けることから，「静的荷重（静水圧）」を考慮

する。 

(c) 漂流物衝突の影響 

漂流物の衝突が想定されないため，「漂流物衝突荷重」は考慮不要である。 

(d) 余震荷重の影響 

タービン建物床ドレン逆止弁に対しては，低耐震クラス機器の損傷による保有水

の溢水の影響を受けることから，「余震荷重」を考慮する。 

 

上記を考慮し，以下の荷重の組合せに対して構造設計を行う。 

・ 常時荷重＋地震荷重（Ｓｓ） 

・ 常時荷重＋静的荷重（静水圧） 

・ 常時荷重＋静的荷重（静水圧）＋余震荷重 

 

 

(8) 貫通部止水処置 

  貫通部止水処置の設計において考慮する荷重は，貫通部止水処置の設置状況より以下

のとおり整理される。 

 

a. 設置場所及び構造（形状）条件 

屋内又は屋外に設置するが，屋内に設置する設備は，「風荷重」及び「積雪荷重」

は考慮不要である。屋外に設置する設備は，敷地地下に設置されることから「風荷

重」は考慮不要であり，また，積雪が考えられる構造でないことから「積雪荷重」

は考慮不要である。 

b. 津波荷重の種別 

屋内に設置する設備は，津波の直接的な影響を受けない場所に設置する設備であ

るが，低耐震クラス機器の損傷による保有水の溢水の影響を受けることから，「静的

荷重（静水圧）」を考慮する。屋外に設置する設備は，津波の波力の影響を受けない

場所に設置する施設であるため,津波荷重として「静的荷重（静水圧）」を考慮する。 
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c. 漂流物衝突の影響 

漂流物の衝突が想定されないため，「漂流物衝突荷重」は考慮不要である。 

d. 余震荷重の影響 

貫通部止水処置に対しては，屋内に設置する設備は，低耐震クラス機器の損傷に

よる保有水の溢水の影響を受けることから，「余震荷重」を考慮する。屋外に設置す

る設備は，海域活断層から想定される地震による津波の影響を受けることから，「余

震荷重」を考慮する。 

  

上記を考慮し，以下の荷重の組合せに対して構造設計を行う。 

・ 常時荷重＋地震荷重（Ｓｓ） 

・ 常時荷重＋静的荷重（静水圧） 

・ 常時荷重＋静的荷重（静水圧）＋余震荷重 

 

(9) 隔離弁，ポンプ及び配管 

隔離弁，ポンプ及び配管の設計において考慮する荷重は，隔離弁，ポンプ及び配管の

設置状況より以下のとおり整理される。 

 

a. 設置場所及び構造（形状）条件 

屋内（配管ダクト内）又は屋外に設置するが，屋内に設置するものについては，「風

荷重」及び「積雪荷重」は考慮不要である。屋外に設置するものについても，敷地

地下に設置されることから「風荷重」は考慮不要であり，また，積雪が考えられる

構造でないことから「積雪荷重」は考慮不要である。 

b. 津波荷重の種別 

津波の直接的な影響を受けない場所に設置する施設であるため,津波荷重として

「静的荷重（静水圧）」を考慮する。 

c. 漂流物衝突の影響 

漂流物の衝突が想定されないため，「漂流物衝突荷重」は考慮不要である。 

d. 余震荷重の影響 

海域活断層より想定される地震による津波が到達する部位については「余震荷重」

を考慮する。 

 

上記を考慮し，以下の荷重の組合せに対して構造設計を行う。 

・ 常時荷重＋地震荷重（Ｓｓ） 

・ 常時荷重＋静的荷重（静水圧） 

・ 常時荷重＋静的荷重（静水圧）＋余震荷重 
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(10) 津波監視カメラ 

  津波監視カメラの設計において考慮する荷重は，津波監視カメラの設置状況により以

下のとおり整理される。 

a. 設置場所及び構造（形状）条件 

屋外に設置するため，「風荷重」及び「積雪荷重」を考慮する。 

b. 津波荷重の種別 

津波の影響を受けない場所に設置する設備であるため,津波荷重は考慮不要であ

る。 

c. 漂流物衝突の影響 

漂流物の衝突が想定されないため，「漂流物衝突荷重」は考慮不要である。 

 

上記を考慮し，以下の荷重の組合せに対して構造設計を行う。 

・ 常時荷重＋地震荷重（Ｓｓ） 

 

(11) 取水槽水位計 

  取水槽水位計の設計において考慮する荷重は，取水槽水位計の設置状況により以下の

とおり整理される。 

a. 設置場所及び構造（形状）条件 

屋外に設置するが，敷地地下に設置されることから，「風荷重」は考慮不要であり，

積雪が考えられる構造でないことから「積雪荷重」は考慮不要である。 

b. 津波荷重の種別 

津波の直接的な影響を受ける場所に設置する設備であるため，津波荷重として「動

的荷重（波力）」を考慮する。 

c. 漂流物衝突の影響 

漂流物の衝突が想定されないため，「漂流物衝突荷重」は考慮不要である。 

d. 余震荷重の影響 

取水槽水位計に対しては，海域活断層から想定される地震による津波の影響を受

けるため，「余震荷重」を考慮する。 

 

上記を考慮し，以下の荷重の組合せに対して構造設計を行う。 

・ 常時荷重＋地震荷重（Ｓｓ） 

・ 常時荷重＋動的荷重（波力） 

・ 常時荷重＋動的荷重（波力）＋余震荷重 

 

ここで，図７に津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の位置を示し，表２～表

５に考慮する荷重及び荷重の組合せを示す。 
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

津
波
防
護
施
設

浸
水
防
止
設
備

(
外
郭
防
護
)

津
波
監
視
設
備

設
計
基
準
対
象
施
設
（
重
大
事

故
等
対
処
設
備
を
含
む
）
の
津

波
防
護
対
象
設
備
を
内
包
す
る

建
物
・
区
画

重
大
事
故
等
対
処
施
設
の
津
波

防
護
対
象
設
備
を
内
包
す
る
建

物
・
区
画

浸
水
防
止
設
備

(
内
郭
防
護
)※

凡
例

※
基
準
地
震
動
S
s
に
よ
る
地
震
力
に
対
し
て
バ

ウ
ン
ダ
リ
機
能
保
持
の
み
を
要
求
す
る
機

器
・
配
管
を
除
く

図
７
 
津
波
防
護
施
設
，
浸
水
防
止
設
備
及
び
津
波
監
視
設
備
の
平
面
図
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対 象
施
設
・
設
備

設
置
場
所

荷
重
の
組
合
せ

常
時

自
然
現
象

に
よ
る
荷
重

地
震

荷
重

(S
s)

余
震

荷
重
※

津
波
荷
重

漂 流 物 衝 突 荷 重

備
考

（ 波 力 ）

動 的 荷 重

（ 突 き 上 げ ）

動 的 荷 重

静 水 圧
津
波
波
源

自 重
土 圧

風 荷 重

積 雪 荷 重

津 波 防 護 施 設

防
波
壁

屋
外

常
時
荷
重
+
地
震
荷
重

―
○

○
○

○
○

常
時
荷
重
+
津
波
荷
重
（
動
的
荷
重
（
波
力
）
）

日
本
海

東
縁
部

○
○

○
○

○

常
時
荷
重
+
津
波
荷
重
（
動
的
荷
重
（
波
力
）
）

+
漂
流
物
衝
突
荷
重

日
本
海

東
縁
部

○
○

○
○

○
○

常
時
荷
重
+
津
波
荷
重
（
動
的
荷
重
（
波
力
）
）

+
漂
流
物
衝
突
荷
重

海
域

活
断
層

○
○

○
○

○
○

常
時
荷
重
+
津
波
荷
重
（
動
的
荷
重
（
波
力
）
）

+
余
震
荷
重

海
域

活
断
層

○
○

○
○

○
○

防
波
扉

屋
外

常
時
荷
重
+
地
震
荷
重

―
○

○
○

防
波
壁
通
路
防

波
扉
及
び
１
号

放
水
連
絡
通
路

防
波
扉

常
時
荷
重
+
津
波
荷
重
（
動
的
荷
重
（
波
力
）
）

日
本
海

東
縁
部

○
○

○

常
時
荷
重
+
津
波
荷
重
（
動
的
荷
重
（
波
力
）
）

+
漂
流
物
衝
突
荷
重

日
本
海

東
縁
部

○
○

○
○

１
号
炉
取
水
槽

流
路
縮
小
工

屋
外

（
水
路
部
）

常
時
荷
重
+
地
震
荷
重

―
○

○
津
波
荷
重
は
津

波
時
の
静
水
圧
，

流
水
圧
及
び
流

水
の
摩
擦
に
よ
る

推
力
を
考
慮
す

る

常
時
荷
重
+
津
波
荷
重
（
動
的
荷
重
（
波
力
）
）

日
本
海

東
縁
部

○
○

常
時
荷
重
+
津
波
荷
重
（
動
的
荷
重
（
波
力
）
）

+
余
震
荷
重

海
域

活
断
層

○
○

○

※
余
震
荷
重
は
「
海
域
活
断
層
か
ら
想
定
さ
れ
る
地
震
」
に
よ
る
津
波
の
影
響
を
受
け
る
箇
所
で
考
慮
す
る
（
「
【
参
考
】
余
震
荷
重
の
設
定
」
を
参
照
） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表
２
 
津
波
防
護
施
設
で
考
慮
す
る
荷
重
及
び
荷
重
の
組
合
せ
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※
余
震
荷
重
は
「
海
域
活
断
層
か
ら
想
定
さ
れ
る
地
震
」
に
よ
る
津
波
の
影
響
を
受
け
る
箇
所
で
考
慮
す
る
（
「
【
参
考
】
余
震
荷
重
の
設
定
」
を
参
照
）

対 象
施
設
・
設
備

設
置
場
所

荷
重
の
組
合
せ

常
時

自
然
現
象

に
よ
る
荷
重

地
震

荷
重
(S
s)

余
震

荷
重 ※

津
波
荷
重

漂 流 物 衝 突 荷 重

備
考

（ 波 力 ）

動 的 荷 重

（ 突 き 上 げ ）

動 的 荷 重

静 水 圧
津
波
波
源

自 重
土 圧

風 荷 重

積 雪 荷 重

浸 水 防 止 設 備 （ 外 郭 防 護 ）

屋
外
排
水
路

逆
止
弁

屋
外

（
敷
地
地
下
）

常
時
荷
重
+
地
震
荷
重

―
○

○

常
時
荷
重
+
津
波
荷
重
（
静
的
荷
重
（
静
水
圧
）
）

日
本
海

東
縁
部

○
○

常
時
荷
重
+
津
波
荷
重
（
静
的
荷
重
（
静
水
圧
）
）

+
余
震
荷
重

海
域

活
断
層

○
○

○

除
じ
ん
機
エ
リ
ア

防
水
壁

屋
外

常
時
荷
重
+
地
震
荷
重

―
○

○
○

常
時
荷
重
+
津
波
荷
重
（
静
的
荷
重
（
静
水
圧
）
）

日
本
海

東
縁
部

○
○

○

除
じ
ん
機
エ
リ
ア

水
密
扉

屋
外

常
時
荷
重
+
地
震
荷
重

―
○

○
○

常
時
荷
重
+
津
波
荷
重
（
静
的
荷
重
（
静
水
圧
）
）

日
本
海

東
縁
部

○
○

○

床
ド
レ
ン

逆
止
弁

屋
外

（
敷
地
地
下
）

常
時
荷
重
+
地
震
荷
重

―
○

○
○

常
時
荷
重
+
津
波
荷
重
（
動
的
荷
重
（
突
き
上
げ
）
）

日
本
海

東
縁
部

○
○

○

常
時
荷
重
+
津
波
荷
重
（
動
的
荷
重
（
突
き
上
げ
）
）

+
余
震
荷
重

海
域

活
断
層

○
○

○
○

貫
通
部

止
水
処
置

屋
外

（
敷
地
地
下
）

常
時
荷
重
+
地
震
荷
重

―
○

○

常
時
荷
重
+
津
波
荷
重
（
静
的
荷
重
（
静
水
圧
）
）

日
本
海

東
縁
部

○
○

常
時
荷
重
+
津
波
荷
重
（
静
的
荷
重
（
静
水
圧
）
）

+
余
震
荷
重

海
域

活
断
層

○
○

○

表
３

 
浸
水
防
止
設
備
（
外
郭
防
護
）
で
考
慮
す
る
荷
重
及
び
荷
重
の
組
合
せ
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※
余
震
荷
重
は
「
海
域
活
断
層
か
ら
想
定
さ
れ
る
地
震
」
に
よ
る
津
波
の
影
響
を
受
け
る
箇
所
で
考
慮
す
る
（
「【
参
考
】
余
震
荷
重
の
設
定
」
を
参
照
）

対 象
施
設
・
設
備

設
置
場
所

荷
重
の
組
合
せ

常
時

自
然
現
象

に
よ
る
荷
重

地
震

荷
重

(S
s)

余 震 荷 重 ※

津
波
荷
重

漂 流 物 衝 突 荷 重

備
考

（ 波 力 ）

動 的 荷 重

（ 突 き 上 げ ）

動 的 荷 重

静 水 圧
津
波
波
源

自 重
土 圧

風 荷 重

積 雪 荷 重

浸 水 防 止 設 備 （ 内 郭 防 護 ）

復
水
器
エ
リ
ア

防
水
壁

屋
内

常
時
荷
重
+
地
震
荷
重

―
○

○
低
耐
震
ク
ラ
ス
機
器
の
損

傷
に
よ
る
保
有
水
の
溢

水
の
影
響
を
受
け
る
こ
と

か
ら
，
静
的
荷
重
（
静

水
圧
）
及
び
余
震
荷
重

を
考
慮
す
る

常
時
荷
重
+
静
的
荷
重
（
静
水
圧
）

―
○

○

常
時
荷
重
+
静
的
荷
重
（
静
水
圧
）

+
余
震
荷
重

―
○

○
○

復
水
器
エ
リ
ア

水
密
扉

屋
内

常
時
荷
重
+
地
震
荷
重

―
○

○
低
耐
震
ク
ラ
ス
機
器
の
損

傷
に
よ
る
保
有
水
の
溢

水
の
影
響
を
受
け
る
こ
と

か
ら
，
静
的
荷
重
（
静

水
圧
）
及
び
余
震
荷
重

を
考
慮
す
る

常
時
荷
重
+
静
的
荷
重
（
静
水
圧
）

―
○

○

常
時
荷
重
+
静
的
荷
重
（
静
水
圧
）

+
余
震
荷
重

―
○

○
○

床
ド
レ
ン

逆
止
弁

屋
内

常
時
荷
重
+
地
震
荷
重

―
○

○
低
耐
震
ク
ラ
ス
機
器
の
損

傷
に
よ
る
保
有
水
の
溢

水
の
影
響
を
受
け
る
こ
と

か
ら
，
静
的
荷
重
（
静

水
圧
）
及
び
余
震
荷
重

を
考
慮
す
る

常
時
荷
重
+
静
的
荷
重
（
静
水
圧
）

―
○

○

常
時
荷
重
+
静
的
荷
重
（
静
水
圧
）

+
余
震
荷
重

―
○

○
○

貫
通
部

止
水
処
置

屋
内

常
時
荷
重
+
地
震
荷
重

―
○

○
低
耐
震
ク
ラ
ス
機
器
の
損

傷
に
よ
る
保
有
水
の
溢

水
の
影
響
を
受
け
る
こ
と

か
ら
，
静
的
荷
重
（
静

水
圧
）
及
び
余
震
荷
重

を
考
慮
す
る

常
時
荷
重
+
静
的
荷
重
（
静
水
圧
）

―
○

○

常
時
荷
重
+
静
的
荷
重
（
静
水
圧
）

+
余
震
荷
重

―
○

○
○

隔
離
弁
，

ポ
ン
プ
及
び
配
管

屋
内

（
配
管
ダ
ク
ト
内
）

又
は
屋
外

（
敷
地
地
下
）

常
時
荷
重
+
地
震
荷
重

―
○

○

常
時
荷
重
+
静
的
荷
重
（
静
水
圧
）

日
本
海

東
縁
部

○
○

常
時
荷
重
+
静
的
荷
重
（
静
水
圧
）

+
余
震
荷
重

海
域

活
断
層

○
○

○

表
４

 
浸
水
防
止
設
備
（
内
郭
防
護
）
で
考
慮
す
る
荷
重
及
び
荷
重
の
組
合
せ
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※
余
震
荷
重
は
「
海
域
活
断
層
か
ら
想
定
さ
れ
る
地
震
」
に
よ
る
津
波
の
影
響
を
受
け
る
箇
所
で
考
慮
す
る
（
「
【
参
考
】
余
震
荷
重
の
設
定
」
を
参
照
）

対 象
施
設
・
設
備

設
置
場
所

荷
重
の
組
合
せ

常
時

自
然
現
象

に
よ
る
荷

重
地
震

荷
重
(S
s)

余 震 荷 重 ※

津
波
荷
重

漂 流 物 衝 突 荷 重

備
考

（ 波 力 ）

動 的 荷 重

（ 突 き 上 げ ）

動 的 荷 重

静 水 圧
津
波
波
源

自 重
土 圧

風 荷 重

積 雪 荷 重

津 波 監 視 設 備

津
波
監
視
カ
メ
ラ

屋
外

常
時
荷
重
+
地
震
荷
重

―
○

○
○

○

取
水
槽
水
位
計

屋
外

（
敷
地
地
下
）

常
時
荷
重
+
地
震
荷
重

―
○

○

常
時
荷
重
+
津
波
荷
重
（
動
的
荷
重
（
波
力
）
）

日
本
海

東
縁
部

○
○

常
時
荷
重
+
津
波
荷
重
（
動
的
荷
重
（
波
力
）
）

+
余
震
荷
重

海
域

活
断
層

○
○

○

 

表
５
 
津
波
監
視
設
備
で
考
慮
す
る
荷
重
及
び
荷
重
の
組
合
せ
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添付資料 22 

耐津波設計における余震荷重と津波荷重の組合せについて 

1. 規制基準における要求事項等

・サイトの地学的背景を踏まえ，余震の発生の可能性を検討すること。

・余震発生の可能性に応じて余震による荷重と入力津波による荷重との

組合せを考慮すること。

2. 検討方針

余震による荷重については，本震発生後の余震及び誘発地震を検討し，耐津

波設計において津波荷重と組み合わせる適切な余震荷重を設定する。なお，本

検討においては，本震の震源域において発生する地震を余震とし，本震の震源

域の外で発生する地震を誘発地震として整理し，図１の流れで検討を実施した。 

図１ 余震荷重の検討フロー 

3. 余震の評価

3.1 余震の選定 

敷地への影響度を考慮して対象

とする余震を選定 

4. 誘発地震の評価

3.3 余震の地震動評価 

余震による地震動を Noda et 

al.(2002)に基づき評価 

5. 余震荷重の設定

上記の検討結果を踏まえ，海域活断層から想定される地震による津波荷重に組

み合わせる余震荷重として，弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄによる荷重を設定（日

本海東縁部に想定される地震による余震荷重は，敷地への影響が明らかに小さ

いことから津波荷重との組み合わせは行わない） 

3.2 余震の規模の設定 

本震と最大余震の地震規模の関

係を整理し，余震の規模を設定 

4.1 誘発地震の選定 

敷地への影響度を考慮して対象

とする誘発地震を選定 

4.3 誘発地震の地震動評価 

誘発地震による地震動を Noda 

et al.(2002)に基づき評価 

4.2 誘発地震の規模の設定 

過去の地震等に基づき，誘発地

震の規模を設定 
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3. 余震の評価 

3.1 余震の選定 

基準津波の波源の活動に伴い発生する可能性がある余震による地震動を評

価するにあたり，敷地への影響度を考慮して対象とする余震を選定する。島根

原子力発電所における基準津波は，図２に示す「日本海東縁部に想定される地

震による基準津波１，２，３，５及び６」及び「海域活断層から想定される地

震による基準津波４」である。このうち，「日本海東縁部に想定される地震に

よる基準津波１，２，３，５及び６」の波源位置は，敷地から 600km 以上の距

離にあり，その波源の活動に伴う余震については，敷地への影響が明らかに小

さい。一方，「海域活断層から想定される地震による基準津波４」の波源位置

は，敷地からの断層最短距離が約８km と比較的近く，その波源の活動に伴う

余震については，敷地への影響が考えられる。 

以上のことから，「海域活断層から想定される地震による基準津波４」の波

源の活動に伴う余震を選定する。 

 

3.2 余震の規模の設定 

余震の規模は，過去の地震データにおける本震規模と最大余震の規模の関係

を整理することにより想定する。検討対象とした地震は，津波荷重と組み合わ

せる余震荷重を評価するという観点から，地震調査研究推進本部の地震データ

による本震のマグニチュードが 7.0 以上とし，かつ，余震を考慮する基準津波

４の波源の活動に伴い発生する津波の最大水位変化を生起する時間帯は，最大

でも地震発生から約 10 分以内であることを考慮し，本震と最大余震との時間

間隔が１時間程度以内の地震とした。対象とした地震の諸元及び震央分布を表

１及び図３に示す。地震調査研究推進本部の地震データについて，本震のマグ

ニチュードＭ０と最大余震のマグニチュードＭ１の関係から本震と余震のマ

グニチュードの差Ｄ１は，図４のとおり，Ｄ１＝Ｍ０－Ｍ１＝1.2 として評価

できる。余震の規模を想定する際は，データ数が少ないことから，保守的に標

準偏差を考慮しＤ１＝0.9 として余震の規模を想定する。 

 

3.3 余震の地震動評価 

基準津波４の波源の活動に伴い発生する可能性がある余震による地震動を

評価するにあたり，表２及び図５に示す波源の諸元及び震源モデルを設定し，

上記の関係式に基づき余震の規模を設定した上で，Noda et al.（2002）によ

り応答スペクトルを評価した。その評価結果と弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄの応

答スペクトルを比較して図６に示す。同図より，基準津波４の波源の活動に伴

う余震の地震動評価結果は，弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄを下回っている。 
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4. 誘発地震の評価 

4.1 誘発地震の選定 

基準津波の波源の活動に伴い発生する可能性がある誘発地震による地震動

を評価するにあたり，敷地への影響度を考慮して対象とする誘発地震を選定す

る。 

過去に発生した誘発地震について，2011 年東北地方太平洋沖地震（Ｍ9.0）

を対象に，余震活動の領域内の地震を除いた本震発生後 24 時間以内に発生し

たＭ6.5 以上の内陸地殻内地震を確認すると，本震発生から約 13 時間後に長

野県北部の地震（Ｍ6.7）が誘発地震として発生しており，それぞれの地震の

震央位置は，図７に示すとおり約 400km 離れた位置関係になっている。 

図８に示す国土地理院による 2011 年東北地方太平洋沖地震（Ｍ9.0）の発生

後（2011 年 2 月下旬～3月下旬）の地殻変動によると，誘発地震の長野県北部

の地震（Ｍ6.7）の震央位置周辺に比べて，敷地周辺ではほとんど地殻変動は

見られない。また，遠田（2011）において，2011 年東北地方太平洋沖地震（Ｍ

9.0）の発生後の応力変化を検討し，近畿地方の変化量は概ね 0.1bar 以下と小

さく，地震活動に目立った変化は見られないことから，「近畿の活断層への影

響はごくわずか」としており，近畿地方よりもさらに西方の敷地周辺の活断層

への影響もごくわずかと考えられる。なお，日本海東縁部の地震の本震のマグ

ニチュードが 7.0 以上の３地震（1964 年新潟地震：本震Ｍ7.5 最大余震 6.1，

1983 年日本海中部地震：本震Ｍ7.7 最大余震 6.1，1993 年北海道南西沖地震：

本震Ｍ7.8 最大余震 6.0）については，余震を含めたとしてもＭ6.5 未満の地

震しか発生していない。 

基準津波のうち，「日本海東縁部に想定される地震による基準津波１，２，

３，５及び６」の波源は 2011 年東北地方太平洋沖地震（Ｍ9.0）より規模が小

さく，その位置は図７に示すとおり敷地から 600km 以上の距離にあり，2011

年東北地方太平洋沖地震とその誘発地震の位置関係よりも更に離れているこ

とから，上記の地殻変動や応力変化を考慮すると，その波源の活動に伴う誘発

地震が敷地周辺で発生することは考えられない。 

一方，「海域活断層から想定される地震による基準津波４」の波源位置は，

図７に示すとおり，敷地からの断層最短距離が約８km と比較的近いことから，

その波源の活動に伴う誘発地震が敷地周辺で発生することは考えられる。 

以上のことから，「海域活断層から想定される地震による基準津波４」の波

源の活動に伴う誘発地震を選定する。 
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4.2 誘発地震の規模の設定 

2011 年東北地方太平洋沖地震(Ｍ9.0)では誘発地震の長野県北部の地震（Ｍ

6.7）が発生したのは本震発生から約 13 時間後である。誘発地震を考慮する基

準津波４の継続時間のうち最大水位変化を生起する時間帯（最大でも地震発生

から約 10 分以内）においてＭ6.8 以上の誘発地震が発生することは考えにく

いが，保守的に基準地震動の評価において検討用地震に選定されなかった孤立

した短い活断層による地震を対象とし，誘発地震の規模をＭ6.8 に設定する。 

 

4.3 誘発地震の地震動評価 

基準津波４の波源の活動に伴う誘発地震について，表３及び図９に示す孤立

した短い活断層による地震を対象にＭ6.8 の震源モデルを設定し，Noda et al.

（2002）により応答スペクトルを評価した。その評価結果と弾性設計用地震動

Ｓｄ－Ｄの応答スペクトルを比較して図 10 に示す。同図より，基準津波４の

波源の活動に伴う誘発地震の地震動評価結果は，弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄを

下回っている。 

 

5. 余震荷重の設定 

以上の検討結果から，基準津波１，２，３，５及び６の波源である「日本海

東縁部に想定される地震」については，その余震及び誘発地震の敷地への影響

が明らかに小さいことから，津波荷重に組み合わせる余震荷重を設定しない。

また，基準津波４の波源である「海域活断層から想定される地震」については，

その余震及び誘発地震の地震動評価結果を，全ての周期帯において弾性設計用

地震動Ｓｄ－Ｄが十分に上回ることから，保守的にＳｄ－Ｄによる荷重を海域

活断層から想定される地震による津波荷重に組み合わせる余震荷重として設

定する。 
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図２ 島根原子力発電所と基準津波の波源 
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表１ 過去の地震における本震と最大余震の関係（M7.0 以上） 

本震

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ
M0

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ
M1

本震との
時間間隔

1 2003/9/26 十勝沖 8.0 7.1 1:18
2 2004/11/29 釧路沖 7.1 6.0 0:04
3 2006/11/15 千島列島東方 7.9   6.7※1 1:12
4 2008/6/14 岩手宮城内陸地震 7.2 5.7 0:37
5 2008/9/11 十勝沖 7.1 5.7 0:12
6 2011/3/11 東北地方太平洋沖地震 9.0   7.6※1 0:29
7 2012/12/7 三陸沖 7.3 6.6 0:13
8 2016/4/16 熊本地震 7.3 5.9 0:21

最大余震
No. 発生年月日 震源

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 余震の地震規模の評価に用いた地震の震央分布［本震（★），余震（★）］

※１：気象庁による最新の震源情報を参照 
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    図４ 本震と最大余震の地震規模の関係（M7.0 以上） 

 

 

データ数 n=８ 

本震のマグニチュード M0 平均値＝7.6 

最大余震のマグニチュード M1 の平均値＝6.4 

標準偏差１σ＝0.3 

（平均値） 

M1＝M0－1.2 

（標準偏差考慮：σ＝0.3） 

M1＝M0－0.9 
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表２ 設定した余震の震源諸元 

項目 設定値

 本震のﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 7.6

 余震のﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ※1 6.7

 等価震源距離※2（km） 17.3
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 基準津波４の波源に対する震源モデル 

島根原子力発電所

第一アスペリティ

第二アスペリティ

Ｆ－Ⅲ～Ｆ－Ⅴ断層（48km）

アスペリティ 東側セグメント

西側セグメント

※１：本震と余震のマグニチュードの差Ｄ１を 0.9 として，余震のマグニチュードを評価 

※２：図５に示す震源モデルに対し，Noda et al.（2002）に基づき等価震源距離を評価 
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図６（１） 基準津波４の波源の活動に伴い発生する余震と 

      弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄの比較（水平方向）
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図６（２）基準津波４の波源の活動に伴い発生する余震と 

          弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄの比較（鉛直方向）
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図７ 2011 年東北地方太平洋沖地震と 2011 年長野県北部の地震の震源位置 

及び島根原子力発電所と基準津波の波源の位置関係 
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東北地方太平洋沖地震

2011.3.12 3：59（M6.7）
長野県北部の地震

5条-別添1-添付22-12

180



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 2011 年２月下旬から 2011 年３月下旬の 1ヶ月間の地殻変動

［国土地理院（2011）に一部加筆］ 

 

島根原子力発電所  

2011 年長野県北部の地震（M6.7） 
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表３ 設定した誘発地震の震源諸元 

No. 断　層　名
ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

Ｍ
等価震源距離
Xeq（km）

1  田の戸
た と

断層 6.8 16.0

2  大船山東
おおふなやまひがし

断層 6.8 16.1

3  仏経山北
ぶっきょうざんきた

断層 6.8 26.2

4  東来待
ひがしきまち

－新田畑
し んた ばた

断層 6.8 20.2

5  柳井
や な い

断層 6.8 18.3

6  三刀屋北
み と や き た

断層 6.8 32.1

7  半場
は ん ば

－石原
いしはら

断層 6.8 25.7

8  布部
ふ べ

断層 6.8 32.1

9  東忌部
ひがしいんべ

断層 6.8 17.3

10  山王寺
さんのうじ

断層 6.8 22.2

11  大井
お お い

断層 6.8 16.0

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ 誘発地震として考慮する孤立した短い活断層の分布

仏経山北断層
三刀屋北断層

東来待－新田畑断層

山王寺断層

柳井断層 布部断層

半場－石原断層

東忌部断層

大井断層田の戸断層
大船山東断層

島根原子力発電所

孤立した短い活断層

［「［新編］日本の活断層」に加筆修正］ 

5条-別添1-添付22-14

182



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10（１） 基準津波４の波源の活動に伴い発生する誘発地震と 

    弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄの比較（水平方向）
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図 10（２） 基準津波４の波源の活動に伴い発生する誘発地震と 

    弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄの比較（鉛直方向） 
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別紙１ 

 

荷重の組合せに関する津波と地震の組合せの方針について 

 

１．津波と地震の組合せについて 

第６条（外部からの衝撃による損傷の防止）において自然現象の組合せは，

発生頻度及び最大荷重の継続時間を考慮して検討するとしており，基準津波と

基準地震動を独立事象として扱う場合は，それぞれの発生頻度が十分小さいこ

とから，津波荷重と地震荷重の組合せを考慮しない。それ以外の組合せについ

て，以下に示す。 

 

２．基準津波と地震の組合せについて 

基準津波と当該津波の波源を震源とする本震は，伝播速度が異なり同時に敷

地に到達することはないため，津波荷重と地震荷重の組合せを考慮する必要は

ない。 

基準津波（海域活断層）と当該津波の波源を震源とする余震は，同時に敷地

に到達することを想定し，津波荷重と地震荷重の組合せを考慮する。 

一方，基準津波（日本海東縁部）と当該津波の波源を震源とする余震につい

ては，当該津波の波源が敷地から遠く，余震の敷地への影響が明らかに小さい

ことから，津波荷重と地震荷重の組合せを考慮しない。さらに，当該津波につ

いては，仮に余震以外のその他の地震として，頻度が高く年に１回程度発生す

る地震動レベルの小さい地震を独立事象として想定したとしても，当該津波の

発生頻度及び最大荷重継続時間（120分と設定：別紙２参照）を踏まえると，

当該津波の最大荷重継続時間内に余震以外のその他の地震が発生する頻度は，

表１のとおり，2.3×10－８／年であり十分小さい※ことから，津波荷重と地震

荷重の組合せを考慮しない。 

また，基準津波以外の津波は，阿部（1989）の予測式に基づく津波の予測高

さによると，表２に示すとおり，基準津波（海域活断層）の波源の断層である

Ｆ－Ⅲ～Ｆ－Ⅴ断層に比べて水位が低く敷地に与える影響は小さいため，余震

荷重との組合せを考慮しない。 

 
※JEAG4601 において組み合わせるべき荷重としては，事象の発生確率，継続時間，地震動の発生確率を踏まえ，   

その確率が 10－７／炉年以下となるものは組合せが不要と記載されている 
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３．基準地震動と津波の組合せについて 

基準地震動の震源（海域活断層）からの本震と当該本震に伴う津波は，伝播

速度が異なり同時に敷地に到達することはないことから，組合せを考慮する必

要はない。 

基準地震動の震源については，他の海域の活断層よりも敷地に近い位置に存

在し，仮に誘発地震に伴う津波の発生を考慮した場合においても，基準地震動

が敷地に到達すると同時に当該津波が敷地に到達することはないことから，組

合せを考慮する必要はない。 

 

【参考文献】 

 ・阿部勝征(1989)：地震と津波のマグニチュードに基づく津波高の予測,東京

大学地震研究所彙報，Vol.64，pp.51-69 

 ・国土交通省・内閣府・文部科学省（2014）：日本海における大規模地震に関

する調査検討会，最終報告書（H26.9） 
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表１ 地震及び津波の最大荷重継続時間と発生頻度 

荷重の種類 
最大荷重 

継続時間（年） 
発生頻度（/年） 

地震 

（基準地震動） 
10－５※１ ５×10－４※３

 

津波 

（基準津波） 
2.3×10－４※２ 10－４～10－５※４ 

※１ 10－５＝５分／（365 日×24 時間×60 分）として算出 

※２ 2.3×10－４＝120 分／（365 日×24 時間×60 分）として算出 

（別紙２参照） 

※３ JEAG4601 に記載されている基準地震動Ｓ２の発生確率を読み替えて適用 

※４ ハザード評価結果 

 

（基準津波の最大荷重継続時間内に余震以外のその他の地震が発生する頻度） 

基準津波の     基準津波の     余震以外のその他の地震の 

発生頻度    最大荷重継続時間      発生頻度（想定） 
 

10－４／年     2.3×10－４  年        １／年 

＝2.3×10－８／年 

 

× × 
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図１ 敷地周辺海域の主な活断層の分布 

 

 

表２ 阿部（1989）の予測式に基づく敷地周辺海域の 

主な活断層による津波の予測高※１ 

No. 断層（図１の番号）※２ 
断層長さ 

L(km) 

津波の 

伝播距離 

Δ(km) 

Mw 
予測高 

H(m) 

1 

Ｆ－Ⅲ～Ｆ－Ⅴ断層 

（①+②+③） 

［基準津波の波源の断層］ 

48.0 24 7.3 3.6 

2 
鳥取沖東部断層～ 

鳥取沖西部断層（④+⑤） 
98 84 7.7 2.7 

3 Ｆ57 断層（⑥） 108 103 7.7 2.2 

4 
Ｋ－４～Ｋ－７撓曲 

（⑦+⑧+⑨） 
19.0 12.9 6.7 1.8 

5 大田沖断層（⑩） 53 67 7.3 1.4 

6 
Ｋ－１撓曲＋Ｋ－２撓曲 

＋ＦKO断層（⑪+⑫+⑬） 
36 50 7.1 1.2 

7 Ｆk－１断層（⑭） 19.0 28.4 6.7 0.8 

8 隠岐北西方北部断層（⑮） 36 149 7.1 0.4 

9 見島北方沖西部断層（⑯） 38 201 7.1 0.3 

※１ 数値は，第 771 回審査会合資料 1-2 44 頁から引用 

※２ 日本海の九州から北海道までの津波波源のうち，日本海東縁部の断層以外で国土交通省・内閣府・文部科学省

（2014）により島根県に与える影響が大きいとされている断層（上表の No.１～３）及びその他の敷地周辺海域

の活断層（上表の No.４～９）について評価 

⑯

⑥

⑩

⑮

⑬

⑪

⑫

⑭ ⑦

⑧
⑨

③

② ①

⑤
④

島根原子力発電所

凡例
海域活断層(単独)

海域活断層(連動)
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別紙２ 

 

基準津波の最大荷重継続時間について 

 

「1.6 設計または評価に用いる入力津波」において確認している，各施設に対

する入力津波の時刻歴波形を図１に示す。なお，「海域活断層から想定される地

震による基準津波４」は，「日本海東縁部に想定される地震による基準津波１，

２，３，５及び６」と比べ，その津波の継続時間が短いことから，「日本海東縁

部に想定される地震による基準津波１，２，３，５及び６」の時刻歴波形のうち，

各施設に対して最も水位が高くなる入力津波の時刻歴波形を示している。 

図１のとおり，入力津波が最大水位となるのは短時間であることから，津波に

よる最大荷重継続時間も短時間となる。ただし，最大ではないものの比較的高い

水位が発生していることから，高い水位が発生する範囲を余裕を持って包含する

時間として，津波の最大荷重継続時間を 120 分と設定している。 
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※最大水位上昇量 11.13m＋朔望平均満潮位 0.58m＋潮位のばらつき 0.14m≒EL+11.9m 

施設護岸又は防波壁（入力津波１，防波堤無し） 

 

 

１号炉取水槽（入力津波１，防波堤無し） 

 

 
２号炉取水槽（入力津波１，防波堤無し） 

 

 
３号炉取水槽（入力津波１，防波堤無し） 

 

 

図１ 入力津波の時刻歴波形（日本海東縁部）（１／４）  
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３号炉取水路点検口（入力津波１，防波堤無し） 

 

 
１号炉放水槽（入力津波１，防波堤有り） 

 

 

１号炉冷却水排水槽（入力津波１，防波堤有り） 

 

 
１号炉マンホール（入力津波１，防波堤有り） 

 

 

図１ 入力津波の時刻歴波形（日本海東縁部）（２／４）  
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１号炉放水接合槽（入力津波１，防波堤有り） 

 

 
２号炉放水槽（入力津波１，防波堤有り） 

 

 
２号炉放水接合槽（入力津波１，防波堤無し） 

 

 
３号炉放水槽（入力津波５，防波堤無し） 

 

 

図１ 入力津波の時刻歴波形（日本海東縁部）（３／４） 
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３号炉放水接合槽（入力津波５，防波堤無し） 

 

 

図１ 入力津波の時刻歴波形（日本海東縁部）（４／４） 
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添付資料 25 

防波壁の設計方針及び構造成立性評価結果について 
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９．４ 地下水位の設定方針 

９．５ 解析用物性値 

１０．防波壁の構造成立性評価結果 

１０．１ 構造成立性評価の基本方針 

１０．２ 構造成立性評価断面の選定 

１０．３ 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造成立性検討 

１０．４ 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の構造成立性検討 

１０．５ 防波壁（波返重力擁壁）の構造成立性検討 

１０．６ 止水性に係る検討結果（２次元浸透流解析）  

１０．７ まとめ 
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１．概要 

 津波防護施設として防波壁に求められる要求機能は，繰り返しの襲来を想

定した遡上波に対して浸水を防止すること，基準地震動Ｓｓに対し要求され

る機能を損なうおそれがないよう，構造全体として変形能力について十分な

余裕を有することである。 

上記の機能を確保するための性能目標は，基準津波による遡上波に対し余

裕を考慮した防波壁高さを確保するとともに，構造体の境界部等の止水性を

維持し，基準地震動Ｓｓに対し止水性を損なわない構造強度を有した構造物

とすることである。 

 島根原子力発電所においては，入力津波に対して，高さ EL.＋15m の防波

壁を設置し，地震時の変位や変形を考慮しても十分な余裕を確保した防波壁

高さとなっている。 

防波壁の構造型式は，鉄筋コンクリート壁であり，さらに多重鋼管杭式擁

壁，鋼管杭式逆Ｔ擁壁及び波返重力擁壁に分類される。 

 

 

 

防波壁 多重鋼管杭式擁壁

鋼管杭式逆Ｔ擁壁

波返重力擁壁（岩盤部）

波返重力擁壁（地盤改良部）

（岩盤支持）

（岩盤支持）

（改良地盤支持）

（岩盤支持）

鉄筋コンクリート壁

 

 

 

 

防波壁は，地震後及び津波後の再使用性と津波の繰り返し作用を考慮し，

構造物全体の変形能力に対して十分な裕度を有するよう設計する。設計にお

いては，地盤の液状化の影響を考慮する。また，津波の検討においては地震

による影響を考慮したうえで評価する。 

 

 

２．津波防護対象施設 

設置許可基準規則 5 条及び 40 条の対象となる浸水防止設備及び津波監視

設備を第 2-1 図に示す。 
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３．防波壁に関する設置許可基準規則と各条文に対する確認事項 

防波壁に関する「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設

備の基準に関する規則」（以下，設置許可基準規則という。）の条文と，各条

文（第 3条，第 4条，第 5条）に対する確認事項をの第 3-1 表のとおり整理

した。 

以下の事項を確認することにより，防波壁の各条文への適合性を確認する。 

 

第 3-1 表 各条文（第 3条，第 4 条，第 5条）に対する確認事項 

設置許可基準規則 各条文に対する確認事項 本資料の説明範囲

第3条 設計基準対象施設の地盤

設計基準対象施設は，次条第二項の規定によ
り算定する地震力が作用した場合においても当該
設計基準対象施設を十分に支持することができる
地盤に設けなければならない。

• 地震力が作用した場合においても，接地圧に対する十分な
支持力を有すること

○

• 基準地震動による地震力が作用することによって弱面上のず
れ等が発生しないことを含め，基準地震動による地震力に対
する支持性能が確保されていること

ー
（基礎地盤の安定性評価

にて説明予定）

２ 耐震重要施設は，変形した場合においてもそ
の安全機能が損なわれるおそれがない地盤に設けな
ければならない。

• 地殻変動によって生じる支持地盤の傾斜及び撓み
ー

（基礎地盤の安定性評価
にて説明予定）

• 液状化及び揺すり込み沈下等の周辺地盤の変状を考慮して
も，施設の安全機能が損なわれるおそれがないこと

○

3 耐震重要施設は，変位が生ずるおそれがない地
盤に設けなければならない。

• 岩盤にずれが生じないこと
ー

（敷地の地質・地質構造に
て説明済み）

第4条 地震による損傷の防止

3 耐震重要施設は，その供用中に当該耐震重要
施設に大きな影響を及ぼすおそれがある地震による
加速度によって作用する地震力に対して安全機能
が損なわれるおそれがないものでなければならない。

• 常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重等と基
準地震動による地震力の組合せに対して，構造全体として
の変形能力について十分な余裕を有するとともに，その施
設に要求される機能を保持すること

○

 

設置許可基準規則 各条文に対する確認事項 本資料の説明範囲

第５条 津波による損傷の防止

設計基準対象施設は，その供
用中に当該設計基準対象施設に
大きな影響を及ぼすおそれがある
津波に対して安全機能が損なわれ
るおそれがないものでなければなら
ない。

• 基準津波による遡上波を地上部から到達又は流入させないこと
・Sクラスに属する設備が基準津波による遡上波が到達する高さにある場合には，防潮堤等の津
波防護施設及び浸水防止設備を設置すること

○

・遡上波の到達防止に当たっては，敷地及び敷地周辺の地形及びその標高，河川等の存在並
びに地震による広域的な隆起・沈降を考慮して，遡上波の回込みを含め敷地への遡上の可能
性を検討すること

・地震による変状又は繰り返し襲来する津波による洗掘・堆積により地形又は河川流路の変化
等が考えられる場合は，敷地への遡上経路に及ぼす影響を検討すること

ー
（耐津波設計

方針にて説明予定）

• 入力津波に対して津波防護機能を保持できること
・津波防護施設については，その構造に応じ，波力による浸食及び洗掘に対する抵抗性並びに
すべり及び転倒に対する安定性を評価し，越流時の耐性にも配慮した上で，入力津波に対す
る津波防護機能を十分に保持できるよう設計すること

・津波防護施設の外側の発電所敷地内及び近傍において建物・構築物及び設置物等が破損，
倒壊及び漂流する可能性がある場合には，防潮堤等の津波防護施設に波及的影響を及ぼさ
ないよう，漂流防止装置又は津波防護施設への影響の防止措置を施すこと

・耐津波設計上の十分な裕度を含めるため，各施設・設備の機能損傷モードに対応した荷重
（浸水高，波力・波圧，洗掘力及び波力等）について，入力津波から十分な余裕を考慮し
て設定すること

・余震の発生の可能性を検討した上で，必要に応じて余震による荷重と入力津波による荷重との
組合せを考慮すること

・入力津波の時刻歴波形に基づき，津波の繰り返しの襲来による作用が津波防護機能へ及ぼ
す影響について検討すること

○

• 地震による敷地の隆起・沈降，地震（本震及び余震）による影響，津波の繰り返しの襲来によ
る影響及び津波による二次的な影響（洗掘，砂移動及び漂流物等）を考慮すること

○

• 津波防護施設の設計に当たっては，入力津波による水位変動に対して朔望平均潮位を考慮し
て安全側の評価を実施すること。なお，その他の要因による潮位変動についても適切に評価し考
慮すること。また，地震により陸域の隆起又は沈降が想定される場合，想定される地震の震源モ
デルから算定される，敷地の地殻変動量を考慮して安全側の評価を実施すること

○
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４．防波壁設計に関する基本条件 

 ４.１ 防波壁の概要 

４.１.１ 防波壁の構造形式 

防波壁の構造型式は，鉄筋コンクリート壁であり，さらに多重鋼管杭式擁

壁，鋼管杭式逆Ｔ擁壁及び波返重力擁壁に分類される。なお，波返重力擁壁

は，改良地盤部と岩盤支持に分類される（第 4-1 図，第 4-2 図参照）。 

防波壁は津波荷重や地震荷重に対して，端部も含めて津波防護機能を十分

に保持出来るようにする。また，目地部について適切に止水対策を実施する。 

 

第 4-1 図 防波壁の平面図 

 

海抜15.0m

 

 

第 4-2(1) 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）（岩盤支持）の評価対象部位 
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第 4-2(2) 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）（岩盤支持）の評価対象部位 

 

 

※ 防波壁（波返重力擁壁）は，グラウンドアンカーの効果を期待しなくても，
耐震・耐津波安全性を担保している。

 

第 4-2(3) 図 防波壁（波返重力擁壁）の評価対象部位 

※ 

※ 
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４.１.２ 防波壁の構造選定 

多重鋼管杭式擁壁の構造選定 

・１，２号炉北側の施設護岸は基礎捨石上に設置しており，１，２号炉

北側の施設護岸と発電所施設は近接し，狭隘である。 

・基礎を支持する岩盤の深さは，最深約 EL.－14.5ｍである。 

・敷地の制約と岩盤深さを考慮し，鋼管杭による杭基礎構造を選定し，

設計した。なお，上部工から伝達される荷重に耐える構造とするため，

大口径の鋼管杭を多重化した。 

・上部工は下部から連続する鋼管杭（最内管）を被覆する鉄筋コンクリ

ート造とした。 

 

鋼管杭式逆Ｔ擁壁の構造選定 

・３号炉東側の一部の施設護岸は基礎捨石上に設置しており，３号炉東

側の施設護岸と発電所施設は十分な離隔距離がある。 

・基礎を支持する岩盤の深さは，最深約 EL.－10.0ｍである。 

・岩盤深さを考慮し，埋戻土（堀削ズリ）に対して地盤改良を実施する

設計とした。 

・上部工は安定性を考慮し，逆Ｔ構造の鉄筋コンクリート造とした。   

  

波返重力擁壁の構造選定 

・３号炉北側の施設護岸は改良地盤又は岩盤に直接設置している。 

・岩着構造の施設護岸を基礎とした直接基礎構造を選定し，設計した。 

・上部工は安定性を考慮し，重力擁壁構造の鉄筋コンクリート造とした。 
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４.２ 防波壁（共通）の設計フロー 

 防波壁の設計フローを以下に示す。 

 

 

 
第 4-3 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の設計フロー 
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４.３ 基準地震動 

構造成立性評価断面（地点）における基準地震動５波の応答結果から，

構造成立性評価地震波を選定する。基準地震動Ｓｓの時刻歴波形及び応答ス

ペクトルを第 4-4 図及び第 4-5 図に示す。 

 

第 4-4 図 基準地震動Ｓｓ の時刻歴波形 

 

 

第 4-5 図 基準地震動Ｓｓ の応答スペクトル 
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４.４ 防波壁高さ及び設計に用いる津波高さ 

防波壁は，設計に用いる津波高さ（入力津波高さ）に対して余裕を持った

高さを設定している。設計に用いる津波高さと防波壁高さの関係を第 4-1 表 

に，設計裕度のイメージを第 4-6 図に示す。 

 

第 4-1 表 設計に用いる津波高さと防波壁高さの関係 

設計に用いる津波高さ
（高潮ハザードの裕度を参照）

EL.+12.6m

防波壁高さ EL.+15.0ｍ

設計裕度 2.4ｍ
 

 

 

 

▼許容津波高さ

基準津波及び地震による
地形の変化を考慮した

▼最大水位上昇量

▼入力津波高さ

EL.+15.0(防波壁高さ)

③参照する裕度
【0.64m】

EL.＋11.9m

EL.＋12.6m

防波壁の設計に用いる
▼津波高さ

設計の裕度

①朔望平均満潮位

【0.58m】

②潮位のばらつき
【0.14m】

高潮ハザード

の再現期間

100年期待値

【1.36m】

許容値

 

第 4-6 図 防波壁設計裕度のイメージ 
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４.５ 検討ケース及び荷重の組合せ 

防波壁の検討ケースは，荷重の組合せを考慮し，以下のケースを実施する。

防波壁は，地震後及び津波後の再使用性と津波の繰返し作用を考慮し，構造

物全体の変形能力に対して十分な裕度を有するよう設計する。 

なお，津波荷重，漂流物衝突荷重及び荷重の組合せについては，今後，別

の論点の審査結果を反映する。 

    

 

第 4-2 表 荷重の組合せ 

検討ケース 荷重の組合せ※

地震時 常時荷重＋地震荷重

津波時
常時荷重＋津波荷重＋漂流物衝突荷重
（海域活断層から想定される地震による津波においては入力津波高さ以深の防波壁の部位
においても漂流物が衝突するものとして照査を実施する。）

重畳時
（津波＋余震時）

常時荷重＋津波荷重＋余震荷重
（海域活断層から想定される地震による津波が到達する防波壁（波返重力擁壁）のケーソ

ン等については，海域活断層から想定される地震による津波に対する評価を実施する）

※自然現象による荷重（風荷重及び積雪荷重）は設備の設置状況，構造（形状）等の条件を含めて適切に組み合わせを考慮する
 

 

 

第 4-3 表 荷重の内容 

荷重 内容

常時荷重 構造物の自重，土圧，

自然現象による荷重 風荷重，積雪荷重

地震荷重 基準地震動Ｓｓを作用させる

余震荷重
弾性設計用地震動ＳdーDによる地震動を
考慮する

津波荷重

津波荷重（津波波力）を考慮する
なお，設計用津波波力について，敷地高以
上は朝倉式に基づき算定し，敷地高以深に
ついては谷本式に基づき算定する

漂流物衝突荷重
漂流物，荷重算定式について詳細検討を
行ったうえで作用させる
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▽EL.+12.6m

敷地標高▽EL.+6.5m

▽EL.+15.0m

静水面▽EL.±0.00m

海底面▽

防波壁

設計に用いる津波高さ

敷地高以深

敷地高以上

陸→←海

敷地高以上：朝倉式により津波波圧算定
敷地高以深：谷本式により津波波圧算定

漂流物衝突荷重

 
 

第 4-7 図 津波時の荷重イメージ図（波返重力擁壁） 
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４.６ 重畳時（津波＋余震時）の評価 

基準津波の波源の活動に伴い発生する可能性がある津波及び余震の影響

を踏まえ，「津波＋余震時」の検討の要否について以下の通り，検討を行っ

た。「日本海東縁部に想定される地震による基準津波１，２，３，５及び６」

の波源位置は，敷地から 600km 以上の距離にあり，その波源の活動に伴う余

震については，敷地への影響が明らかに小さい。 

「海域活断層に想定される地震による基準津波４」は，防波壁の敷地の壁

体部（被覆コンクリート部等）には到達しないが，到達する部位については

個別に評価を実施する。なお，詳細については，荷重の組合せの審査におい

て説明する。 

 

第 4-8 図 島根原子力発電所と基準津波の波源 

 

 

 
第 4-9 図 基準津波４の最大水位上昇量分布 
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４.７ 解析用物性値 

防波壁の設計に用いる解析条件（解析用物性値等）の設定方針は，以下の

とおりとする。 

【施設・地盤の解析用物性値】 

・施設の解析用物性値は，「コンクリート標準示方書［構造性能照査編］

（社）土木学会，2002 年制定」等に基づき設定する。 

・地盤の解析用物性値は，原位置試験結果及び室内試験結果に基づき設

定することを基本とするが，一部については，港湾基準等に準拠し，

妥当性を確認のうえ，慣用値を用いる。 

【設計地下水位】 

・詳細設計段階において，防波壁や改良地盤等をモデル化した浸透流解

析を実施し，自然水位より保守的に設定した水位を設計地下水位とし

て設定する。 

【液状化強度特性】 

・液状化評価対象層（埋戻土（掘削ズリ），砂礫層）に対して実施した

液状化試験結果に基づく液状化強度特性よりも保守的な有効応力解

析（FLIP）の簡易パラメータ設定法により液状化強度特性を設定する。

簡易設定法及び液状化試験結果による液状化強度曲線の比較を第

4-10 図に示す。 
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第 4-10 図 簡易設定法及び液状化試験結果による液状化強度曲線の比較 
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５．防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の設計方針 

５.１ 構造概要 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の断面図を第 5-1 図に，構造概要を第 5-2 図

に示す。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は，１，２号炉北側に配置し，鋼管杭を岩盤

に打設した（根入れ深さ：5.0m 程度）。 

鋼管杭は，コンクリートで中詰めされた大口径管の多重構造を採用してい

る。また，岩盤部では隣り合う多重鋼管杭間にセメントミルクを間詰めし，

埋戻土部はグラウト材で間詰めした。 

被覆コンクリート壁は，下部の鋼管杭から連続する鋼管杭を鉄筋コンクリ

ートで被覆した部材で構成される。鋼管杭６本程度を１ブロックの標準とし

た壁体を連続して設置した。このブロック間の境界には，止水性を保持する

ための止水目地（8.1 参照）を設置する。 

防波壁の背後に止水性を有する地盤改良を実施する対策を行う。（詳細は

5.5（4）参照） 

消波ブロック

埋戻土
（掘削ズリ）

施設護岸

捨石

基礎捨石

岩盤

埋戻土
（粘性土）

←海 陸→EL.+15m

鋼管杭（多重管）

被覆コンクリート壁（鉄筋コンクリート造） 鋼管杭（単管）

▽HWL
被覆石

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）断面図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁（改良地盤部））断面図

EL.+15m←海 陸→

消波ブロック

埋戻土
（掘削ズリ）

施設護岸

捨石

基礎捨石

岩盤

埋戻土
（粘性土）

改良
地盤①

砂礫層

鋼管杭（多重管）

被覆コンクリート壁（鉄筋コンクリート造） 鋼管杭（単管）

▽HWL

被覆石

改良地盤③
改良地盤③

 

第 5-1 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の断面図 

直径2.2m

直径2.0m

直径1.8m

直径1.6m

【鋼管杭断面図】

中詰めｺﾝｸﾘｰﾄ

直径2.2m,厚さ25mm
直径2.0m,厚さ25mm
直径1.8m,厚さ25mm
直径1.6m,厚さ25mm

中詰めモルタル

 

第 5-2 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造概要図 
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防波壁（多重鋼管杭式擁壁）については，1，2号炉北側全線にわたり多

重鋼管杭を連続的に設置した。岩盤上に砂礫層が堆積している範囲におい

て防波壁前面で薬液注入工法（特殊スラグ系固化材）により地盤改良を実

施した（改良地盤①）。また，取水路及び屋外排水路設置箇所等で杭間隔

が大きい区間については，側方の鋼管杭に支持された上部工が横断する構

造としており，横断部の地中については，止水性を保持する観点から薬液

注入工法（セメント系固化材）により地盤改良を実施した（改良地盤②）。    

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の縦断図を第 5-3 図に，平面図（止水目地

位置含む）を第 5-4 図に示す。防波壁取水路横断部（④－④断面）南側に

は２号炉取水槽，北東端部（⑤－⑤断面）東側にはサイトバンカ建物，及

びその他の断面近傍には管理事務所４号館などの一般事務建物がそれぞ

れ隣接している。 

 

 

Ｎ

防波壁平面図（多重鋼管杭式擁壁）

※止水目地の設置高さ及び根入れ長については，敷地の地盤高さ及び入力津波高さを踏まえて設定する。

岩盤２号炉取水路 １号炉取水路

E.L.(m)

0

-50

E.L.(m)

0

-50

▽ EL+15.0m

防波壁縦断図（多重鋼管杭式擁壁）

施設護岸
前出し部

一般部 一般部

多重鋼管杭式擁壁 波返重力擁壁

→南東北西← →東 →北東西← 南西←

取水路
横断部

施設護岸
前出し部

西端部 取水路
横断部

改良地盤部 一般部

多重鋼管杭式擁壁

改良地盤②（杭間部）

凡例

改良地盤①（砂礫層）

施設護岸

波返重力擁壁

防波扉

鋼管杭式逆T擁壁

改良地盤②（1号炉取水路上部等）

凡例

改良地盤①（砂礫層）

止水目地※

防波扉

屋外排水路横断部

折
れ

点

折
れ

点

北東端部

 

第 5-3 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の縦断図 
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第 5-4 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の平面図 
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防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は，一般部，改良地盤部，施設護岸前出し

部，取水路横断部，北東端部及び西端部で構成される。特徴は以下のとお

り。 

・防波壁（多重鋼管杭式擁壁）一般部（①－①断面）については，施設

護岸の南側（陸側）に防波壁（多重鋼管杭式擁壁）が配置される構造

となっている。 

・防波壁（多重鋼管杭式擁壁）改良地盤部（②－②断面）については，

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の南東角部に位置し，支持地盤が深く，

杭長が最も長い箇所である。周辺の砂礫層（海側）に対しては，薬液

注入工法により地盤改良を実施した。 

・防波壁（多重鋼管杭式擁壁）施設護岸前出し部（③－③断面）につい

ては，施設護岸の北側（海側）に防波壁（多重鋼管杭式擁壁）が配置

される構造となっている。 

・防波壁（多重鋼管杭式擁壁）取水路横断部（④－④断面）については，

2 号炉取水管（φ4.3m）を横断するため，側方の多重鋼管杭を南北方

向に 2列配置し，杭頭連結材を設置した（杭頭部の構造については 5.5

（1）参照）。 

・防波壁（多重鋼管杭式擁壁）北東端部（⑤－⑤断面）については，施

設護岸上に防波壁（多重鋼管杭式擁壁）が配置される構造となってい

る。 

・防波壁（多重鋼管杭式擁壁）西端部（⑥－⑥断面）については，施設

護岸の南西側（陸側）に防波壁（多重鋼管杭式擁壁）が配置される構

造となっている。 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）一般部の構造を第 5-5(1) 図に，改良地盤

部の構造を第 5-5(2)図に，施設護岸前出し部の構造を第 5-5(3)図に，取

水路横断部の構造を第 5-5(4)図に，北東端部の構造を第 5-5(5)図に，西

端部の構造を第 5-5(6)図に示す。また， 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）を

構成する各部位の仕様を第 5-1 表及び第 5-6 図に示し，評価対象部位及び

構造上のバウンダリを第 5-2 表及び第 5-7 図に示す。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は被覆コンクリート壁及び止水目地を構造

上のバウンダリとする。また，地中部の改良地盤③についても構造上のバ

ウンダリとする。 
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第 5-5(1) 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）一般部（①－①）断面図 

 

 

 

 

 
第 5-5(2) 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）改良地盤部（②－②） 断面図 
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第 5-5(3) 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）施設護岸前出し部（③－③） 

断面図 

 

 

 

 

 

第 5-5(4) 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）取水路横断部（④－④）断面図 
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第 5-5(5) 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）北東端部（⑤－⑤断面）断面図 

 

 

 

 

 

 

第 5-5(6) 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）西端部（⑥－⑥断面）断面図 
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第 5-1 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の各部位の仕様 

部位 仕様

【施設】

鋼管杭

最内管：φ1600mm,t=25mm,SKK490
最内から2番目の管：φ1800mm,t=25mm,SKK490
最内から3番目の管：φ2000mm,t=25mm,SKK490
最外管：φ2200mm,t=25mm, SKK490又はSM490Y
中詰コンクリート（f’ck=18N/mm2）

被覆コンクリート壁
コンクリート：f'ck=24N/mm2

鉄筋 ：SD345

止水目地 ゴムジョイント，シートジョイント：クロロプレンゴム

【地盤】※

セメントミルク qu=9.8N/mm2以上

改良地盤①（砂礫層） 薬液注入工法（セメント系固化材，特殊スラグ系固化材）

※防波壁の背後に実施する地盤改良（改良地盤③）の仕様は詳細設計段階において説明する。
 

 
 

鋼管杭（単管）

鋼管杭（多重管）

被覆コンクリート壁
（鉄筋コンクリート造）

イメージ図

1600mm 1600mm

900mm

2200mm2200mm

最外管の間隔
300mm

中詰めモルタル
中詰めコンクリート

グラウト材（埋戻土部）
セメントミルク（岩盤部）鋼管杭断面図

直径2.2m,厚さ25mm

直径2.0m,厚さ25mm

直径1.8m,厚さ25mm

直径1.6m,厚さ25mm

改良地盤③

陸

海

直径2.2m

直径2.0m

直径1.8m

直径1.6m

【鋼管杭断面図】

中詰めｺﾝｸﾘｰﾄ

中詰めモルタル

直径2.2m,厚さ25mm
直径2.0m,厚さ25mm
直径1.8m,厚さ25mm
直径1.6m,厚さ25mm

詳細図  

第 5-6 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の各部位の仕様 
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第 5-2 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の評価対象部位の役割 

評価対象部位 役割 備考

鋼管杭 被覆コンクリート壁を支持

被覆コンクリート壁 止水目地を支持，遮水性の保持

止水目地 被覆コンクリート壁間の遮水性の保持

セメントミルク 鋼管杭の変形を抑制，難透水性の保持

改良地盤①（砂礫層） 鋼管杭の変形を抑制，難透水性の保持 薬液注入工法

改良地盤③（防波壁背後） 難透水性の保持 薬液注入工法（計画）

岩盤 鋼管杭及び被覆コンクリート壁を支持，基礎地盤
のすべり安定性に寄与，鋼管杭の変形を抑制

基礎地盤

改良地盤②（1号炉取水路上部等），埋戻土（掘削ズリ），埋戻土（粘性
土），砂礫層，施設護岸，被覆石，捨石，基礎捨石，消波ブロック，グラウト材

役割に期待しない

施設の範囲 「役割」を期待する地盤

 

 

 

 

EL+15m

消波ブロック

埋戻土
（掘削ズリ）

施設護岸

捨石

基礎捨石

岩盤

埋戻土
（粘性土）

←海
陸→

改良
地盤①

砂礫層

鋼管杭（多重管）

被覆コンクリート壁（鉄筋コンクリート造）

被覆石

改良地盤③

鋼管杭（単管）

セメントミルク（岩盤部杭間充填）

グラウト材（埋戻土部杭間充填）

：「施設」の範囲

：「役割」を期待する地盤

：施設によるバウンダリ

：地盤によるバウンダリ

 

第 5-7 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）（改良地盤部）における 

構造上のバウンダリ 
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５.２ 規制における要求機能 

５.２.１ 設置許可基準規則に対する確認事項 

新規制基準への適合性において，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）における設

置許可基準規則の各条文に対する検討要旨を第 5-3 表に示す。以下の条文

を確認することにより，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の各条文への適合性を

確認する。 

 

第 5-3 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）における検討要旨 

規 則 検 討 要 旨

第３条
（設計基準対象施設の地盤）

• 施設（鋼管杭）を支持する地盤を対象とし，すべり，支持力，
傾斜等に対する安定性を確認する。

第４条
（地震による損傷の防止）

• 施設と地盤との動的相互作用や液状化検討対象層の地震時
の挙動を考慮したうえで，施設の耐震安全性を確認する。

第５条
（津波による損傷の防止）

• 地震（本震及び余震）による影響を考慮したうえで，機能を
保持できることを確認する。

• 液状化検討対象層の地震時の挙動の考慮を含む。
 

 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）における条文に対応する施設の範囲及び各部

位の役割を第 5-8 図及び第 5-4 表に示す。なお，以下では，津波を遮断す

る役割を『遮水性』，材料として津波を通しにくい役割を『難透水性』とし，

これらを総称して『止水性』と整理する。防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の周

辺地盤及び施設護岸については，設置状況に応じて解析モデルに取り込むが，

防波壁の前面に位置している施設護岸については，その損傷による防波壁へ

の影響が大きいと考えられるため，それが損傷した場合の防波壁の耐震性へ

の影響を確認する（詳細は 5.5（4）参照）。 

鋼管杭間を間詰めしているグラウト材及び改良地盤②は難透水性の地盤

ではあるが，地震により施設護岸が損傷し，杭間に直接津波波圧が作用した

場合には，止水性を担保することが困難であることから，津波の地盤中から

の回り込みに対して万全を期すため，防波壁の背後に地盤改良（改良地盤③）

を実施する（詳細は 5.5（4）参照）。 
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鋼管杭（単管）

鋼管杭（多重管）

被覆コンクリート壁
（鉄筋コンクリート造）

イメージ図

1600mm 1600mm

900mm

2200mm2200mm

最外管の間隔
300mm

中詰めモルタル
中詰めコンクリート

グラウト材（埋戻土部）
セメントミルク（岩盤部）鋼管杭断面図

直径2.2m,厚さ25mm

直径2.0m,厚さ25mm

直径1.8m,厚さ25mm

直径1.6m,厚さ25mm

改良地盤③

陸

海

直径2.2m

直径2.0m

直径1.8m

直径1.6m

【鋼管杭断面図】

中詰めｺﾝｸﾘｰﾄ

中詰めモルタル

直径2.2m,厚さ25mm
直径2.0m,厚さ25mm
直径1.8m,厚さ25mm
直径1.6m,厚さ25mm

 

 

：「施設」の範囲

：「役割」を期待する地盤

：施設によるバウンダリ

：地盤によるバウンダリ

 

第 5-8 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の役割を期待する範囲 
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第 5-4 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の各部位の役割 

部位の名称 地震時の役割 津波時の役割

施
設

鋼管杭 ・被覆コンクリート壁を支持する。 ・被覆コンクリート壁を支持する。

被覆コンクリート壁 ・止水目地を支持する。
・止水目地を支持するとともに，遮水性を保持す

る。

止水目地 ・被覆コンクリート壁間の変形に追従する。
・被覆コンクリート壁間変形に追従し，遮水性を

保持する。

地
盤

セメントミルク ・鋼管杭の変形を抑制する。
・鋼管杭の変形を抑制する。
・難透水性を保持する。

改良地盤①
（砂礫層）

・鋼管杭の変形を抑制する。 ・難透水性を保持する。

改良地盤②
（1号炉取水路上部等）

・役割に期待しない。 ・難透水性の地盤ではあるが，役割に期待しない。

改良地盤③
（防波壁背後）

・役割に期待しない（解析モデルに取り込み，
防波壁への相互作用を考慮する）。

・難透水性を保持する。

岩盤
・鋼管杭及び被覆コンクリート壁を支持する。
・基礎地盤のすべり安定性に寄与する。
・鋼管杭の変形を抑制する。

・鋼管杭及び被覆コンクリート壁を支持する。
・鋼管杭の変形を抑制する。

埋戻土（掘削ズリ）,
埋戻土（粘性土）,
砂礫層

・役割に期待しない（解析モデルに取り込み，
防波壁への相互作用を考慮する）。

・防波壁より陸側については，津波荷重に対して
地盤反力として寄与する。

施設護岸，基礎捨石，
捨石，被覆石

・役割に期待しない（解析モデルに取り込み，
防波壁への波及的影響を考慮する）。

・役割に期待しない。

消波ブロック ・役割に期待しない。 ・役割に期待しない。

グラウト材 ・役割に期待しない。 ・難透水性の地盤ではあるが，役割に期待しない。
 

 

各部位の『施設』と『地盤』を区分するに当たり，セメントミルク，改良

地盤①（砂礫層）及び改良地盤③（防波壁背後）の具体的な役割を第 5-5 表

のとおり整理した。 

側方地盤としての鋼管杭の変形抑制を主な役割（第 5-5 表中「○」と記

載）とするセメントミルク及び改良地盤①（砂礫層），また，難透水性の保

持を役割とする改良地盤③（防波壁背後）について，『地盤』と区別する。 

なお，施設の役割を維持するための条件として設計に反映する項目「〇」

と評価した具体的な考え方を以下に示す。 

・セメントミルク，改良地盤①（砂礫層）及び改良地盤③（防波壁背後）

の役割である健全性については，鋼管杭の変形を抑制するために剛性

（変形特性）を設計に反映することから「○」とした。 

・セメントミルク，改良地盤①（砂礫層）及び改良地盤③（防波壁背後）

の役割である止水性については，地盤中からの回り込みによる浸水を防

止するために透水係数を設計に反映することから「〇」とした。なお，

透水係数を保守的に考慮しても津波の滞水時間中に敷地に浸水しない

ことを浸透流解析により確認する。 
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第 5-5 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の各部位の具体的な役割 

 

部位

具体的な役割

『施設』と『地盤』の
区分の考え方地震時 津波時

鉛
直
支
持

す
べ
り
安
全
率

耐
震
性

（
鋼
管
杭
の
変
形
抑
制
）

耐
津
波
性

（
遮
水
性
・
難
透
水
性
）

セメントミルク
・鋼管杭間にセメントミルクを設置すること
で，鋼管杭の変形を抑制する。

・鋼管杭間にセメントミルクを設置すること
で，鋼管杭の変形を抑制する。

・難透水性を有するセメントミルクを鋼管
杭間に連続的に設置することで，津波
時の水みちを形成しない。

ー ー ○ ○

鋼管杭の変形抑制が主な役
割であり，施設の側方地盤に
要求される役割と同等であるこ
と，難透水性の保持の役割を
もつことから『地盤』と区分する。

改良地盤①
（砂礫層）

・鋼管杭の海側に改良地盤を設置するこ
とで鋼管杭の変形を抑制する。

・難透水性を保持することで，遮水性を
有する被覆コンクリート壁，止水目地の
下部地盤中からの回り込みによる浸水
を防止する。

ー ー ○ ○

鋼管杭の変形抑制が主な役
割であり，施設の側方地盤に
要求される役割と同等であるこ
と，難透水性の保持の役割を
もつことから『地盤』と区分する。

改良地盤③
（防波壁背後）

・役割に期待しない。

・難透水性を保持することで，遮水性を
有する被覆コンクリート壁，止水目地，
下部地盤中からの回り込みによる浸水
を防止する。

ー ー ー ○
難透水性の保持の役割をもつ
ことから『地盤』と区分する。

 

 

 

以上を踏まえ，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）における各部位の役割に対す

る性能目標を第 5-6 表に，性能目標を満足するための照査項目と許容限界

を第 5-7 表に示す。岩盤は「鋼管杭の支持」及び「基礎地盤のすべり安定

性に寄与」の役割を有していることから，支持力及び基礎地盤のすべり安全

率により健全性を確認する。液状化の影響については有効応力解析により考

慮し，埋戻土，砂礫層の変状に伴う施設評価への影響を検討する。 

また，液状化に伴う海側の埋戻土，砂礫層の変状により護岸形状が変化し，

荷重伝達経路や津波波圧に影響する可能性があることから，詳細設計段階に

影響の程度を検討する（詳細は 9.3 を参照）。 

なお，施設及び岩盤の各部位の役割や性能目標を長期的に維持していくた

めに必要な保守管理方法を今後検討していく。 
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第 5-6 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の各部位の役割に対する性能目標 

部位

性能目標

鉛直支持
（第３条）

すべり安定性
（第３条）

耐震性
（鋼管杭の変形抑制）

（第４条）

耐津波性
（透水性，難透水性）

（第５条）

施
設

鋼管杭

－ －

構造部材の健全性を保持するために，
鋼管杭が概ね弾性状態に留まること。

構造部材の健全性を保持するために，
鋼管杭が概ね弾性状態に留まること。

被覆コンクリート壁
構造部材の健全性を保持するために，
被覆コンクリート壁が概ね弾性状態に
留まること。

止水目地の支持機能を喪失して被覆コ
ンクリート間から有意な漏えいを生じない
ために，被覆コンクリート壁が概ね弾性
状態に留まること。

止水目地
被覆コンクリート壁間から有意な漏え
いを生じないために，止水目地の変
形性能を保持すること。

被覆コンクリート壁間から有意な漏えいを
生じないために，止水目地の変形・遮
水性能を保持すること。

地
盤

セメントミルク － －
鋼管杭の変形を抑制するため，セメ
ントミルクがすべり破壊しないこと。
（内的安定を保持）

地盤中からの回り込みによる浸水を防止
（難透水性を保持）するためセメントミ
ルクがすべり破壊しないこと。（内的安定
を保持）

改良地盤①
（砂礫層）

－ －
鋼管杭の変形を抑制するため，改良
地盤がすべり破壊しないこと。（内的
安定を保持）

地盤中からの回り込みによる浸水を防止
（難透水性を保持）するため改良地盤
がすべり破壊しないこと。（内的安定を
保持）

改良地盤③
（防波壁背後）

－ － －

地盤中からの回り込みによる浸水を防止
（難透水性を保持）するため改良地盤
がすべり破壊しないこと。（内的安定を
保持）

岩盤
鋼管杭を鉛直支持するため，
十分な支持力を保持すること。

基礎地盤のすべり安定性を確
保するため，十分なすべり安全
性を保持すること。

鋼管杭の変形を抑制するため，鋼管
杭周辺岩盤がすべり破壊しないこと。
（内的安定を保持）

－

 
 

第 5-7 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）各部位の照査項目と許容限界 

（上段：照査項目，下段：許容限界） 

部位

照査項目と許容限界

鉛直支持
（第３条）

すべり安定性
（第３条）

耐震性
（鋼管杭の変形抑制）

（第４条）

耐津波性※1

（透水性，難透水性）
（第５条）

施
設

鋼管杭

－ －

曲げ・せん断

（降伏モーメント（曲げ）及びせん断応力度（せん断））

被覆コンクリート壁
曲げ・せん断

（短期許容応力度以下）

止水目地
変形 変形・水圧

（許容変形量以下） （許容変形量・許容水圧以下）

地
盤

セメントミルク － －
すべり安全率※３

（1.2以上）

改良地盤①
（砂礫層）

－ －

すべり安全率※３

（1.2以上）

改良地盤③
（防波壁背後）

－
すべり安全率※３

（1.2以上）

岩盤
支持力 すべり安全率（基礎地盤）※２ すべり安全率※３

－
（極限支持力度） （1.5以上） （1.2以上）  

※１ 設備及び地盤を含む範囲の浸透流解析により，セメントミルク及び改良地盤の透水係数を保守的に考慮しても津波の滞水時間中に浸水しないことを確認する。
※２ 第3条のすべり安全率は施設の外的安定の確認を目的としており，「基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価結果に係る審査ガイド」に基づいて1.5以上を許容限界とする。
※３ 第4条・第5条のすべり安全率は各部位の内的安定の確認を目的としており，「耐津波設計に係る審査ガイド」を準用して1.2以上を許容限界とする。  
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５.３ 周辺地質 

   防波壁周辺の被覆層の分布状況及び地山の岩盤の分布状況を第 5-9 図に

示す。 

凡例
：調査位置
：埋戻土（掘削ズリ）
：埋戻土（掘削ズリ）+埋戻土（粘性土）
：埋戻土（掘削ズリ）+砂礫層
：埋戻土（掘削ズリ）+埋戻土（粘性土）+砂礫層
：砂礫層
：岩盤に支持される構造物
：岩盤

３号炉

２号炉 １号炉

 

第 5-9 図 敷地の被覆層 平面図 

 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地質縦断図を第 5-10 図 に，岩級縦断図

を第 5-11 図 に，地質断面図を 第 5-12～16 図に示す。防波壁（多重鋼管

杭式擁壁）は，杭を介して主にＣＭ級及びＣＨ級岩盤に支持されており，縦

断方向に応じた地質変化部は存在しない。 

各断面の特徴は以下のとおり。 

・①-①断面は，鋼管杭を岩盤に根入れしている。また，周辺には埋戻土

（掘削ズリ）等が分布している。 

・②－②断面は，鋼管杭を岩盤に根入れしている。また，周辺には埋戻土

（掘削ズリ），砂礫層等が分布している 

・③－③断面は，鋼管杭を岩盤に根入れしている。また，周辺には埋戻土

（掘削ズリ）等が分布している。 

・④－④断面は，鋼管杭を岩盤に根入れしている。また，周辺には埋戻土

（掘削ズリ）が分布している。 

・⑤－⑤断面は，鋼管杭を岩盤に根入れする。また，周辺には埋戻土（掘

削ズリ）等が分布している。 
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多重鋼管杭式
擁壁延長約430m

Ｎ

 

取水路横断部 施設護岸前出し部 一般部 一般部 改良地盤部

（②-②断面）（①-①断面）（④-④断面） （③-③断面）

E.L.(m)

0

-50

▽ EL+15.0m

多重鋼管杭式擁壁 波返重力擁壁

２号炉取水路 １号炉取水路

→南東

E.L.(m)

0

-50

北西← →東 →北東南西←

取水路横断部 施設護岸前出し部西端部

西←

一般部

折
れ

点

折
れ

点

（⑥-⑥断面） （⑤-⑤断面）

北東端部

 

第 5-10 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地質縦断図 

 

 

 

 

 

 

 

取水路横断部 施設護岸前出し部 一般部 一般部 改良地盤部

（②-②断面）（①-①断面）（④-④断面） （③-③断面）

E.L.(m)

0

-50

▽ EL+15.0m

多重鋼管杭式擁壁 波返重力擁壁

２号炉取水路 １号炉取水路

→南東

E.L.(m)

0

-50

北西← →東 →北東南西←

取水路横断部 施設護岸前出し部

西←

一般部

折
れ

点

折
れ

点

（⑥-⑥断面）

西端部

北東端部

（⑤-⑤断面）

 

第 5-11 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の岩級縦断図 

 

 

 

 

5条-別添1-添付25-34

227



 

 

第 5-12 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地質断面図（①－①） 

 

 

 

 

 

第 5-13 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地質断面図（②－②） 
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第 5-14 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地質断面図（③－③） 

 

 

第 5-15 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地質断面図（④－④） 

 

 

第 5-16 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地質断面図（⑤－⑤） 
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５.４ 設計方針 

５.４.１ 設計フロー 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の設計フローのうち解析の流れを以下に示す。 
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５.４.２ 設計方針の概要 

  防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の部位ごとの設計方針を第 5-9 表に示す。 

被覆コンクリート壁の設計方針概要については以下に示す。 

 

【被覆コンクリート壁の設計方針概要】 

２次元動的ＦＥＭ解析及び２次元静的フレーム解析の結果から算出され

た加速度と変形量を用いて，３次元静的ＦＥＭ解析により被覆コンクリート

壁の照査をする。また，取水路横断部の被覆コンクリート壁についても，前

後２列に配置される鋼管杭を含む３次元的な挙動を精緻に評価するため，鋼

管杭の配置を考慮した梁モデルによる静的解析から３次元静的ＦＥＭ解析

による照査に見直す。 

参考として，取水路横断部における当初の設計方針を(a) 取水路横断部の

方針に示す。 

 

第 5-9 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の部位ごとの設計方針 

評価部位 検討ケース 解析方法 照査項目 設計で用いる許容限界 適用基準

鋼管杭
地震時

２次元動的ＦＥＭ解析
（有効応力解析）

曲げ・せん断
（曲げ）降伏モーメント

（せん断）せん断応力度
道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編
（平成14年３月）

津波時 ２次元静的フレーム解析

被覆
コンクリート壁

地震時

３次元静的ＦＥＭ解析 曲げ・せん断 短期許容応力度
コンクリート標準示方書，構造性能照査編，
2002年制定津波時

止水目地

地震時
2次元動的ＦＥＭ解析

（有効応力解析）
変形・水圧 メーカー規格及び性能試験に基づく許容変形量及び許容水圧以下とする。

津波時 2次元静的フレーム解析

止水目地の
鋼製部材

地震時
2次元動的ＦＥＭ解析

（有効応力解析） 曲げ・せん断 「建築基準法施行令2006年6月」を踏まえた許容応力度とする。

津波時 波圧算定式により算定

岩盤

地震時
2次元動的ＦＥＭ解析

（有効応力解析）

支持力
すべり安全率（局所安
全係数分布のせん断
及び引張破壊領域が

連続していない）

極限支持力
すべり安全率1.2以上

道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編
（平成14年3月）
耐津波設計に係る工認審査ガイド

津波時 2次元静的ＦＥＭ解析

改良地盤①
（砂礫層）

地震時
2次元動的ＦＥＭ解析

（有効応力解析）
すべり安全率 すべり安全率1.2以上 耐津波設計に係る工認審査ガイド

津波時 2次元静的ＦＥＭ解析

改良地盤③
（防波壁背
後）

地震時
2次元動的ＦＥＭ解析

（有効応力解析） すべり安全率 すべり安全率1.2以上 耐津波設計に係る工認審査ガイド

津波時 2次元静的ＦＥＭ解析

セメントミルク
地震時

２次元動的ＦＥＭ解析
（有効応力解析） すべり安全率 すべり安全率1.2以上 耐津波設計に係る工認審査ガイド

津波時 2次元静的ＦＥＭ解析  
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(a) 取水路横断部の方針 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）取水路横断部の当初の設計方針における解

析モデルを第 5-18 図に示す。 

取水路横断部は，一般部同様，地震荷重や津波荷重に対し，各部位に発

生する断面力や応力度が許容限界以下であることを確認する。 

被覆コンクリート壁の評価について，水平方向荷重に対しては，取水路

横断箇所以外は鋼管杭と一体構造であることを考慮し，第 5-18 図（a）に

示すとおり，鋼管杭をばねによる弾性支承とし，被覆コンクリート壁を梁で

モデル化して評価する。鉛直方向荷重に対しては，第 5-18 図（b）に示す

とおり，鋼管杭を固定支承とし，被覆コンクリート壁を梁でモデル化して評

価する。 

鋼管杭の評価について，鋼管杭は，多重管構造を１本の梁としてモデル

化し，上部コンクリート及び内部の間詰めコンクリートの剛性及び強度は考

慮しない。また，海側と陸側に２本の杭が隣接し，杭頭連結部で一体化して

いることから，第 5-18 図に示すとおり，両端ピン剛梁で相対する節点を結

合したモデルでモデル化し，杭頭連結部以外で両端ピン剛梁に引張が生じて

いる箇所は，この梁を取り外して評価する。なお，地盤は地盤ばねでモデル

化する。ここで，地震時検討における水平方向の震度は，被覆コンクリート

壁下端位置における基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析結果から得られ

た加速度応答スペクトルから，予め算定した防波壁（多重鋼管杭式擁壁）取

水路横断部の水平方向１次固有周期に対応する応答加速度を用いて算定す

る。 

鉛直方向の震度は，地震応答解析から得られた鉛直上向き及び下向きそ

れぞれの最大応答加速度から算定する。 

 

 

第 5-18 図 解析モデル 
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(b) 地盤（岩盤）の役割と設計方針概要 

岩盤は鋼管杭を鉛直支持し，基礎地盤のすべり安定性に寄与する。また，

鋼管杭の変形を抑制する。 

地震時は，地盤と施設を連成した２次元動的ＦＥＭ解析を実施する。 

２次元動的ＦＥＭ解析に当たっては，地下水位と地盤の関係及び地形を

勘案し，有効応力解析を用いる。 

津波時は，地盤と施設を連成した２次元静的ＦＥＭ解析を実施する。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の支持力は，岩盤の支持力試験から定めた

極限支持力と地震応答解析により求められる杭先端の最大軸力を比較す

ることにより確認する。 

「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編（平成 14 年 3 月）」によると，

極限支持力の推定式について以下の記載がされている。 

支持杭の軸方向支持力は杭先端支持力と周面摩擦力の和として表され

るが，多重鋼管杭式擁壁の支持力評価に当たっては，周面摩擦力による抵

抗に期待しない設計とする。 

《「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編（平成 14 年 3 月）」に示され

る極限支持力の推定式》 

 
鋼管杭周辺の岩盤については，詳細設計段階において局所安全係数分布

のせん断及び引張破壊領域を確認することにより，鋼管杭の水平抵抗への

影響を評価する。なお，岩盤の破壊領域が連続的に拡大し，鋼管杭の設計

に影響を及ぼす場合は，対策（改良地盤③の範囲拡大等）を実施する。 
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(c) ２次元動的有限要素解析（有効応力解析） 

地震時の検討は，２次元動的有限要素解析（有効応力解析）にて行う。以

下に，解析の概要を示す。 

 

ⅰ．解析の目的 

・鋼管杭，被覆コンクリート壁，埋戻土，基礎捨石，砂礫層，改良

地盤，施設護岸，岩盤等を含めた全体の動的挙動評価 

・地盤特性及び液状化を考慮した影響評価 

ⅱ．結果の利用 

・鋼管杭及び被覆コンクリート壁等の照査 

・止水目地の変形量 

・地震時応答（変形量を含む） 

ⅲ．解析条件 

・地盤物性のばらつきを考慮する 

耐震評価

評価対象断面の選定

評価対象部位の設定
鋼管杭，被覆コンクリート壁等

ケーススタディー用入力データの整理
・液状化強度特性の整理

・地盤特性のばらつきを考慮した検討を実施

地震応答解析（地震時）
（構造物－地盤連成系の２次元動的ＦＥＭ解析）

許容限界値以下の確認

評価終了
 

第 5-19 図 設計フロー 
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第 5-10 表 代表断面選定の考え方 

着目点 概要 代表断面の選定

地質分布

構造的特徴，周辺の
地質分布及び隣接構
造物を考慮して，代表
断面を選定する。

詳細設計段階において，地
震応答解析により耐震評価
を行ううえで，構造物の応答
が耐震評価上最も厳しくなる
と考えられる断面を選定する。

 

 

２次元動的有限要素解析（有効応力解析）におけるモデル化方針について，

以下に示す。 

・鋼管杭は線形はり要素でモデル化する（多重鋼管杭のモデル化に関し

ては 5.5（2）参照）。 

・岩盤及び施設護岸は線形平面要素でモデル化する。 

・埋戻土（掘削ズリ），埋戻土（粘性土），砂礫層，改良地盤，被覆石及

び基礎捨石はマルチスプリング要素でモデル化する。消波ブロックは

分布荷重で考慮する。 

・液状化評価対象層である埋戻土（掘削ズリ）及び砂礫層は液状化パラ

メータを設定する。 

・海水は流体要素でモデル化する。 

・防波壁と周辺地盤など，要素間の滑り・剥離を考慮する箇所は，ジョ

イント要素でモデル化する。 

岩盤 砂礫層 埋戻土（粘性土）

埋戻土（掘削ズリ） 被覆石（捨石を含む）改良地盤

基礎捨石

ジョイント要素；

消波ブロック荷重；

施設護岸；

EL9.40m EL8.50m

EL(m) EL(m)

7m 9.5m
防波壁

▽EL15.00m

100m 120m

220m

10

0
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0

-10
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第 5-20 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の解析モデル 

5条-別添1-添付25-43

236



 

 

(d) 津波時の検討（静的フレーム解析） 

津波時の検討は，静的フレーム解析にて行う。以下に解析の概要を示す。 

ⅰ．解析の目的 

・鋼管杭の挙動評価（津波時） 

ⅱ．結果の利用 

・鋼管杭の照査 

・止水目地の変形量 

ⅲ．モデル化方針 

・鋼管杭は線形はり要素（ビーム要素）でモデル化する 

・岩盤は地盤ばねでモデル化する 

Ⅳ．解析条件 

・解析用物性値（静的物性）を用いる 

 

 

耐津波評価

評価対象断面の選定

評価対象部位の設定
鋼管杭

静的フレーム解析（津波時）
（はり・ばねモデル）

許容限界値以下の確認

評価終了

【主な荷重】
津波荷重

漂流物衝突荷重

津波荷重＋
漂流物衝突荷重

T.P.+15.0m

T.P.+8.5m

T.P.±0.0m

地盤面

EL+15m

EL±0.0m

地盤面EL＋8.5m

地盤ばね

多重管

 

第 5-21 図 設計フロー 
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５.４.３ 荷重と発生断面力の概要 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）については，鋼管杭を岩盤に打設し，岩盤に

鉛直支持させる設計としている。 

防波壁の構造成立性には，このような構造に作用する荷重に対し，各部位

が所要の機能を発揮して安全であることが必要である。 

このような観点から，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）に作用する荷重，構造

体の発生断面力について地震時及び津波時に分けて整理する。 

 

(1)津波時 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の津波時の荷重図と発生断面力（応力状

態）のイメージ図を第 5-22 図に示す。 

【荷重伝達メカニズム】 

津波荷重に対して海側に位置する施設護岸及び埋戻土は考慮せず，

津波荷重は防波壁に直接作用させる。 

防波壁に作用する津波荷重は，防波壁を介して鋼管杭背後の岩盤及

び埋戻土に伝わり，反力として受働抵抗が働く。 

【発生断面力（応力状態）】 

埋戻土と岩盤（根入れ部）の剛性差によって岩盤の受働抵抗が大き

くなることから，せん断及び曲げモーメントは埋戻土と岩盤との境界

に集中する。 

 

荷重図

消波ブロック

埋戻土
（掘削ズリ）

施設護岸

被覆石

基礎捨石 岩盤

埋戻土
（粘性土）

←海 陸→

鋼管杭（多重管）

被覆コンクリート壁
（鉄筋コンクリート造）

鋼管杭（単管）

津波荷重

▽H.W.L

発生断面力

※雪荷重，風荷重，衝突荷重は省略

〈底面反力〉

〈受働抵抗〉

〈自重〉

〈せん断力〉〈曲げモーメント〉 〈軸力〉

圧縮

被覆
コンク
リート壁

鋼管杭

 
第 5-22 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の津波時の荷重図と 

発生断面力イメージ図 
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(2)地震時 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震時（海側方向）の荷重図と発生断

面力（応力状態）のイメージ図を第 5-23 図に示す。 

【荷重伝達メカニズム】 

海側に位置する施設護岸及び埋戻土の受働抵抗は考慮しない。 

防波壁を介して鋼管杭前面の岩盤に伝わり，反力として受働抵抗が

働く。 

【発生断面力（応力状態）】 

発生断面力は基礎捨石と岩盤との境界に集中する。 

 

荷重図

消波ブロック

埋戻土
（掘削ズリ）

施設護岸

被覆石 基礎捨石 岩盤

埋戻土
（粘性土）

←海 陸→被覆コンクリート壁
（鉄筋コンクリート造）

▽H.W.L

地震荷重

発生断面力

〈主働土圧〉
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第 5-23 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震時（海側方向）の荷重図と 

発生断面力イメージ図 
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防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震時（陸側方向）の荷重図と発生断

面力（応力状態）のイメージ図を第 5-24 図に示す。 

【荷重伝達メカニズム】 

海側に位置する施設護岸及び埋戻土は，主働土圧として考慮する。 

防波壁に作用する地震力（慣性力及び主働土圧）は，防波壁を介し

て鋼管杭背後の岩盤及び埋戻土に伝わり，反力として受働抵抗が働く。 

【発生断面力（応力状態）】 

基礎捨石と岩盤（根入れ部）の剛性差によって岩盤の受働抵抗が大

きくなることから，せん断及び曲げモーメントは埋戻土と岩盤との境

界に集中する。 
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第 5-24 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震時（陸側方向）の荷重図と発生

断面力イメージ図 
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５.４.４ 損傷モードと弱部 

（1）要求機能を喪失する事象の抽出 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）について，各部位が損傷して要求機能を喪失

する事象を抽出し，それに対する設計・施工上の配慮について整理した。ま

た，これに合わせて，防波壁の構造上の弱部を抽出した。結果を第 5-11 表

に示す。 

 

第 5-11(1) 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の損傷モードの抽出と 

設計・施工上の配慮及び構造上の弱部の抽出 

部位の名称 要求機能を喪失する事象
想定

ケース※1 設計・施工上の配慮 照査※2

鋼管杭

• 地震又は津波荷重により埋戻土－改良地盤間，埋戻土－岩盤間，改良地盤
－岩盤間に曲げモーメントが集中し，曲げ破壊することで，被覆コンクリート壁を支
持できなくなり，遮水性を喪失する。【弱部①】

①，② • 地震後や津波後の再使用性，津波時の影響（繰返しの津
波）を考慮して，被覆コンクリート壁や止水目地の変形を許容
限界以下に留めて遮水性を確保するために，鋼管杭の変形が
概ね弾性範囲であることを確認する。

○

• 地震又は津波荷重により埋戻土－改良地盤間，改良地盤－岩盤間に相対変
形が生じ，せん断力が鋼管杭に作用し，鋼管杭が損傷し，被覆コンクリート壁を
支持できなくなり，遮水性を喪失する。【弱部①】

①，②

○

• 地震又は津波荷重により，単管と多重管の境界部で鋼管杭が損傷し，被覆コン
クリート壁を支持できなくなり，遮水性を喪失する。【弱部①】

①，②
○

• 地震又は津波荷重により，杭頭連結部に応力が集中することで，杭頭連結部が
破損し，被覆コンクリート壁が損傷するか，位置を保持できなくなり，遮水性を喪
失する。

①，② • 杭頭連結部が損傷しないことを確認する。（杭頭連結材を設置
している取水路横断部の構造については次頁以降参照） ○

• 防波壁と干渉する取水路横断部において，鋼管杭のピッチが広いことから，地震
又は津波荷重に対する十分な抵抗力が確保できず，遮水性を喪失する。【弱部
②】

①，② • 取水路横断部では，側方の多重鋼管杭を南北方向に２列配
置し，杭頭連結材を設置する。 ○

• 津波荷重により，鋼管杭の下部が転倒するようなモードが発生し，被覆コンクリート
壁を支持できなくなり，遮水性を喪失する。

② • 鋼管杭が転倒しないことを確認する。
○

• 地震時に施設護岸が損傷し，鋼管杭に衝突することにより鋼管杭が損傷し，被
覆コンクリート壁を支持できなくなり，遮水性を喪失する。

① • 施設護岸を適切にモデル化した２次元動的FEM解析（有効応
力）により，鋼管杭の変形が概ね弾性範囲であることを確認す
る。

○

• 地震時に施設護岸が損傷し，仮に施設護岸が無いものとした場合に，鋼管杭が
露出した状態で津波が来襲し，鋼管杭間から津波が遡上する。【弱部③】

② • 隣合う多重鋼管杭間について，地中部はセメントミルク，岩盤
面より上部はグラウト材を注入する。

• 仮に施設護岸が無いものとした場合に，鋼管杭間の止水性をよ
り確実なものとするため，鋼管杭背面を地盤改良する。（参考
資料10参照）

〇

• 地震時に施設護岸が損傷し，受働土圧が低下することにより鋼管杭が損傷し被
覆コンクリート壁を支持できなくなり，遮水性を喪失する。【弱部③】

①，② • 施設護岸を適切にモデル化した２次元動的FEM解析（有効応
力）により，鋼管杭の変形が概ね弾性範囲であることを確認す
る。

• 防波壁前面の施設護岸をモデル化しないケースにおいて，防波
壁の構造成立性を確認する。（参考資料10参照）

○

• 汀線方向の地震荷重により，曲げ・せん断破壊し，被覆コンクリート壁を
支持できなくなり，遮水性を喪失する。

① • 地震荷重については汀線方向についても考慮し，被覆コ
ンクリート壁や止水目地の変形を許容限界以下に留めて
遮水性を確保するために，鋼管杭の変形が概ね弾性範
囲であることを確認する。

○

• 隣接するブロックからの荷重により，鋼管杭が損傷し被覆コンクリート壁を
支持できなくなり，遮水性を喪失する。

① • 地震荷重については汀線方向についても考慮し，隣接ブ
ロックの影響を確認する。 ○

• 地震時又は津波時に施設護岸の一部が崩壊し，漂流物として被覆コン
クリート壁に衝突することで鋼管杭が損傷し，被覆コンクリート壁を支持で
きなくなり，遮水性を喪失する。

② • 数値シミュレーションにより，護岸際は流速が小さいことを
確認しているため，護岸構成部材は津波により漂流物と
ならないと判断する。

―

※１ ①地震時，②津波時
※２ 照査を実施する場合は○。照査不要と判断している場合は（－）。  
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第 5-11(2) 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の損傷モードの抽出と 

設計・施工上の配慮及び構造上の弱部の抽出 

部位の名称 要求機能を喪失する事象
想定

ケース※1 設計・施工上の配慮 照査※2

被覆
コンクリート壁

• 地震又は津波荷重により曲げ・せん断破壊し，遮水性を喪
失する。

①，② • 被覆コンクリート壁の発生応力度が，許容応力
度以下であることを確認する。

○

• 地震又は津波荷重により，同一ブロック内で鋼管杭に相対
変形が発生し，被覆コンクリート壁がねじれ，曲げ・せん断破
壊し，遮水性を喪失する。

①，②
○

• 津波荷重により鋼管杭接続部に押抜きせん断応力が働き，
押抜きせん断破壊が生じることで被覆コンクリート壁が損傷し，
遮水性を喪失する。【損傷モードと弱部（２）】

①，②
○

• 竜巻の風荷重や飛来物荷重により，被覆コンクリート壁が損
傷する，あるいは止水目地を支持できなくなり，遮水性を喪
失する。

― • 万一，竜巻及びその随伴事象により損傷した場
合には，津波防護機能が必要となる前に修復
等の対応を実施。

―

• 津波時の漂流物衝突荷重により，被覆コンクリート壁が損傷
し，遮水性を喪失する。

② • 漂流物衝突荷重による被覆コンクリート壁の発生
応力度が許容応力度以下であることを確認する。

○

• 地震時又は津波時に施設護岸の一部が崩壊し，津波により
運ばれて被覆コンクリート壁に衝突することで被覆コンクリート
壁が損傷し，遮水性を喪失する。

② • 数値シミュレーションにより，護岸際は流速が小さ
いことを確認しているため，護岸構成部材は津波
により漂流物とならないと判断する。

―

 

 

 

第 5-11(3) 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の損傷モードの抽出と 

設計・施工上の配慮及び構造上の弱部の抽出 

部位の名称 要求機能を喪失する事象
想定

ケース※1 設計・施工上の配慮 照査※2

止水目地
（支持部含む）

• 地震又は津波時により発生した施工ブロック間の相対変
形により，目地の許容変形量を超える変形が生じ，遮
水性を喪失する。

①，② • メーカー規格及び性能試験に基づく許容変形量
及び許容水圧以下であることを確認する。

• 異種構造形式の境界部，防波壁周辺の隣接
構造物，改良地盤の有無を考慮して選定した
断面について止水目地の相対変形量を算定し，
許容変形量及び許容水圧以下であることを確
認する。

○

• 津波時の漂流物が衝突することにより，目地が損傷し遮
水性を喪失する。

② • 止水目地は，津波漂流物の衝突による損傷を
防止するため，防波壁の陸側に設置する。

―

• 竜巻の風荷重や飛来物荷重により，止水目地が損傷し，
遮水性を喪失する。 ―

• 万一，竜巻及びその随伴事象により損傷した場
合には，津波防護機能が必要となる前に修復
等の対応を実施。

―

※１ ①地震時，②津波時
※２ 照査を実施する場合は○。照査不要と判断している場合は（－）。  
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第 5-11(4) 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の損傷モードの抽出と設計・施工上

の配慮及び構造上の弱部の抽出 

部位の名称 要求機能を喪失する事象
想定

ケース※1 設計・施工上の配慮 照査※2

改良地盤①
（砂礫層）

• 地震時又は津波時に，改良地盤がせん断破壊又は引
張破壊し，杭の横抵抗を喪失し，杭の変形量が大きく
なり，被覆コンクリート壁を支持できなくなることで，被覆
コンクリート壁の遮水性を喪失する。

①，② • 鋼管杭の変形を抑制するため，改良地盤がす
べり破壊しないこと（内的安定を保持）を確認
する。

• 施設及び地盤を含む範囲の浸透流解析により，
透水係数を保守的に考慮しても津波の滞水時
間中に敷地に浸水しないことを確認する。

○

• 地震又は津波荷重により，改良地盤がせん断破壊又は
引張破壊し，過度なひび割れが連続することで水みちが
形成される。

• 地震時又は津波時に，改良地盤がせん断破壊又は引
張破壊し，地盤としての有効応力を喪失した状態で地
下水や津波による浸透圧が作用することで，ボイリング・
パイピング現象により土粒子が流出して水みちが形成され
る。

改良地盤③
（防波壁背後）

• 地震又は津波荷重により，改良地盤がせん断破壊又は
引張破壊し，過度なひび割れが連続することで水みちが
形成される。

①，② • 地盤中からの回り込みによる浸水を防止（難透
水性を保持）するため，改良地盤がすべり破
壊しないこと（内的安定を保持）を確認する。

• 施設及び地盤を含む範囲の浸透流解析により，
透水係数を保守的に考慮しても津波の滞水時
間中に敷地に浸水しないことを確認する。（参
考資料10参照）

○• 地震時又は津波時に，改良地盤がせん断破壊又は引
張破壊し，地盤としての有効応力を喪失した状態で地
下水や津波による浸透圧が作用することで，ボイリング・
パイピング現象により土粒子が流出して水みちが形成され
る。

※１ ①地震時，②津波時
※２ 照査を実施する場合は○。照査不要と判断している場合は（－）。  

 

第 5-11(5) 表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の損傷モードの抽出と設計・施工上

の配慮及び構造上の弱部の抽出 

部位の名称 要求機能を喪失する事象
想定

ケース※1 設計・施工上の配慮 照査※2

セメントミルク

• 地震時又は津波時に，セメントミルクがせん断破壊し，
鋼管杭の変形を抑制できなくなることで，杭の変形量が
大きくなり，被覆コンクリート壁を支持できなくなることによ
り，被覆コンクリート壁の遮水性を喪失する。

①，② • 鋼管杭の変形を抑制するため，セメントミルクが
すべり破壊しないこと（内的安定を保持）を確
認する。（多重鋼管杭間の岩盤部の構造につ
いては次頁以降参照）

○

• 取水路からの漏水により改良地盤が洗掘され，難透水
性を喪失する。

①，② • 取水路（取水管）は，基準地震動に対して安
全性を確保している。

• 取水路（取水管）の劣化等による漏水を防止
する観点から保守管理を適切に実施している。

―

岩盤

• 地震時に鋼管杭下端底面のすべりが生じ，杭の変形量
が大きくなり，杭が被覆コンクリート壁を支持できなくなるこ
とで，被覆コンクリート壁の遮水性を喪失する。

① • すべり安全率が許容値以上であることを確認する。
（3条で確認） ○

• 地震時に鋼管杭に伝わる荷重により岩盤が破壊し，鉛
直支持機能を喪失する。

① • 杭先端部の最大軸力が地盤の極限支持力以下
であることを確認する。 ○

• 地震時又は津波時に，鋼管杭周辺岩盤がせん断破壊
又は引張破壊し，杭の横抵抗を喪失し，杭の変形量が
大きくなり，被覆コンクリート壁を支持できなくなることで，
被覆コンクリート壁の遮水性を喪失する。

①，② • 鋼管杭の変形を抑制するため，岩盤がすべり破
壊しないこと（内的安定を保持）を確認する。

○

※１ ①地震時，②津波時
※２ 照査を実施する場合は○。照査不要と判断している場合は（－）。  
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（2）共通（地震時，津波時） 

鋼管杭について，地震時及び津波時に局所的に応力が集中し，構造上の弱

部となる箇所を第 5-25 図に示す。 

 

消波ブロック
埋戻土

（掘削ズリ）

施設護岸

捨石 基礎捨石

岩盤

埋戻土
（粘性土）

←海 陸→

改良
地盤①

砂礫層

鋼管杭（多重管）

被覆コンクリート壁（鉄筋コンクリート造）

被覆石

鋼管杭（単管）津波荷重

漂流物衝突荷重

改良地盤③

単管と多重管の境界部に応力が集中するこ
とで鋼管杭が損傷し，被覆コンクリート壁を
支持できなくなり，遮水性を喪失する。

地震時

津波時

埋戻土ー改良地盤①間，改良地盤①ー岩盤間※において，以下の場合に被覆
コンクリート壁を支持できなくなり，遮水性を喪失する。
・相対変位が生じ，せん断力が鋼管杭に作用し，鋼管杭が損傷する。
・曲げモーメントが集中し，曲げ破壊する。

単管と多重管の境界部に応力が集
中することで鋼管杭が損傷し，被覆
コンクリート壁を支持できなくなり，遮
水性を喪失する。

※当該断面以外については，一部，埋戻土ー岩盤間が存在する。

埋戻土ー改良地盤①間，改良地盤①ー岩盤間※において，以下の場合に被覆
コンクリート壁を支持できなくなり，遮水性を喪失する。
・相対変位が生じ，せん断力が鋼管杭に作用し，鋼管杭が損傷する。
・曲げモーメントが集中し，曲げ破壊する。

※当該断面以外については，一部，埋戻土ー岩盤間が存在する。

 

第 5-25 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）弱部①概要図 

 

 

（3）取水路横断部（地震時，津波時） 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）取水路横断部の構造上の弱部となる箇所を第

5-26 図に示す。取水路横断部では，１号炉及び２号炉の取水管を横断する

ため，地震又は津波荷重に対する十分な抵抗力が確保できず，遮水性を喪失

する可能性があることから，取水管側方の多重鋼管杭を南北方向に 2列配置

した 
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Ｎ

Ｎ

取水路横断部（２号炉側） 取水路横断部（１号炉側）

Ａ

Ａ

正面図
の方向

正面図
の方向

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）取水路横断部平面図

※止水目地の設置高さ及び根入れ長については，敷地の地盤高さ及び入力津波高さを踏まえて設定する。

凡例

鋼管杭

施設護岸

止水目地※

防波扉基礎

改良地盤②（杭間部）

改良地盤①（砂礫層）

防波壁

屋外排水路横断部

防波壁と干渉する取水路横断部において，
鋼管杭のピッチが広いことから，地震又は津
波荷重に対する十分な抵抗力が確保できず，
遮水性を喪失する。

２号炉取水槽

１号炉取水槽

 

第 5-26 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）弱部②概要図（取水路横断部） 

 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）取水路横断部の正面図を第 5-27 図に示す。

取水路横断部の耐震及び耐津波評価は，下図に示すとおり，２号炉側のスパ

ンが１号炉側より大きく，構造上の弱部となる箇所での発生断面力が大きく

なることから，２号炉側に代表させて行う。 

 

 

第 5-27 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）弱部②概要図（取水路横断部正面図） 
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防波壁（多重鋼管杭式擁壁）取水路横断部（２号炉側，Ａ－Ａ断面）の断

面図を第 5-28 図に示す。取水路横断部（２号炉）では，2 号炉取水管（φ

4.3m）を横断するため，側方の多重鋼管杭を南北方向に 2列配置し，杭頭連

結材を設置した（杭頭部の構造については参考資料２参照）。 

 

 

 

第 5-28 図  防波壁（多重鋼管杭式擁壁）取水路横断部 

           （２号炉側，Ａ－Ａ断面）  断面図
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（4）施設護岸が損傷した場合の鋼管杭間の止水性（津波時） 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）前面の施設護岸が地震により損傷し，鋼管杭

が露出した状態で津波が襲来した場合，構造上の弱部となる杭間部の正面図

を第 5-29 図に示す。隣り合う多重鋼管杭間について，地中部（岩盤部）は

セメントミルク，岩盤面より上部はグラウト材を注入した。 

 

 

※止水目地の設置高さ及び根入れ長については，敷地の地盤高さ及び入力津波高さを踏まえて設定する。

正面図の方向

杭間部

A

A
セメントミルク

グラウト材

凡例

鋼管杭

施設護岸

止水目地※

防波扉

改良地盤②（杭間部）

改良地盤①（砂礫層）防波壁

屋外排水路横断部

防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 杭間部 正面図

被覆コンクリート壁
下端

岩盤面

埋戻土部：
グラウト材注入

岩盤部：
セメントミルク注入

地震時に施設護岸が損傷し，
仮に施設護岸が無いものとした
場合に，鋼管杭が露出した状
態で津波が来襲し，鋼管杭間
から津波が流入する。

 
第 5-29 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）弱部③概要図（杭間部正面図） 
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セメントミルク及びグラウト材の設計上の役割等について第5-12 表及び

第 5-30 図のとおり整理した。 

 

 

第 5-12 表 セメントミルク及びグラウトの設計上の役割 

 

 

 

 

 

第 5-30 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）弱部③概要図 

（杭間部（A－A断面） 断面図） 
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（5）施設護岸が損傷した場合の鋼管杭の耐震性（地震時），鋼管杭間の止水性

（津波時） 

 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）前面の施設護岸が損傷した場合，構造上の弱

部となる防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の概要図を第 5-31 図に示す。 

【地震時】 

施設護岸が地震により損傷することによる防波壁への影響（耐震性）の検

討は，防波壁前面の施設護岸及び埋戻土が無いと仮定した場合の解析を実施

することにより行う。（詳細は 5.5（4）参照） 

 

【津波時】 

地震による施設護岸損傷後に，防波壁前面の施設護岸及び埋戻土が無いと

仮定し，鋼管杭が露出した状態で津波が襲来した場合において，津波の地盤

中からの回り込みに対して万全を期すため，防波壁の背後に止水性を有する

地盤改良を実施する対策を行う。（詳細は 5.5（4）参照） 

 

 

被覆コンクリート壁（鉄筋コンクリート造） 鋼管杭

平 面 図

消波ブロック

埋戻土
（掘削ズリ）

施設護岸

捨石

岩盤

埋戻土
（粘性土）

←海 陸→EL+15m

被覆石
基礎捨石

一般部（①－①断面） 追加
改良地盤

：地盤改良③の範囲
（防波壁背後に施工）

・地震時に施設護岸が損傷し，受働土圧が低下することにより鋼管杭が
損傷し被覆コンクリート壁を支持できなくなり，遮水性を喪失する。
・地震時に施設護岸が損傷し，仮に施設護岸が無いものとした場合に，
鋼管杭が露出した状態で津波が来襲し，鋼管杭間から津波が遡上する。

：防波壁前面では，地震により地形
変状が発生する可能性を踏まえ，
施設護岸及び埋戻土の受働抵抗に
関する物性値を考慮しない

改良地盤③

（陸側）

グラウト材
（水ガラス系固化材）

（海側）

2200mm 2200mm
300mm

津波

断 面 図
 

第 5-31 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）弱部③概要図 
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５.４.５ 耐震評価候補断面の整理方針 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）について，間接支持する設備，構造的特徴，

周辺状況及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面の整理方針

を第 5-13 表に示す。 

詳細設計段階において，地震応答解析により耐震評価を行ううえで，上記

の観点を考慮して断面を整理し，構造物の応答が耐震評価上最も厳しくなる

と考えられる断面を評価対象断面として選定する。また，止水目地の機能維

持の観点からも，異種構造物形式の境界部，防波壁周辺の隣接構造物，改良

地盤の有無を考慮したうえで，防波壁の施工ブロック間の相対変形が最も厳

しくなると考えられる断面を評価対象断面として選定する。 

 

第 5-13 表 耐震評価候補断面の整理（防波壁（多重鋼管杭式擁壁））（1/3） 

観点
防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

一般部（①-①断面） 改良地盤部（②-②断面）

要求機能 津波防護施設 津波防護施設

①間接支持する設備 ・なし ・なし

②構造的特徴

形式

・線状構造物
・多重鋼管杭式擁壁は，鋼管杭4,5本程度を標準とした壁体を連続して

設置している。
・被覆コンクリート壁は，下部の鋼管杭から連続する鋼管杭を鉄筋コンク

リートで被覆した部材で構成されている。

・線状構造物
・多重鋼管杭式擁壁は，鋼管杭６本程度を標準とした壁体を連続して設

置している。
・被覆コンクリート壁は，下部の鋼管杭から連続する鋼管杭を鉄筋コンクリー

トで被覆した部材で構成されている。

寸法
・被覆コンクリート壁：幅2.40m，高さ6.80m
・鋼管杭：φ1.60～2.20ｍ

・被覆コンクリート壁：幅2.40m，高さ6.80m
・鋼管杭：φ1.60～2.20ｍ

③周辺状況

周辺地質

・鋼管杭を根入れ深さ5.0m程度で主にCM級岩盤に打設し，支持され
ている。

・周辺地質は，埋戻土（掘削ズリ）及び埋戻土（粘性土）が分布して
いる。

・地表面から岩盤までの深さ：18.1m

・鋼管杭を根入れ深さ5.0m程度で主にCM級岩盤に打設し，支持されて
いる。

・周辺地質は，埋戻土（掘削ズリ）及び埋戻土（粘性土）が分布し，
基礎捨石の下側に改良地盤及び砂礫層が分布している。

・地表面から岩盤までの深さ：22.9m

地下水位※ ・解析結果等を踏まえて整理する。 ・解析結果等を踏まえて整理する。

隣接
構造物

横断方向
・北側に施設護岸が隣接する。
・南側に埋戻土（掘削ズリ）上に直接基礎形式で設置された北口警備

所が隣接する。

・北側に施設護岸が隣接する。
・北東側に埋戻土（掘削ズリ）上に直接基礎形式で設置された管理事務

所４号館が隣接する。

縦断方向 ・なし ・なし

④地震力特性 ・観点③での整理のとおり，周辺地質の差はないため，観点④での断面選定は不要である。

⑤床応答特性 ・間接支持する設備なし。

※ 地下水位は解析等による地下水位に係る検討結果を踏まえて詳細設計段階で設定する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5条-別添1-添付25-57

250



 

第 5-13 表 耐震評価候補断面の整理（防波壁（多重鋼管杭式擁壁））（2/3） 

観点
防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

施設護岸前出し部（③-③断面） 取水路横断部（④-④断面）

要求機能 津波防護施設 津波防護施設

①間接支持する設備 ・なし ・なし

②構造的
特徴

形式

・線状構造物
・多重鋼管杭式擁壁は，鋼管杭8本程度を標準とした壁体
を連続して設置している。

・被覆コンクリート壁は，下部の鋼管杭から連続する鋼管杭
を鉄筋コンクリートで被覆した部材で構成されている。

・線状構造物
・多重鋼管杭式擁壁は，鋼管杭1６本程度による壁体を設
置している。

・被覆コンクリート壁は，下部の鋼管杭から連続する鋼管杭
を鉄筋コンクリートで被覆した部材で構成されている。

寸法
・被覆コンクリート壁：幅2.40m，高さ13.00m
・鋼管杭：φ1.60～2.20ｍ

・被覆コンクリート壁：幅2.40m，高さ13.00m
・鋼管杭：φ1.60～2.20ｍ（海側，陸側に2列配置）

③周辺状況

周辺地質

・鋼管杭を根入れ深さ5.0m程度で主にCM級岩盤に打設し，
支持されている。

・周辺地質は，埋戻土（掘削ズリ）及び埋戻土（粘性
土）が分布している。

・地表面から岩盤までの深さ：20.8m

・鋼管杭を根入れ深さ7.0m程度で主にCM級及びCH級岩
盤に打設し，支持されている。

・周辺地質は，埋戻土（掘削ズリ）が分布している。
・地表面から岩盤までの深さ：16.8m

地下水位※ ・解析結果等を踏まえて整理する。 ・解析結果等を踏まえて整理する。

隣接
構造物

横断
方向

・南側に施設護岸が隣接する。 ・南側に施設護岸及び２号炉取水槽が隣接する。

縦断
方向

・なし ・なし

④地震力特性 ・観点③での整理のとおり，周辺地質の差はないため，観点④での断面選定は不要である。

⑤床応答特性 ・間接支持する設備なし。

※ 地下水位は解析等による地下水位に係る検討結果を踏まえて詳細設計段階で設定する。  

 

 

第 5-13 表 耐震評価候補断面の整理（防波壁（多重鋼管杭式擁壁））（3/3） 

観点
防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

北東端部（⑤-⑤断面） 西端部（⑥-⑥断面）

要求機能 津波防護施設 津波防護施設

①間接支持する設備 ・なし ・なし

②構造的
特徴

形式

・線状構造物
・多重鋼管杭式擁壁は，鋼管杭4本を標準とした壁体を設
置している。

・被覆コンクリート壁は，下部の鋼管杭から連続する鋼管杭
を鉄筋コンクリートで被覆した部材で構成されている。

・線状構造物
・多重鋼管杭式擁壁は，鋼管杭5本程度による壁体を連続
して設置している。

・被覆コンクリート壁は，下部の鋼管杭から連続する鋼管杭
を鉄筋コンクリートで被覆した部材で構成されている。

寸法
・被覆コンクリート壁：幅3.25m，高さ6.80m
・鋼管杭：φ1.60～2.20ｍ

・被覆コンクリート壁：幅2.40m，高さ6.80m
・鋼管杭：φ1.80～2.20ｍ

③周辺状況

周辺地質

・鋼管杭を根入れ深さ5.0m程度で主にCH級岩盤に打設し，
支持されている。

・周辺地質は，埋戻土（掘削ズリ）及び埋戻土（粘性
土）が分布している。

・地表面から岩盤までの深さ：12.7m

・鋼管杭を根入れ深さ5.0m程度で主にCM級及びCH級岩
盤に打設し，支持されている。

・周辺地質は，埋戻土（掘削ズリ）が分布している。
・地表面から岩盤までの深さ：9.5m

地下水位※ ・解析結果等を踏まえて整理する。 ・解析結果等を踏まえて整理する。

隣接
構造物

横断
方向

・施設護岸上に鋼管杭を設置している。
・東側に岩盤上に直接基礎形式で設置されたサイトバンカ建

物が隣接する。
・北東側に施設護岸が隣接する。

縦断
方向

・異種構造形式（波返重力擁壁）が隣接する。 ・異種構造形式（鋼管杭式逆T擁壁）が隣接する。

④地震力特性 ・観点③での整理のとおり，周辺地質の差はないため，観点④での断面選定は不要である。

⑤床応答特性 ・間接支持する設備なし。

※ 地下水位は解析等による地下水位に係る検討結果を踏まえて詳細設計段階で設定する。  
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５.５ 個別論点 

（1）杭頭部の構造 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の杭頭部構造について，一般部と取水路横断

部で構造が異なっている。それぞれの杭頭部の状況を第 5-32 図に示す。 

【一般部】 

・4重管のうち，最内管のφ1600のみ地上部に突出させ，φ1800, φ2000, 

φ2200 の杭頭上部からφ1600 の杭頭まで，鉄筋コンクリートで被覆

する構造としている。 

 

【取水路横断部】 

・取水路横断部では 2 号炉取水管を横断するため，取水管の両側に鋼管

杭を追加した構造としている。 

・地震時及び津波時に被覆コンクリート直下の杭と隣接する追加杭が荷

重を分担するように，地上付近（EL.＋6.7ｍ～＋8.2m）で杭頭連結材

にて連結し，内部をコンクリートで充填している。杭頭連結材上部か

ら最内管上端まで鉄筋コンクリートで被覆する構造としている。 

 

 

 

杭頭連結材設置状況
（間詰めコンクリート打設前）

多重鋼管杭（海側）

多重鋼管杭（追加杭，陸側）

杭頭連結材

充填コンクリート

最内管

多重鋼管杭建込み状況
（間詰めコンクリート打設前）

鋼管杭(φ1800)

鋼管杭(φ2000)
鋼管杭(φ2200)

 

第 5-32 図 杭頭部の状況 
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（2）多重鋼管杭のモデル化 

多重鋼管杭は，各鋼管を中詰めコンクリート及びモルタルで充填すること

により，一体として挙動することで，荷重を分担できる構造としており，多

重鋼管杭の挙動については実験により確認を行っている（水平載荷実験につ

いては 5.5（3）参照）。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の２次元動的ＦＥＭ解析にあたっては，多重

鋼管杭はビーム要素でモデル化し，単一の断面積及び断面二次モーメント

（各管の断面二次モーメントの合計）を設定する。なお，最外管については，

セメントミルクで周囲を覆われており腐食する環境ではないと判断できる

が，保守的に厚さに腐食代１㎜を考慮し，断面積・断面二次モーメントを算

定する。腐食代は，港湾基準に示されている鋼材の腐食速度の標準値(陸側

土中部，残留水位より下)を使用し，耐用年数を 50 年として算出した。 

 

断面二次モーメント Ｉ※2= Ｉ① + Ｉ② + Ｉ③ + Ｉ④

断面積 Ａ※2= Ａ① + Ａ② + Ａ③ + Ａ④

※1

※1 最外管については，セメントミルク及びグラウト材で周囲を覆われており
腐食する環境ではないと判断できるが，保守的に厚さに腐食代１㎜を
考慮し，断面積・断面二次モーメントを算定する。
ここで，腐食代は，港湾基準に示されている鋼材の腐食速度の標準値
(陸側土中部，残留水位より下)を使用し，耐用年数を50年として算出した。

※2 添え字は鋼管杭の番号  
 

第 5-33 図 多重鋼管杭の概要 
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（3）水平載荷試験 

(a) 実験概要 

多重鋼管杭は鋼管１本あたりの全塑性モーメントを港湾基準から算出し，そ

れらを合算して多重鋼管杭の曲げ耐力として評価することから，多重鋼管杭の

実耐力・挙動特性を確認するために水平載荷実験及び数値解析を実施している。

このうち多重管の一体挙動と降伏荷重時の挙動を確認したについて説明する。 

実験には，耐力・挙動特性に関してスケール効果の影響は小さいことから，

1/4 スケールの試験体を用いる。実験としては，Case1及びCase2は中詰コンク

リートの有無が曲げ耐力に与える効果と多重鋼管杭の挙動特性を，Case3は交

番載荷を与えた後の多重鋼管杭の挙動特性を確認する。また，港湾基準から算

出した全塑性荷重・降伏荷重と比較する。なお，交番載荷では，δy，２δy，

３δy（ δy：試験から得られた最外管の降伏時変位）を繰り返し載荷した後，

水平一方向載荷を行う。 

試験の概要を第5-34図に，試験装置の概要図を第5-35図に，交番水平載荷時

に作用させる変位を第5-36図に示す。 

 

 

①1/4スケールの試験体による実験

4重管鋼管の効果，挙動の把握

• 中詰めコンクリートの曲げ耐力向上への影響確認

• 交番載荷の曲げ耐力への影響確認

②実験結果に基づく1/4スケールのFEM解析（再現解析）

• 実験で得られた鋼管の荷重-変形関係及び終局耐力時のひずみ
応力分布をFEM解析により再現

• 解析結果が実験で得られた鋼管の挙動と整合が取れているか検
証し，必要であれば解析入力値を補正

③実物スケールでのFEM解析

• FEM解析による実物スケールの鋼管実耐力の評価

• 無次元化した1/4スケール及び実物スケールの荷重-変形関係を
比較し，スケール効果による影響を確認

試験体 現場実機 試験体/実機

鋼管径

φ528 φ2200 0.24

φ480 φ2000 0.24

φ432 φ1800 0.24

φ384 φ1600 0.24

鋼管肉厚 6mm 25mm 0.24

実機と試験体の相似則検討フロー

Case
鋼管
構造

中詰
ｺﾝｸﾘｰﾄ

載荷方法

1 4重管
φ528
φ480
φ432
φ384

無 水平一方向載荷

2 有 水平一方向載荷

3 有 交番載荷後，水平一方向載荷

実験ケース

本資料による
説明範囲

 
第 5-34 図 試験の概要 
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第 5-35 図 実験装置概要図 

 

 

 

第 5-36 図 交番水平載荷変形 
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（b）結果の概要（Case1 と Case2 の比較） 

水平一方向載荷ケース（Case1 及び Case2）のうち，Case1（４重管中詰無）

の結果，最大荷重は多重管の全塑性荷重 704kN に対して 1.08 倍であり，概ね

一致している。一方，Case2（４重管中詰有）の結果，最大荷重平均で 1.29

倍となった。Case1 と Case2 を比較すると，最外管の局部座屈発生までは同じ

挙動を示すが，Case2 は Case1 と比較して最内側管がコンクリートで中詰めさ

れていることにより，曲げ耐力が増加している。Case1 及び Case2 の実験結

果を第 5-37 図及び第 5-14 表に示す。 

 

 
第 5-37 図 Case1 及び Case2 の最大荷重時の荷重変形関係 

 

 

第 5-14 表 Case1 及び Case2 の実験結果の比較 

実験Case
最大荷重

(kN)
最大荷重時変形

(mm)
全塑性荷重に
対する比率

Case１ 761 120 1.08

Case ２ 907 624 1.29
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（c）結果の概要（Case3 の結果） 

Case3（交番載荷後，水平一方向）の結果，繰返し荷重を受けた後でも Case2

と同様に荷重は緩やかに上昇している。水平荷重と変形の関係から，多重鋼管

杭に対する水平載荷実験の荷重は，「港湾の施設の技術上の基準・同解説 平

成 11 年 4 月」より算定した各管の全塑性モーメントの合計値に達する時の全

塑性荷重と概ね一致していることを確認した。また，実験後の試験体の観察の

結果，圧縮側のモルタル・コンクリートにひび割れ等の損傷は見られない。ま

た，圧縮側の鋼管杭の座屈による変形量は内側ほど小さいことから，外側から

内側にかけて順番に座屈が発生したと考えられる。 

以上より多重鋼管杭は一体構造として挙動して荷重を分担しており，降伏荷

重においても弾性挙動を示していることを確認した。 

水平載荷試験の最大荷重時の写真を第5-38 図に，水平荷重と変形の関係を

第5-39 図に，試験後の試験体の切断面の写真を第5-40 図に示す。 

 

 

第 5-38 図 最大荷重時座屈状況 

 

 

第 5-39 図 水平荷重と変形の関係 
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第 5-40 図 水平載荷試験状況 
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（4）施設護岸による影響検討 

（a）検討方針 

防波壁（多重鋼管杭式）の前面または背面には，施設護岸が近接して設置

されている。地震時の検討においては，施設護岸はその形状を適切にモデル

化し，有効応力解析により耐震性を評価する。これにより，防波壁への波及

的影響を考慮する。また，津波時においては，防波壁の設置状況に応じた地

盤ばねを設定し，津波波圧を作用させて静的フレーム解析により耐津波性を

評価する。一方で，施設護岸については，耐震性が低く，その損傷による防

波壁へ影響を及ぼす可能性が考えられることから，それが損傷した場合の防

波壁への影響を確認する。 

ここでは，施設護岸が地震により損傷した場合の防波壁の「耐震性」，「耐

津波性」及び「止水性」に与える影響を確認し，施設護岸の取り扱いを評価

する。施設護岸の地震による損傷の程度を評価することが困難であることか

ら，保守的に，施設護岸が無いものと仮定した状態における防波壁への影響

（耐震性）及び地震による損傷後に津波が襲来した場合の津波の地盤中から

の回り込みによる影響（止水性）について検討する。なお，「耐津波性」に

ついては，当初設計から施設護岸等が無いものとして津波波圧を作用させた

検討（添付資料２５「２．構造成立性評価」参照）を実施していることから，

検討を省略する。 

 

 

多重鋼管杭式
擁壁延長約430m

EL15m

消波ブロック

捨石

岩盤

埋戻土
（粘性土）

←海 陸→

改良
地盤①

砂礫層

被覆コンクリート壁（鉄筋コンクリート造）

被覆石

鋼管杭

埋戻土
（掘削ズリ）

施設護岸

【止水性】
津波による
洗掘の考慮

施設護岸及び
埋戻土が
無いと仮定

【耐震性】
地震による
損傷の考慮

基礎捨石

：防波壁前面では，地震により地形変状が発生する
可能性を踏まえ，施設護岸及び埋戻土の受働抵抗に
関する物性値を考慮しない

 

第 5-41 図 検討概要図 
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（b）耐震性の検討方針（断面選定） 

施設護岸が地震により損傷することによる防波壁への影響（耐震性）の検

討は，防波壁前面の施設護岸及び埋戻土が無いと仮定した場合の解析を実施

することにより行う。 

施設護岸等が無いと仮定した検討は，第 5-42 図に示すとおり施設護岸が

防波壁より海側及び陸側に位置する断面について実施する。施設護岸が防波

壁より海側に位置する断面として，鋼管杭が長く埋戻土層厚が厚いことから，

鋼管杭への影響が最も大きいと判断する「一般部（①－①断面）」及び施設

護岸の下部に砂礫層が位置し，鋼管杭の前面に地盤改良を実施した「地盤改

良部断面（②－②断面）」を選定する。また，施設護岸が防波壁より陸側に

位置する断面として「施設護岸前出し部（③－③断面）」を選定する。 

なお，「取水路横断部（④－④断面）」，「北東端部（⑤－⑤断面）」及び「西

端部（⑥－⑥断面）」については，第 5-15 表に示すとおり，鋼管杭長及び

周辺状況を踏まえ，地震時の鋼管杭への影響が最も大きいと考える①－①，

②－②及び③－③断面の検討結果に包含されると判断した。 

 

 

：防波壁前面では，地震により地形変
状が発生する可能性を踏まえ，施設
護岸及び埋戻土の受働抵抗に関する
物性値を考慮しない

多重鋼管杭式
擁壁延長約430m

①

①

②

②

③

③

④

④

⑥

⑥

⑤

⑤

鋼管杭被覆コンクリート壁（鉄筋コンクリート造）

消波ブロック

埋戻土
（掘削ズリ）

施設護岸

捨石

岩盤

埋戻土
（粘性土）

←海 陸→EL+15m

被覆石
基礎捨石

一般部（①－①断面）

被覆コンクリート壁（鉄筋コンクリート造） 鋼管杭

地盤改良部断面（②－②断面）

EL15m

消波ブロック

捨石

岩盤

埋戻土
（粘性土）

改良
地盤①

砂礫層

被覆石 埋戻土
（掘削ズリ）

基礎捨石

施設護岸
被覆コンクリート壁（鉄筋コンクリート造） 鋼管杭

施設護岸前出し部（③－③断面）

消波ブロック

埋戻土
（掘削ズリ）

施設護岸

捨石

岩盤

埋戻土
（粘性土）

被覆石

基礎捨石

←海 陸→

 

第 5-42 図 選定した各断面の検討概要図 
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第 5-15 表 施設護岸等が無いと仮定した検討対象断面の選定理由 

検討対象
断面

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

一般部（①-①断面） 改良地盤部（②-②断面） 施設護岸前出し部（③-③断面）

類似断面 西端部（⑥-⑥断面） －
取水路横断部（④-④断面），

北東端部（⑤-⑤断面）

選定
理由

・①－①断面は，施設護岸
が防波壁より海側に位置す
る断面であり，同様の周辺
状況である⑥－⑥に比べて
鋼管杭が長く埋戻土層厚が
厚いことから，鋼管杭への影
響が大きい①－①断面を検
討対象断面に選定する。

・②－②断面は，鋼管杭の前面
に改良地盤を実施した断面であ
り，①－①，③－③～⑥－⑥
断面とは異なる周辺状況である
ことから，②－②断面を検討対
象断面に選定する。

・③－③断面は，施設護岸が防波壁陸
側に位置する断面である。同様の周辺
状況である④－④断面は防波壁北側
に２号炉取水槽が隣接しており，また，
⑤－⑤断面は防波壁位置に施設護
岸が配置されており，これらに比べて鋼
管杭への地震時土圧が大きい③－③
断面を検討対象断面に選定する。

 

 

 

（c）耐震性の解析条件及び解析結果 

施設護岸が地震により損傷することによる防波壁への影響（耐震性）検討

における解析条件は以下のとおり。 

・施設護岸及び埋戻土の受働抵抗に関する物性値を考慮しないよう，剛

性を低下させる（剛性を一律 1/1000 以下とする）。なお，施設護岸及び

埋戻土の重量は変更しない。 

・港湾基準によると，施設護岸の石材（基礎捨石，被覆石）の強度特性

は粘着力 C=20(kN/m2)，せん断抵抗角Φf=35（°）とされているが，保

守的に C=0(kN/m2)，Φf=35（°）と設定する。 

・地震荷重は，基準地震動Ｓｓ-Ｄする。解析結果を以下に示す。なお，

ここでは鋼管杭の構造成立性検討において最も厳しい損傷モードであ

る曲げにより照査を行った。鋼管杭の曲げに対する安全率は 1以上とな

り，構造が成立することを確認した。 

詳細設計段階では，施設護岸がある場合の防波壁の耐震性を評価し，これ

により施設護岸の防波壁への波及的影響を確認する。また，施設護岸が地震

により損傷する可能性を考慮し，施設護岸及び埋戻土が無いものと仮定した

場合も評価する。それぞれの評価において，防波壁及び岩盤等の健全性を説

明する。 
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多重鋼管杭式
擁壁延長約430m

①

①

②

②

③

③

 

断面
評価
部位

最小安全率
となる部位

地震動
最小安全率

（施設護岸がない場合）

一般部
（①－①断面）

鋼管杭
地中部※

【4重管構造】
Ｓｓ-D

1.25

地盤改良部断面
（②－②断面）

1.81

施設護岸前出し部
（③－③断面）

1.63

 
※ 地中部【4重管構造】は，安全率が最も小さくなる外側から2つ目の鋼管杭φ2000(SKK490)の数値を示す。

 

第 5-43 図 降伏モーメントに対する照査結果（最小安全率時） 

 

 

（d）止水性の検討結果 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）については，鋼管杭間をグラウト材（埋戻土

部）（水ガラス系固化材）で充填しているが，施設護岸等が無いと仮定し，

杭間に直接津波波圧が作用した場合の津波の地盤中からの回り込みに対し

て万全を期すため，防波壁の背後に止水性を有する地盤改良を実施する対策

を行う。 

防波壁背後の地盤改良後，防波壁前面の施設護岸及び埋戻土が無いと仮定

した場合の浸透流解析を実施した。ここで，津波水位は保守的に EL.＋15m

とし，透水係数は下表のとおり設定した。 

解析の結果，EL.＋15m に津波が滞留した状態においても，防波壁より敷

地側に浸水は認められないことを確認した。 

なお，防波壁の背後に実施する地盤改良の仕様は詳細設計段階において説

明する。 
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鋼管杭被覆コンクリート壁（鉄筋コンクリート造）

地盤改良

（陸側）

グラウト材
（水ガラス系固化材）

（海側）

2200mm 2200mm
300mm

津波

消波ブロック

埋戻土
（掘削ズリ）

施設護岸

捨石

岩盤

埋戻土
（粘性土）

←海 陸→EL+15m

被覆石
基礎捨石

追加
改良地盤

：防波壁前面では，地震により地形変状が発生する可能性を踏まえ，
施設護岸及び埋戻土の受働抵抗に関する物性値を考慮しない

 

第 5-44 図 改良地盤の設置イメージ図（例） 

 

 

 

第 5-16 表 透水係数一覧 

地盤材料 透水係数(m/s) 摘要

岩盤 1×10-5 CL級岩盤と仮定

埋戻土 2×10-3

防波壁・改良地盤 1×10-7
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2次元浸透流解析結果

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

←海 陸→

10日後

６日後
２日後

初期水位
（EL+0.3ｍ）

津波高（EL15m）

 

第 5-45 図 ２次元浸透流解析結果（②－②断面） 
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（5）構造等に関する先行炉との比較 

（a）比較の観点 

島根原子力発電所の防波壁構造型式の設計において留意すべき事項を整

理するため，島根原子力発電所と先行炉（日本原子力発電(株)東海第二発電

所，東北電力(株)女川原子力発電所及び関西電力(株)美浜発電所）の防潮堤

等について構造等を比較する。 

また，先行炉との比較を踏まえ，先行炉実績との類似点を踏まえた設計方

針の適用性及び先行炉実績との相違点を踏まえた設計への反映事項を示す。 

 

（b）先行炉との比較 

防波壁のうち多重鋼管杭式擁壁については，岩盤に支持された鋼管杭に上

部工として被覆コンクリート壁を設置する構造であることから，類似する先

行炉津波防護施設として，東海第二発電所における鋼管杭鉄筋コンクリート

防潮壁を選定する。それぞれの構造概要を第 5-46 図に示す。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は港湾基準の自立矢板式護岸に準拠し設計を

行う。島根原子力発電所の防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造及び設計条件

等に関する特徴を示すとともに，東海第二発電所の鋼管杭鉄筋コンクリート

防潮壁と比較を行い，類似点及び相違点を抽出した。類似点についてはその

適用性を，相違点についてはそれを踏まえた設計への反映事項を，それぞれ

第 5-17 表のとおり整理した。 
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